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第147期定時株主総会
招集ご通知

株主総会資料の電子提供制度が導入されましたが、
当社では、本株主総会につきましては、書面交付請求
の有無にかかわらず、一律に電子提供措置事項を
記載した書面もお届けいたします。
なお、本制度の導入趣旨を踏まえ、次回以降の株主
総会資料につきましては、ウェブサイト上でのご提供
とし通知書面には簡易なお知らせのみを掲載して
お届けする予定です。

おいしさ、思いやり、いつもいっしょに。
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第147期定時株主総会招集ご通知
議決権行使方法についてのご案内
〔添付書類〕
　事業報告
　　 1．当社グループ（企業集団）の現況に関する事項
　　 2．会社の株式に関する事項
　　 3．会社の新株予約権等に関する事項
　　 4．会社役員に関する事項
　　 5．会計監査人の状況
　　 6．会社の体制および方針
　連結計算書類
　　連結貸借対照表
　　連結損益計算書
　　連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書
　　監査役会の監査報告書
　計算書類
　　貸借対照表
　　損益計算書
　　会計監査人の監査報告書

〔株主総会参考書類〕
　議案および参考事項
　　第１号議案　剰余金処分の件
　　第２号議案　取締役16名選任の件
　　第３号議案　監査役２名選任の件
　　第４号議案　退任取締役および退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件
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　本株主総会へのご来場につきましては、当日のご自身の体調等をご勘案のうえご検討
ください。
　なお当日、弊社役員およびスタッフはマスクを着用させていただきます。感染症等の
拡大状況によっては、ご来場者にもマスクの着用をお願いする場合があります。
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株 主 各 位

代表取締役社長

新潟県柏崎市駅前1丁目3番1号

吉　田  　　康

第147期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。
　さて、当社第147期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し
上げます。

　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置
事項）について電子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェブサイトに

「第147期定時株主総会招集ご通知」として掲載しておりますので、以下の当社ウェブ
サイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申し上げます。

　当社ウェブサイト　
　https://www.bourbon.co.jp/ir/stock/shareholder_meeting.html

　電子提供措置事項は、上記ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）のウェブサイト
にも掲載しておりますので、以下の東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）にアク
セスして、銘柄名（会社名）に「ブルボン」または証券コードに「2208」と入力・検索し、
「基本情報」、「縦覧書類／PR情報」を選択のうえ、ご確認くださいますようお願い申し
上げます。

　東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
　https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

　なお、本招集ご通知につきましては、法令および定款の定めに基づき書面交付請求を
された株主様に送付する交付書面を、すべての株主様に対して送付することとしており
ます。
　当日ご出席されない場合は、インターネットまたは書面により議決権を行使すること
ができますので、お手数ながら後記株主総会参考書類をご検討のうえ、2023年６月28日

（水曜日）午後５時までに議決権を行使してくださいますようお願い申し上げます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　敬　具 

証券コード　2208
2023 年 ６ 月 ７ 日
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以　上

１．日　　時　2023年６月29日（木曜日）午前10時45分（受付開始午前10時）

２．場　　所　新潟県柏崎市駅前１丁目３番１号
　　　　　　　株式会社ブルボン本社ビル10階　大ホール

３．目的事項
報告事項

決議事項
　第１号議案　剰余金処分の件
　第２号議案　取締役16名選任の件
　第３号議案　監査役 ２ 名選任の件
　第４号議案　退任取締役および退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件

４．招集にあたっての決定事項

記

第147期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）
事業報告の内容、連結計算書類の内容ならびに会計監査人および
監査役会 の連結計算書類監査結果報告の件
第147期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）
計算書類の内容報告の件

1.

2.

（1）電子提供措置事項のうち、次に掲げる事項については、法令および当社定款第19条
第２項の規定に基づき、書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面

（本総会におきましては、書面交付請求をいただいていない株主様にも同書面を送付
いたします。）には記載しておりません。したがって、書面交付請求をいただいた
株主様に対して交付する書面は、監査報告を作成するに際し、監査役および会計
監査人が監査をした対象書類の一部であります。

　     ① 連結株主資本等変動計算書および連結注記表
　     ② 株主資本等変動計算書および個別注記表

（２）ご返送いただいた議決権行使書において、各議案につき賛否の表示をされない場合は、
賛の表示があったものとして取り扱います。

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください
ますようお願い申し上げます。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、２頁インターネット上の当社ウェブサイトおよび
東証ウェブサイトにその旨、修正前の事項および修正後の事項を掲載させていただきます。
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議決権行使方法についてのご案内

株主総会にご出席されない方

郵送（書面）によるご行使

「スマート行使」
によるご行使

電磁的方法（インターネット）によるご行使

行使期限行使期限 行使期限
2023年6月28日（水曜日）

午後5時到着分まで

2023年6月29日（木曜日）　午前10時45分
（受付開始：午前10時）

2023年6月28日（水曜日）
午後5時受付分まで

2023年6月28日（水曜日）

議決権行使ウェブサイト
https://www.web54.net

午後5時受付分まで

詳細につきましては５頁をご覧ください。

インターネットによる議決権行使についての注意事項

株主総会開催日時

（1）インターネットでの議決権行使に関するパソコン等の操作方法がご不明な場合は、下記にお問い
　　合わせください。

（2）上記⑴以外のご照会（住所・株式数など）は、下記にお問い合わせください。

①証券会社に口座をお持ちの株主様
②証券会社に口座のない株主様（特別口座をお持ちの株主様）

お取引きの証券会社あてにお問い合わせください。

　インターネットと書面により重複して議決権を行使された場合は、インターネットによる議決権
行使を有効なものといたします。インターネットにより複数回数、議決権を行使された場合は、
最終に行使されたものを有効な議決権行使として取扱うことといたします。

同封の議決権行使書用紙をご持参いただき、
右片を切り離さずにそのまま株主総会当日に
会場受付にご提出くださいますようお願い申
し上げます（ご捺印は不要です）。

代理人による議決権のご行使は、当社の議決権を有する他の株主様１名に委任する場合に限られます。なお、会場受付にて代理
権を証明する書面のご提出が必要となりますので、ご了承ください。

三井住友信託銀行 証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル 0120（652）031 受付時間
9：00～21：00

三井住友信託銀行 証券代行部 0120（782）031

（　　　）

（受付時間　土日休日を除く9：00～17：00）

議決権行使には、以下の方法がございます。後記株主総会参考書類をご検討のうえ、
ご行使いただきますようお願い申し上げます。

同封の議決権行使書用紙に賛否をご記入
いただき、切手を貼らずにご投函くだ
さい。

同封の議決権行使書用紙の右下「スマー
トフォン用議決権行使ウェブサイトログ
インQRコード」をスマートフォンか
タブレット端末で読み取ります。

当社の指定する下記議決権行使ウェブサ
イトにアクセスしていただき、画面の案
内に従って賛否をご送信ください。

議決権行使コード・
パスワード

入力によるご行使

議決権行使書

株主総会にご出席される方

詳細につきましては５頁をご覧ください。

議決権行使書

こちらを切り取って
ご返送ください
こちらを切り取って
ご返送ください
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インターネットによる
議決権行使方法のご案内

インターネット行使期限
2023年６月28日（水）　午後５時

ご注意事項
●一度議決権を行使した後で行使内容を変更される場合、議決権行使書用紙に記載の「議決権行使コード」「パスワード」

をご入力いただく必要があります。
●インターネットと書面により重複して議決権を行使された場合は、インターネットによる議決権行使を有効なものと

いたします。また、インターネットによって複数回議決権を行使された場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使
としてお取扱いいたします。

株主総会ポータルのご利用方法・インターネットによる議決権行使に関するお問い合わせ
三井住友信託銀行　
証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル 0120-652-031 受付時間  9時～21時 ぜひQ&Aも

ご確認ください。

「議決権行使へ」をクリック！

❶  議決権行使書用紙に記載のQRコードを
読み取ります。

❷  株主総会ポータルトップ画面から
「議決権行使へ」ボタンをタップします。

❸  スマート行使®トップ画面が表示されます。
以降は画面の案内に従って賛否をご入力
ください。

スマートフォン等による
議決権行使方法

のブーェウーソンデ）株（はドーコRQ ※
登録商標です。

PC等による議決権行使方法

株主総会ポータルURL
▶https://www.soukai-portal.net
議決権行使ウェブサイトも引き続き
ご利用いただけます。
▶https://www.web54.net

以下のURLより議決権行使書用紙に記載の
ログインID・パスワードをご入力のうえアク
セスしてください。
ログイン以降は画面の案内に従って賛否を
ご入力ください。
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　当連結会計年度におけるわが国経済は、新型感染症対策の規制緩和により緩や
かな回復基調で推移しましたが、ウクライナ情勢の長期化とそれに伴う原材料・
エネルギー価格の高騰に加え、欧米との金利差拡大による急激な為替変動等、
先の見通せない不安定な状況で推移しました。
　菓子・飲料・食品業界は、各種調達価格上昇の影響から商品価格の値上げが相
次いだ一方、実質賃金が伸び悩む中で消費者の低価格志向への対応も求められる
難しい状況が続きました。
　このような状況下で当社グループは、食品製造企業として一貫して品質保証第
一主義に徹し、感染防止対策の徹底に努めながら安全で安心な実質価値の高い商
品の安定した供給と、消費の多様化にお応えしたサービスの提供など、顧客満足
度の向上に向けた活動を推進してまいりました。具体的には、消費者の節約志向
が高まる中、当社製造技術の応用による品質と価格が調和した商品の開発と、既
存ブランドの活用による安心感の高い商品展開を行い、お客様の笑顔と満足につ
ながる活動を推進してまいりました。また、健康志向のニーズや環境負荷低減に
対応した課題解決型商品の展開や、企画提案型の営業活動と店頭フォローを積極
的に行い、求められる価値の実現に向け機敏かつ柔軟に取り組みました。
　2023年3月には、当社従業員の健康管理を経営的な視点で考え戦略的に取り組
んでいる法人として、経済産業省と日本健康会議が共同で実施する「健康経営優
良法人2023～ホワイト500～」の認定をいただきました。
　その結果、社会経済活動の回復につれて需要が落ち着いた品目や価格改定を実
施し伸び悩んだ商品群があったものの、値ごろ感の高いファミリーサイズ商品群
にご支持をいただいたことや、チョコレート品目、キャンデー品目などが順調に
推移したことから売上高は前期を上回りました。
　利益面では、経費の効率的な使用ならびに生産性の向上と原料の大量調達によ
る調達コスト低減や省力化設備の導入によるエネルギーコスト削減などに継続し
て取り組んだことに加え、一部商品の価格改定や規格変更等の収益性改善を実施
したものの、原材料価格等の上昇分を吸収するまでには至らず、営業利益、経常
利益および親会社株主に帰属する当期純利益は前期を大きく下回りました。

〔添付書類〕

事　業　報　告
（2022年４月１日から2023年３月31日まで）

１．当社グループ（企業集団）の現況に関する事項
（1）事業の経過およびその成果
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る調達コスト低減や省力化設備の導入によるエネルギーコスト削減などに継続し
て取り組んだことに加え、一部商品の価格改定や規格変更等の収益性改善を実施
したものの、原材料価格等の上昇分を吸収するまでには至らず、営業利益、経常
利益および親会社株主に帰属する当期純利益は前期を大きく下回りました。

〔添付書類〕

事　業　報　告
（2022年４月１日から2023年３月31日まで）

１．当社グループ（企業集団）の現況に関する事項
（1）事業の経過およびその成果

営業品目別の概況

菓子の合計売上高は、93,193百万円（対前期比103.6％）となりました。

　菓子では、ビスケット品目を中心として、豆菓子、キャンデー、デザート、米菓、
スナック、チョコレートなどの品目を展開しています。
　ビスケット品目は、発売40周年を迎えた「シルベーヌ」に、フランス発祥のチョ
コレートケーキであるオペラの味わいを表現した「シルベーヌオペラ」を発売し、
大変ご好評をいただきました。また、「贅沢」シリーズに「贅沢ルマンド宇治抹茶ラテ」
と「贅沢ルマンドバタースコッチキャラメル」を発売し、「ルマンド」ブランド強化
を図ったことに加えて、北海道産バターをたっぷり練り込んだラングドシャクッキー
「贅沢ラングロール」を発売し、原料にこだわった新たな展開を図りました。さらには、
品ぞろえの強化と市場活性化を狙い、季節に合わせた抹茶、バナナ、レモン、いも・栗、
ホワイト、いちごの各フェアを実施し、店頭での販売促進に注力しました。パウダー
ケーキの「ミルネージュ」や発酵バターを使用した「バタースコッチサンド」がご
支持をいただき順調に推移したほか、健康志向ブランドの「80kcal」シリーズと「カー
ボバランス」シリーズでは、新商品の発売やリニューアルによる活性化、「チョコあ
～んぱん」シリーズにおいてもキャラメルミルクやソフトクリーム風味の商品を展
開し商品力の強化を図りました。
　キャンデー品目は、「フェットチーネグミ」シリーズで積極的な商品展開とプロモー
ションを実施し、ブランド強化を図りました。あわせて、「しゃりもにグミ」シリー
ズではルート限定商品等を展開し、品ぞろえ強化による商品認知の向上を図り、取
り扱いが増加しました。
　チョコレート品目は、「アルフォートミニチョコレート」シリーズに、栗やバナナ
を使用した商品や、ヘーゼルナッツ、ピスタチオを贅沢に使用した商品などを発売し、
継続したプロモーションとともにブランドの強化を図りました。「ひとくちルマンド」

シリーズでは、「ひとくちルマンドたっぷりショコラ」などを発売し品ぞろえの強化
に取り組みました。また、2022年に竣工した魚沼工場の雪室設備で熟成させたカカ
オ豆を原料に使用した「雪室ショコラ」を発売し、付加価値を高めた商品開発にも
取り組みました。一方、節約志向への対応として、値ごろ感を高めた「108gトリュ
フミルクガナッシュ」などを発売しお客様の購買の選択肢を広げる取り組みも行い
ました。
　菓子全体では、ファミリーサイズ商品群も順調に推移したことから、前期を上回
りました。

飲料・食品・冷菓・その他の合計売上高は、4,190百万円（対前期比93.9％）となりました。 
　飲料品目は、蓄光インクを使用したラベルが暗所でやわらかく発光するミネラル
ウォーター「天然水sonaLno500ml」を発売し、防災向けのローリングストックの
提案を行いました。また、「牛乳でおいしくまろやかなココアボトル缶280」の取り
扱いが拡大したことに加え、当社初のスープ缶飲料「牛乳でおいしくスープなシチ
ュー缶185」を発売し、「牛乳でおいしく」シリーズが順調に推移しました。
　食品品目は、シート状の新感覚食材「かんたんクッキング」シリーズに、「のせて
焼くメロンパンシート」「のせて焼くフレンチトースト風シート」を発売しご好評を
いただきました。機能性食品群は、中鎖脂肪酸油（ＭＣＴ）を配合した「ＭＣＴプラス」
シリーズに、「ＭＣＴプラスソフトクッキーミルク」を発売し、“ベイクドショコラ”
と共に機能性表示食品として展開しました。また、「プロテインバー」シリーズに３
種の必須アミノ酸を配合した「プロテインバーＢＣＡＡ＋」を発売し、「スローバー」
シリーズとともに商品認知の向上を図りました。
　冷菓品目は、当社で独自開発した凍らせても柔らかいグミをモナカアイスと組み
合わせた「グミーツ」を発売し、シリーズ商品の期間限定展開とあわせて商品認知
の向上を図りました。また、カップタイプのアイス「ルマンドクランチアイス」を
地域先行発売し、ブランド展開による品目全体の底上げを図りました。一方で、既
存の「ルマンドアイス」「ロアンヌアイス」においても、季節商品の発売によるブラ
ンド認知向上にも取り組みました。
　飲料・食品・冷菓全体では、競争激化や需要が落ち着いた品目があったことから、
前期を下回りました。
　その他では、通信販売事業は、季節、催事に合わせた商品展開やＥＣチャネル限
定の企画展開を実施し、リピーターの増加と販路拡大に取り組みました。
　自動販売機事業は、新規開拓によるプチモールの設置台数の増加と既設自販機の
収益性改善や効率化を図り、多様な商品を取り扱う対面接触を避けた食品販売ツー
ルとしての環境整備を図りました。

　酒類販売事業は、ナショナルブランド商品群で季節に合わせた限定醸造商品を
展開したことに加え、行動制限の緩和から飲食店ルート向け商品や土産用受託商品
の需要が回復したことにより、順調に推移しました。

　以上の営業活動により業績の向上に努めてまいりました結果、当連結会計年度の
売上高は97,383百万円（対前期比103.1％）、営業利益は1,613百万円（対前期比
39.2％）、経常利益は1,838百万円（対前期比38.7％）、親会社株主に帰属する当期
純利益は1,096百万円（対前期比32.5％）となりました。

招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

参
考
書
類



－ 8－

営業品目別の概況

菓子の合計売上高は、93,193百万円（対前期比103.6％）となりました。

　菓子では、ビスケット品目を中心として、豆菓子、キャンデー、デザート、米菓、
スナック、チョコレートなどの品目を展開しています。
　ビスケット品目は、発売40周年を迎えた「シルベーヌ」に、フランス発祥のチョ
コレートケーキであるオペラの味わいを表現した「シルベーヌオペラ」を発売し、
大変ご好評をいただきました。また、「贅沢」シリーズに「贅沢ルマンド宇治抹茶ラテ」
と「贅沢ルマンドバタースコッチキャラメル」を発売し、「ルマンド」ブランド強化
を図ったことに加えて、北海道産バターをたっぷり練り込んだラングドシャクッキー
「贅沢ラングロール」を発売し、原料にこだわった新たな展開を図りました。さらには、
品ぞろえの強化と市場活性化を狙い、季節に合わせた抹茶、バナナ、レモン、いも・栗、
ホワイト、いちごの各フェアを実施し、店頭での販売促進に注力しました。パウダー
ケーキの「ミルネージュ」や発酵バターを使用した「バタースコッチサンド」がご
支持をいただき順調に推移したほか、健康志向ブランドの「80kcal」シリーズと「カー
ボバランス」シリーズでは、新商品の発売やリニューアルによる活性化、「チョコあ
～んぱん」シリーズにおいてもキャラメルミルクやソフトクリーム風味の商品を展
開し商品力の強化を図りました。
　キャンデー品目は、「フェットチーネグミ」シリーズで積極的な商品展開とプロモー
ションを実施し、ブランド強化を図りました。あわせて、「しゃりもにグミ」シリー
ズではルート限定商品等を展開し、品ぞろえ強化による商品認知の向上を図り、取
り扱いが増加しました。
　チョコレート品目は、「アルフォートミニチョコレート」シリーズに、栗やバナナ
を使用した商品や、ヘーゼルナッツ、ピスタチオを贅沢に使用した商品などを発売し、
継続したプロモーションとともにブランドの強化を図りました。「ひとくちルマンド」

シリーズでは、「ひとくちルマンドたっぷりショコラ」などを発売し品ぞろえの強化
に取り組みました。また、2022年に竣工した魚沼工場の雪室設備で熟成させたカカ
オ豆を原料に使用した「雪室ショコラ」を発売し、付加価値を高めた商品開発にも
取り組みました。一方、節約志向への対応として、値ごろ感を高めた「108gトリュ
フミルクガナッシュ」などを発売しお客様の購買の選択肢を広げる取り組みも行い
ました。
　菓子全体では、ファミリーサイズ商品群も順調に推移したことから、前期を上回
りました。

飲料・食品・冷菓・その他の合計売上高は、4,190百万円（対前期比93.9％）となりました。 
　飲料品目は、蓄光インクを使用したラベルが暗所でやわらかく発光するミネラル
ウォーター「天然水sonaLno500ml」を発売し、防災向けのローリングストックの
提案を行いました。また、「牛乳でおいしくまろやかなココアボトル缶280」の取り
扱いが拡大したことに加え、当社初のスープ缶飲料「牛乳でおいしくスープなシチ
ュー缶185」を発売し、「牛乳でおいしく」シリーズが順調に推移しました。
　食品品目は、シート状の新感覚食材「かんたんクッキング」シリーズに、「のせて
焼くメロンパンシート」「のせて焼くフレンチトースト風シート」を発売しご好評を
いただきました。機能性食品群は、中鎖脂肪酸油（ＭＣＴ）を配合した「ＭＣＴプラス」
シリーズに、「ＭＣＴプラスソフトクッキーミルク」を発売し、“ベイクドショコラ”
と共に機能性表示食品として展開しました。また、「プロテインバー」シリーズに３
種の必須アミノ酸を配合した「プロテインバーＢＣＡＡ＋」を発売し、「スローバー」
シリーズとともに商品認知の向上を図りました。
　冷菓品目は、当社で独自開発した凍らせても柔らかいグミをモナカアイスと組み
合わせた「グミーツ」を発売し、シリーズ商品の期間限定展開とあわせて商品認知
の向上を図りました。また、カップタイプのアイス「ルマンドクランチアイス」を
地域先行発売し、ブランド展開による品目全体の底上げを図りました。一方で、既
存の「ルマンドアイス」「ロアンヌアイス」においても、季節商品の発売によるブラ
ンド認知向上にも取り組みました。
　飲料・食品・冷菓全体では、競争激化や需要が落ち着いた品目があったことから、
前期を下回りました。
　その他では、通信販売事業は、季節、催事に合わせた商品展開やＥＣチャネル限
定の企画展開を実施し、リピーターの増加と販路拡大に取り組みました。
　自動販売機事業は、新規開拓によるプチモールの設置台数の増加と既設自販機の
収益性改善や効率化を図り、多様な商品を取り扱う対面接触を避けた食品販売ツー
ルとしての環境整備を図りました。

　酒類販売事業は、ナショナルブランド商品群で季節に合わせた限定醸造商品を
展開したことに加え、行動制限の緩和から飲食店ルート向け商品や土産用受託商品
の需要が回復したことにより、順調に推移しました。

　以上の営業活動により業績の向上に努めてまいりました結果、当連結会計年度の
売上高は97,383百万円（対前期比103.1％）、営業利益は1,613百万円（対前期比
39.2％）、経常利益は1,838百万円（対前期比38.7％）、親会社株主に帰属する当期
純利益は1,096百万円（対前期比32.5％）となりました。
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営業品目別の概況

菓子の合計売上高は、93,193百万円（対前期比103.6％）となりました。

　菓子では、ビスケット品目を中心として、豆菓子、キャンデー、デザート、米菓、
スナック、チョコレートなどの品目を展開しています。
　ビスケット品目は、発売40周年を迎えた「シルベーヌ」に、フランス発祥のチョ
コレートケーキであるオペラの味わいを表現した「シルベーヌオペラ」を発売し、
大変ご好評をいただきました。また、「贅沢」シリーズに「贅沢ルマンド宇治抹茶ラテ」
と「贅沢ルマンドバタースコッチキャラメル」を発売し、「ルマンド」ブランド強化
を図ったことに加えて、北海道産バターをたっぷり練り込んだラングドシャクッキー
「贅沢ラングロール」を発売し、原料にこだわった新たな展開を図りました。さらには、
品ぞろえの強化と市場活性化を狙い、季節に合わせた抹茶、バナナ、レモン、いも・栗、
ホワイト、いちごの各フェアを実施し、店頭での販売促進に注力しました。パウダー
ケーキの「ミルネージュ」や発酵バターを使用した「バタースコッチサンド」がご
支持をいただき順調に推移したほか、健康志向ブランドの「80kcal」シリーズと「カー
ボバランス」シリーズでは、新商品の発売やリニューアルによる活性化、「チョコあ
～んぱん」シリーズにおいてもキャラメルミルクやソフトクリーム風味の商品を展
開し商品力の強化を図りました。
　キャンデー品目は、「フェットチーネグミ」シリーズで積極的な商品展開とプロモー
ションを実施し、ブランド強化を図りました。あわせて、「しゃりもにグミ」シリー
ズではルート限定商品等を展開し、品ぞろえ強化による商品認知の向上を図り、取
り扱いが増加しました。
　チョコレート品目は、「アルフォートミニチョコレート」シリーズに、栗やバナナ
を使用した商品や、ヘーゼルナッツ、ピスタチオを贅沢に使用した商品などを発売し、
継続したプロモーションとともにブランドの強化を図りました。「ひとくちルマンド」

シリーズでは、「ひとくちルマンドたっぷりショコラ」などを発売し品ぞろえの強化
に取り組みました。また、2022年に竣工した魚沼工場の雪室設備で熟成させたカカ
オ豆を原料に使用した「雪室ショコラ」を発売し、付加価値を高めた商品開発にも
取り組みました。一方、節約志向への対応として、値ごろ感を高めた「108gトリュ
フミルクガナッシュ」などを発売しお客様の購買の選択肢を広げる取り組みも行い
ました。
　菓子全体では、ファミリーサイズ商品群も順調に推移したことから、前期を上回
りました。

飲料・食品・冷菓・その他の合計売上高は、4,190百万円（対前期比93.9％）となりました。 
　飲料品目は、蓄光インクを使用したラベルが暗所でやわらかく発光するミネラル
ウォーター「天然水sonaLno500ml」を発売し、防災向けのローリングストックの
提案を行いました。また、「牛乳でおいしくまろやかなココアボトル缶280」の取り
扱いが拡大したことに加え、当社初のスープ缶飲料「牛乳でおいしくスープなシチ
ュー缶185」を発売し、「牛乳でおいしく」シリーズが順調に推移しました。
　食品品目は、シート状の新感覚食材「かんたんクッキング」シリーズに、「のせて
焼くメロンパンシート」「のせて焼くフレンチトースト風シート」を発売しご好評を
いただきました。機能性食品群は、中鎖脂肪酸油（ＭＣＴ）を配合した「ＭＣＴプラス」
シリーズに、「ＭＣＴプラスソフトクッキーミルク」を発売し、“ベイクドショコラ”
と共に機能性表示食品として展開しました。また、「プロテインバー」シリーズに３
種の必須アミノ酸を配合した「プロテインバーＢＣＡＡ＋」を発売し、「スローバー」
シリーズとともに商品認知の向上を図りました。
　冷菓品目は、当社で独自開発した凍らせても柔らかいグミをモナカアイスと組み
合わせた「グミーツ」を発売し、シリーズ商品の期間限定展開とあわせて商品認知
の向上を図りました。また、カップタイプのアイス「ルマンドクランチアイス」を
地域先行発売し、ブランド展開による品目全体の底上げを図りました。一方で、既
存の「ルマンドアイス」「ロアンヌアイス」においても、季節商品の発売によるブラ
ンド認知向上にも取り組みました。
　飲料・食品・冷菓全体では、競争激化や需要が落ち着いた品目があったことから、
前期を下回りました。
　その他では、通信販売事業は、季節、催事に合わせた商品展開やＥＣチャネル限
定の企画展開を実施し、リピーターの増加と販路拡大に取り組みました。
　自動販売機事業は、新規開拓によるプチモールの設置台数の増加と既設自販機の
収益性改善や効率化を図り、多様な商品を取り扱う対面接触を避けた食品販売ツー
ルとしての環境整備を図りました。

　酒類販売事業は、ナショナルブランド商品群で季節に合わせた限定醸造商品を
展開したことに加え、行動制限の緩和から飲食店ルート向け商品や土産用受託商品
の需要が回復したことにより、順調に推移しました。

　以上の営業活動により業績の向上に努めてまいりました結果、当連結会計年度の
売上高は97,383百万円（対前期比103.1％）、営業利益は1,613百万円（対前期比
39.2％）、経常利益は1,838百万円（対前期比38.7％）、親会社株主に帰属する当期
純利益は1,096百万円（対前期比32.5％）となりました。

147期

営業品目別の概況
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と「贅沢ルマンドバタースコッチキャラメル」を発売し、「ルマンド」ブランド強化
を図ったことに加えて、北海道産バターをたっぷり練り込んだラングドシャクッキー

「贅沢ラングロール」を発売し、原料にこだわった新たな展開を図りました。さらには、
品ぞろえの強化と市場活性化を狙い、季節に合わせた抹茶、バナナ、レモン、いも・栗、
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　当連結会計年度の設備投資の総額は、6,654百万円であり、ビスケット、半生、
チョコレート、米菓を中心とした新製品への設備投資、ビスケット、チョコレート、
豆菓子の主力商品への生産強化を目的とした設備投資、既存商品の省人化、既存
設備の更新や省エネルギーとＩｏＴ導入による収益性改善および品質管理体制強化
のための設備投資を図りました。

・流通チャネル・得意先別要望への適時対応と積極的な企画提案による関係強化
・自動販売機事業、業務用商品販売事業およびｅコマース事業の品ぞろえ強化に

よる採算性の向上のほか、新たな付加価値を提供する直販事業の開発
・キャッシュレス化の進行による消費チャネル多様化への対応

③　グローバル展開の推進
・中国市場における当社商品や現地グループ会社の商品の販売拡大
・米国市場に適した商品の開発と現地法人を拠点とした販売推進
・東南アジア、その他目覚ましい経済成長がみられる地域への販売網の構築や
　販売強化

④　経営基盤の強化
・安全、安心な商品を安定して供給できる生産体制の構築・維持・推進
・新規原材料開発や購買経路の開拓、製品仕様の見直し等によりコスト競争力を

高める体制の強化
・食品安全マネジメントシステムの国際規格等を基に独自に策定したブルボン品

質保証マネジメントシステム（ＢＱＡＭＳ）の運用と教育の実施
・ ＡＩ、ＩｏＴを活用した最新の生産システムの構築による生産性や品質の向上、

省人化によるコスト低減の推進
・ ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）の推進と社員のＩＴリテラシーの向上
・情報システムのサイバーセキュリティ強化
・ダイバーシティ＆インクルージョン（Ｄ＆Ｉ）推進のため、従業員の多様な働き

方や、女性の活躍を可能とする制度の拡充
・健康を重視した経営方針のもと明るく活き活きと働くことのできる職場環境の

構築
・後継者群育成計画の策定による経営幹部の養成

（2）設備投資等の状況

　
　当連結会計年度において、2024年８月30日を償還期日とする第３回無担保社債を
2022年８月31日に発行し、総額で100百万円の資金調達を行いました。
　また、運転資金および設備投資に充当するため、金融機関から2,000百万円の短
期借入および3,000百万円の長期借入による資金調達を行っております。

（3）資金調達の状況

　
　当社グループは食品製造企業として品質保証第一主義に徹するとともに、安定した
原材料調達と商品供給体制の確立、原材料のトレーサビリティ、フードセーフティー
への取り組み強化による品質保証体制のレベルアップを図ってまいります。
　また、消費者の皆様の「心と体の健康づくり」に寄与する健康増進総合支援企業
を目指し、ビスケットやチョコレートをはじめとする多様なカテゴリーでバラエ
ティ豊かな商品や、未病対策として生活習慣病予防のための機能性食品、健康食
品の開発を進めてまいります。
　将来に向けては、サスティナビリティを経営理念「利害相反する人を含めて、
集団の生存性を高める」に重ね合わせて理解し、ESG（環境・社会・ガバナンス）を
経営戦略と捉え、SDGs（持続可能な開発目標）の17の目標に準拠した活動を明確
にしてまいります。そして商品の品質向上や顧客満足度の向上、コンプライアンス
に注力しつつ、環境貢献投資、健康寿命の延長、防災・減災などの社会的な課題の
解決にも取り組んでまいります。
　その他、原材料価格やエネルギー価格の高騰、地政学的リスクに端を発する原
材料の安定調達に関する課題など、経営を取り巻く環境は日々変化し、また、先
行きの不透明さも増しておりますが、引き続き生産体制の維持と商品の安定供給に
努めてまいります。
①　新製品開発体制の強化

・ビスケット市場のシェア拡大に向けた既存ブランドの新規形態品やシリーズ品
の開発

・新しい価値を創造・提案するチョコレート商品の開発
・菓子製造技術を生かした付加価値の高い冷菓商品の開発
・次世代を担う主力商品の開発、新たなブランドの構築および新カテゴリー群の

創出と育成
・優位性・新奇性に富み、差別化された商品の開発やそのための新設備の導入
・先端・先進的領域の研究を通じた新製品の開発

②　新たな需要を創造する営業体制の強化
・企画提案型営業による楽しい売り場演出・サービスの提供

（4）対処すべき課題
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・健康を重視した経営方針のもと明るく活き活きと働くことのできる職場環境の

構築
・後継者群育成計画の策定による経営幹部の養成

　
　当社グループは食品製造企業として品質保証第一主義に徹するとともに、安定した
原材料調達と商品供給体制の確立、原材料のトレーサビリティ、フードセーフティー
への取り組み強化による品質保証体制のレベルアップを図ってまいります。
　また、消費者の皆様の「心と体の健康づくり」に寄与する健康増進総合支援企業
を目指し、ビスケットやチョコレートをはじめとする多様なカテゴリーでバラエ
ティ豊かな商品や、未病対策として生活習慣病予防のための機能性食品、健康食
品の開発を進めてまいります。
　将来に向けては、サスティナビリティを経営理念「利害相反する人を含めて、
集団の生存性を高める」に重ね合わせて理解し、ESG（環境・社会・ガバナンス）を
経営戦略と捉え、SDGs（持続可能な開発目標）の17の目標に準拠した活動を明確
にしてまいります。そして商品の品質向上や顧客満足度の向上、コンプライアンス
に注力しつつ、環境貢献投資、健康寿命の延長、防災・減災などの社会的な課題の
解決にも取り組んでまいります。
　その他、原材料価格やエネルギー価格の高騰、地政学的リスクに端を発する原
材料の安定調達に関する課題など、経営を取り巻く環境は日々変化し、また、先
行きの不透明さも増しておりますが、引き続き生産体制の維持と商品の安定供給に
努めてまいります。
①　新製品開発体制の強化

・ビスケット市場のシェア拡大に向けた既存ブランドの新規形態品やシリーズ品
の開発

・新しい価値を創造・提案するチョコレート商品の開発
・菓子製造技術を生かした付加価値の高い冷菓商品の開発
・次世代を担う主力商品の開発、新たなブランドの構築および新カテゴリー群の

創出と育成
・優位性・新奇性に富み、差別化された商品の開発やそのための新設備の導入
・先端・先進的領域の研究を通じた新製品の開発

②　新たな需要を創造する営業体制の強化
・企画提案型営業による楽しい売り場演出・サービスの提供

（5）当社グループの財産および損益の状況の推移 

売 上 高
経 常 利 益

総 資 産
純 資 産

１株当たり当期純利益

親会社株主に帰属する
当期純利益

（百万円）

（百万円）

（百万円）

（円）

（百万円）

（百万円）

（　　　　　）
区　　　分

（6）重要な親会社および子会社の状況
　  ①重要な親会社の状況
　　  該当事項はありません。

第144期

（　　　　　）2019年4月から
2020年3月まで

117,551
2,899

1,875

78.08
78,050
47,664

第145期

（　　　　　）2020年4月から
2021年3月まで

118,443
4,676

3,167

131.84
78,872
50,561

第146期

（　　　　　）2021年4月から
2022年3月まで

2022年4月から
2023年3月まで

94,451
4,745

3,374

140.47
83,262
52,786

第147期
当連結会計年度

97,383
1,838

1,096

45.64
87,630
53,540
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　  ②重要な子会社の状況

（注）当社は、当社が100％出資する子会社である北日本羽黒食品株式会社を2022年4月1日
　　　付けで吸収合併しました。

　　③特定完全子会社に関する事項
　　　該当事項はありません。

株 式 会 社 レ ー マ ン
エ チ ゴ ビ ー ル 株 式 会 社
波路梦（長興）食品有限公司
波路梦（上海）商貿有限公司

28
100

28,500
1,685

100
100
100
100

会　　社　　名 資 本 金 当社の出資比率 主要な事業内容
食料品の製造・販売
酒類の製造・販売
食料品の製造・販売
食 料 品 の 販 売

％
％
％
％

百万円

百万円

千US＄

百万円

（7）主要な事業内容

①営業所
赤坂オフィス（東京都港区)、神戸オフィス（神戸市）、
北海道・東北ブロック(仙台市)、北信越ブロック(柏崎市)、関東ブロック（川口市）、
中部ブロック(北名古屋市)、中国・四国ブロック(広島市)、九州ブロック(福岡市）
中華人民共和国（上海市・北京市・浙江省杭州市）

②生産拠点
新潟県（柏崎市、新潟市、長岡市、上越市、新発田市、村上市、五泉市、魚沼市）
山形県（鶴岡市）
埼玉県（和光市）
長野県（北佐久郡御代田町）
中華人民共和国（浙江省湖州市長興県）

（8）主要な営業所および工場

（9）従業員の状況

4,264名 2名増 38.4歳 15.8年
従  業  員  数 前連結会計年度末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

上記の他、臨時従業員が期中平均で 798 名おります。

　
各種和洋菓子および飲料、食品ならびに衛生用品、日用雑貨品の製造、販売

（主要な営業品目）
ビスケット、小麦粉せんべい、豆菓子、キャンデー、デザート、米菓、スナック、珍味、
チョコレート、チューインガム、ミネラルウォーター、コーヒー・ココア飲料、
その他清涼飲料水、粉末ココア、冷菓、酒類、米（通販のみ）、パン・インスタント
ラーメン（自販機のみ）
マスク
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　  ②重要な子会社の状況

（注）当社は、当社が100％出資する子会社である北日本羽黒食品株式会社を2022年4月1日
　　　付けで吸収合併しました。

　　③特定完全子会社に関する事項
　　　該当事項はありません。

株 式 会 社 レ ー マ ン
エ チ ゴ ビ ー ル 株 式 会 社
波路梦（長興）食品有限公司
波路梦（上海）商貿有限公司

28
100

28,500
1,685

100
100
100
100

会　　社　　名 資 本 金 当社の出資比率 主要な事業内容
食料品の製造・販売
酒類の製造・販売
食料品の製造・販売
食 料 品 の 販 売

％
％
％
％

百万円

百万円

千US＄

百万円

（7）主要な事業内容

①営業所
赤坂オフィス（東京都港区)、神戸オフィス（神戸市）、
北海道・東北ブロック(仙台市)、北信越ブロック(柏崎市)、関東ブロック（川口市）、
中部ブロック(北名古屋市)、中国・四国ブロック(広島市)、九州ブロック(福岡市）
中華人民共和国（上海市・北京市・浙江省杭州市）

②生産拠点
新潟県（柏崎市、新潟市、長岡市、上越市、新発田市、村上市、五泉市、魚沼市）
山形県（鶴岡市）
埼玉県（和光市）
長野県（北佐久郡御代田町）
中華人民共和国（浙江省湖州市長興県）

（8）主要な営業所および工場

（9）従業員の状況

4,264名 2名増 38.4歳 15.8年
従  業  員  数 前連結会計年度末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

上記の他、臨時従業員が期中平均で 798 名おります。

　
各種和洋菓子および飲料、食品ならびに衛生用品、日用雑貨品の製造、販売

（主要な営業品目）
ビスケット、小麦粉せんべい、豆菓子、キャンデー、デザート、米菓、スナック、珍味、
チョコレート、チューインガム、ミネラルウォーター、コーヒー・ココア飲料、
その他清涼飲料水、粉末ココア、冷菓、酒類、米（通販のみ）、パン・インスタント
ラーメン（自販機のみ）
マスク

（10）主要な借入先および借入額

2 , 9 5 8
1 , 9 5 0

7 8

株 式 会 社
株 式 会 社
株 式 会 社

第 四 北 越 銀 行
日本政策投資銀行
日本政策金融公庫

借　　入　　先 借　　入　　額

　
該当事項はありません。

（11）重要な企業再編等の状況

（百万円）

（5）その他株式に関する重要な事項
該当事項はありません。

３．会社の新株予約権等に関する事項
該当事項はありません。

（1）発行可能株式総数
（2）発行済株式の総数
（3）株主数
（4）大株主（上位10名）

80,000,000 株
24,024,387 株

14,114 名

（自己株式 3,675,613 株を除く）

公益財団法人ブルボン吉田記念財団
吉 田 興 産 株 式 会 社
ブ ル ボ ン 柏 湧 共 栄 会
株 式 会 社 第 四 北 越 銀 行
吉 田 　 康
北 日 本 興 産 株 式 会 社
吉 田 暁 弘
吉 田 和 代
吉 田 匡 慶
吉 田 篤 司

2 , 6 1 2
2 , 2 0 0
1 , 7 3 7
1 , 1 8 1
1 , 1 7 3

9 1 5
8 7 3
8 3 7
6 8 6
6 6 4

株　　主　　名 持  株  数
1 0 . 8 7

9 . 1 6
7 . 2 3
4 . 9 2
4 . 8 8
3 . 8 1
3 . 6 4
3 . 4 8
2 . 8 6
2 . 7 7

持株比率

当社は自己株式を3,675,613株保有しておりますが、上記大株主からは除外して
おります。
持株比率は自己株式を控除して計算しております。

（注）1.

2.

２．会社の株式に関する事項 （2023年3月31日現在）

（千株） （％）
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（1）取締役および監査役の氏名等
氏　名 重要な兼職の状況地位および担当

取締役河端和雄、佐々木広介、尾関幸美、森邦雄、櫻井孝男および上杉奈保美の６氏は、
会社法第２条第１５号に定める社外取締役であります。

（注）1.

４．会社役員に関する事項

公益財団法人ブルボン吉田記念財団代表理事
吉田興産株式会社取締役
北日本興産株式会社取締役
株式会社ブルボン再生医科学研究所代表取締役

取締役社長
（代表取締役）吉 田 　 康

製造保証本部
　　　　　　設備開発管理部長

波路梦（長興）食品有限公司董事長
波路梦（上海）商貿有限公司董事長

一般社団法人健康ビジネス協議会代表理事会長代行

北日本興産株式会社取締役

ともにマーケティング株式会社代表取締役

中央大学大学院法務研究科教授
三井不動産株式会社社外監査役
株式会社第四北越フィナンシャルグループ
社外取締役（監査等委員）

専務取締役
（代表取締役）山 﨑 幸 治

経営企画研究本部長
開発開拓本部長
　　　 　 　 　 国際営業部長
製造保証本部長

人 智 財 本 部 長

人智財本部
　　　 　 　 　 人事企画部長

常務取締役大 竹 一 弘
波路梦（長興）食品有限公司副董事長

常務取締役浅 野 和 男

取 締 役
開発開拓本部
　　　　  マーケティング部長
　　　　兼　エリア営業部長

横 田 　 昇

諸 橋 文 弘

坂 井 裕 次

取 締 役
取 締 役
取 締 役

河 端 和 雄

取 締 役吉 田 匡 慶

佐 々 木 広 介

取 締 役

尾 関 幸 美

取 締 役
取 締 役

森 　 邦 雄
櫻 井 孝 男
上 杉 奈 保 美

開発開拓本部
　　　　　　第二製品開発部長
　　　　兼　第三製品開発部長 

経営企画研究本部
　　　　　 統合企画部長
　　　  兼　デジタル推進部長

人智財本部
　　　　　 総務推進部長

井 手 規 秀

中 野 　 隆 取 締 役

川上悦男税理士事務所所長
東京国際空港ターミナル株式会社常勤監査役

常勤監査役
常勤監査役
監 査 役
監 査 役

植 木 敏 彦
佐 藤 一 也
川 上 悦 男
宮 本 照 雄

取 締 役

取 締 役

吉 川 　 実 常務取締役

取 締 役

（2023年３月31日現在）

監査役川上悦男および宮本照雄の２氏は、会社法第２条第１６号に定める社外監査
役であります。
監査役川上悦男氏は税理士の資格を有しており、財務および会計に関する相当程度
の知見を有するものであります。
当事業年度中の役員の異動
ⅰ) 2022年6月29日開催の第146期定時株主総会において、吉田匡慶氏が新たに

取締役に選任され、就任いたしました。
当社は、東京証券取引所に対して、河端和雄、佐々木広介、尾関幸美、森邦雄、櫻
井孝男および上杉奈保美の取締役６氏ならびに川上悦男および宮本照雄の監査役２
氏を独立役員として届け出ております。
当事業年度末日現在、会社役員と交わした補償契約について該当事項はありません。
当社は、会社法第430条の3第1項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社
との間で締結しており、被保険者がその地位に基づき行った行為に起因し損害賠償
請求がなされたことにより被る損害を当該保険契約により填補し1年ごとに契約更
新することとしております。
当該保険契約の被保険者は、当社および当社の子会社の取締役および監査役ならび
に主要な業務執行者であり、その保険料を全額当社が負担しております。
当該保険契約は、2022年11月に同内容で更新しております。
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（1）取締役および監査役の氏名等
氏　名 重要な兼職の状況地位および担当

取締役河端和雄、佐々木広介、尾関幸美、森邦雄、櫻井孝男および上杉奈保美の６氏は、
会社法第２条第１５号に定める社外取締役であります。

（注）1.

４．会社役員に関する事項

公益財団法人ブルボン吉田記念財団代表理事
吉田興産株式会社取締役
北日本興産株式会社取締役
株式会社ブルボン再生医科学研究所代表取締役

取締役社長
（代表取締役）吉 田 　 康

製造保証本部
　　　　　　設備開発管理部長

波路梦（長興）食品有限公司董事長
波路梦（上海）商貿有限公司董事長

一般社団法人健康ビジネス協議会代表理事会長代行

北日本興産株式会社取締役

ともにマーケティング株式会社代表取締役

中央大学大学院法務研究科教授
三井不動産株式会社社外監査役
株式会社第四北越フィナンシャルグループ
社外取締役（監査等委員）

専務取締役
（代表取締役）山 﨑 幸 治

経営企画研究本部長
開発開拓本部長
　　　 　 　 　 国際営業部長
製造保証本部長

人 智 財 本 部 長

人智財本部
　　　 　 　 　 人事企画部長

常務取締役大 竹 一 弘
波路梦（長興）食品有限公司副董事長

常務取締役浅 野 和 男

取 締 役
開発開拓本部
　　　　  マーケティング部長
　　　　兼　エリア営業部長

横 田 　 昇

諸 橋 文 弘

坂 井 裕 次

取 締 役
取 締 役
取 締 役

河 端 和 雄

取 締 役吉 田 匡 慶

佐 々 木 広 介

取 締 役

尾 関 幸 美

取 締 役
取 締 役

森 　 邦 雄
櫻 井 孝 男
上 杉 奈 保 美

開発開拓本部
　　　　　　第二製品開発部長
　　　　兼　第三製品開発部長 

経営企画研究本部
　　　　　 統合企画部長
　　　  兼　デジタル推進部長

人智財本部
　　　　　 総務推進部長

井 手 規 秀

中 野 　 隆 取 締 役

川上悦男税理士事務所所長
東京国際空港ターミナル株式会社常勤監査役

常勤監査役
常勤監査役
監 査 役
監 査 役

植 木 敏 彦
佐 藤 一 也
川 上 悦 男
宮 本 照 雄

取 締 役

取 締 役

吉 川 　 実 常務取締役

取 締 役

（2023年３月31日現在）

監査役川上悦男および宮本照雄の２氏は、会社法第２条第１６号に定める社外監査
役であります。
監査役川上悦男氏は税理士の資格を有しており、財務および会計に関する相当程度
の知見を有するものであります。
当事業年度中の役員の異動
ⅰ) 2022年6月29日開催の第146期定時株主総会において、吉田匡慶氏が新たに

取締役に選任され、就任いたしました。
当社は、東京証券取引所に対して、河端和雄、佐々木広介、尾関幸美、森邦雄、櫻
井孝男および上杉奈保美の取締役６氏ならびに川上悦男および宮本照雄の監査役２
氏を独立役員として届け出ております。
当事業年度末日現在、会社役員と交わした補償契約について該当事項はありません。
当社は、会社法第430条の3第1項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社
との間で締結しており、被保険者がその地位に基づき行った行為に起因し損害賠償
請求がなされたことにより被る損害を当該保険契約により填補し1年ごとに契約更
新することとしております。
当該保険契約の被保険者は、当社および当社の子会社の取締役および監査役ならび
に主要な業務執行者であり、その保険料を全額当社が負担しております。
当該保険契約は、2022年11月に同内容で更新しております。

取締役河端和雄、佐々木広介、尾関幸美、森邦雄、櫻井孝男および上杉奈保美の６氏は、
会社法第２条第１５号に定める社外取締役であります。

2.

3.

4.

5.

6.
7.

（2）取締役および監査役の報酬等

区　　　分 支 給 人 員 支  給  額

合　計（うち社外役員）
監査役（うち社外監査役）
取締役（うち社外取締役）

21（8）
4（2）

17（6）

207（53）
32（13）

174（39）

①当事業年度に係る報酬等の総額 

②当事業年度に支払った役員退職慰労金
　該当事項はありません。

③取締役および監査役の報酬についての株主総会の決議に関する事項
　当社の取締役および監査役の報酬額は2016年6月29日開催の第140期定時
株主総会において取締役については年額240百万円以内（うち社外取締役分30
百万円以内、また、使用人分給与は含まない）、監査役については年額50百
万円以内と決議いただき、当該定時株主総会終結時点の取締役は18名（うち
社外3名）、監査役は4名です。また、2020年6月26日開催の第144期定時株主
総会において、取締役の報酬限度額はそのままに、社外取締役分のみ年額50
百万円以内に改定との決議をいただきました。なお、当該定時株主総会終結
時点の取締役は15名（うち社外5名）、監査役4名です。

取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
支給額には当事業年度における役員退職慰労引当金の繰入額、21百万円を含ん
でおります。
上記のほか、使用人兼務取締役（６名）の使用人分給与（賞与を含む）を61百万
円支払っております。
当事業年度においては業績連動報酬および株式報酬等の制度は採用しておりま
せん。

（注）1.
2.

3.

4.

（名） （百万円）

監査役川上悦男および宮本照雄の２氏は、会社法第２条第１６号に定める社外監査
役であります。
監査役川上悦男氏は税理士の資格を有しており、財務および会計に関する相当程度
の知見を有するものであります。
当事業年度中の役員の異動
ⅰ) 2022年6月29日開催の第146期定時株主総会において、吉田匡慶氏が新たに

取締役に選任され、就任いたしました。
当社は、東京証券取引所に対して、河端和雄、佐々木広介、尾関幸美、森邦雄、櫻
井孝男および上杉奈保美の取締役６氏ならびに川上悦男および宮本照雄の監査役２
氏を独立役員として届け出ております。
当事業年度末日現在、会社役員と交わした補償契約について該当事項はありません。
当社は、会社法第430条の3第1項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社
との間で締結しており、被保険者がその地位に基づき行った行為に起因し損害賠償
請求がなされたことにより被る損害を当該保険契約により填補し1年ごとに契約更
新することとしております。
当該保険契約の被保険者は、当社および当社の子会社の取締役および監査役ならび
に主要な業務執行者であり、その保険料を全額当社が負担しております。
当該保険契約は、2022年11月に同内容で更新しております。

④役員報酬等の内容の決定に関する方針等
　当社の役員報酬等は、基本報酬と役員退職慰労金で構成されております。
　当社は、2021年2月24日開催取締役会において、取締役の個人別の報酬等
の内容に係る決定方針を「役員報酬規程」として決議しており、取締役の報
酬等については、株主総会の決議による報酬総額の限度内において会社業
績、経済情勢等を考慮し「役員報酬規程」に定める方針および支給基準に基
づいて取締役会において決定するものとしております。
　取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等
の内容の決定方法および決定された報酬等の内容が当該「役員報酬規程」と
整合していることを確認しており、決定方針に沿うものであると判断してお
ります。
役員報酬規程の内容の概要は次のとおりであります。
ⅰ）報酬等に関する方針
ａ. 経営の透明性・公正性、報酬の妥当性を確保し、企業価値向上と持続的な

成長を通じて経営意識を高めるものであること。
ｂ. 株主総会で承認された報酬総枠のなかで、役員間、従業員、同業他社、

地域水準等と比較してバランスに配慮したものであること。
ｃ. 取締役の報酬については、本規程に基づき報酬等に関する方針および内容

について取締役会において決定する。
　 なお、取締役会が取締役社長に決定を一任したときは、本規程に定める基

準に基づき取締役社長がこれを決定する。
ⅱ）常勤取締役の報酬支給基準

　常勤取締役の報酬は従業員給与の最高額を基準とし、その役職位に応じて
倍率範囲を定め、基準に乗じて算出する。

⑤取締役の個人別の報酬等の決定に係る委任に関する事項
　取締役会は、代表取締役社長吉田康氏に対し各取締役の報酬の額の決定を
一任しております。一任した理由は、当社全体の業績等を勘案しつつ各取締
役の担当部門について評価を行うには代表取締役社長が適していると判断し
たためであります。
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①当事業年度に係る報酬等の総額 

②当事業年度に支払った役員退職慰労金
　該当事項はありません。

③取締役および監査役の報酬についての株主総会の決議に関する事項
　当社の取締役および監査役の報酬額は2016年6月29日開催の第140期定時
株主総会において取締役については年額240百万円以内（うち社外取締役分30
百万円以内、また、使用人分給与は含まない）、監査役については年額50百
万円以内と決議いただき、当該定時株主総会終結時点の取締役は18名（うち
社外3名）、監査役は4名です。また、2020年6月26日開催の第144期定時株主
総会において、取締役の報酬限度額はそのままに、社外取締役分のみ年額50
百万円以内に改定との決議をいただきました。なお、当該定時株主総会終結
時点の取締役は15名（うち社外5名）、監査役4名です。

および宮本照雄の社外監査役２氏については該当事項はありません。
②他の法人等の社外役員等としての重要な兼任の状況および当社と当該他の

法人等との関係
・社外取締役尾関幸美氏は三井不動産株式会社の社外監査役を務めており

ますが、同社と当社は取引がありません。
・森邦雄氏は株式会社第四北越フィナンシャルグループの社外取締役（監査等

委員）を務めており、当該会社の子会社である株式会社第四北越銀行と当社
は取引がありますが、森邦雄氏は当社の定める独立性判断基準の要件を満た
しております。

・宮本照雄氏は東京国際空港ターミナル株式会社の常勤監査役を務めており
ますが、同社と当社は取引がありません。

・河端和雄、佐々木広介、櫻井孝男および上杉奈保美の社外取締役４氏ならび
に社外監査役川上悦男氏については該当事項はありません。

③主要取引先等特定関係事業者との関係
・当社の社外役員いずれも該当事項はありません。

④当事業年度における主な活動状況

⑤当社の不祥事等に関する対応の概要
　　社外役員８氏いずれも該当事項はありません。

①他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況および当社と当該他の法人
等との関係
・社外取締役佐々木広介氏は一般社団法人健康ビジネス協議会の代表理事会長

代行を務めており、同法人と当社は取引関係がありますが今期の取引金額は
当社連結売上高の0.0001％未満と僅少であります。

・社外取締役森邦雄氏は新潟県生産性本部会長および一般社団法人新潟県友会
理事長を務めており、そのいずれとも当社は取引関係がありません。

・社外取締役上杉奈保美氏はともにマーケティング株式会社の代表取締役社長
を務めており、同社と当社は取引がありません。

・河端和雄、尾関幸美および櫻井孝男の社外取締役３氏ならびに川上悦男

（3）社外役員に関する事項

④役員報酬等の内容の決定に関する方針等
　当社の役員報酬等は、基本報酬と役員退職慰労金で構成されております。
　当社は、2021年2月24日開催取締役会において、取締役の個人別の報酬等
の内容に係る決定方針を「役員報酬規程」として決議しており、取締役の報
酬等については、株主総会の決議による報酬総額の限度内において会社業
績、経済情勢等を考慮し「役員報酬規程」に定める方針および支給基準に基
づいて取締役会において決定するものとしております。
　取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等
の内容の決定方法および決定された報酬等の内容が当該「役員報酬規程」と
整合していることを確認しており、決定方針に沿うものであると判断してお
ります。
役員報酬規程の内容の概要は次のとおりであります。
ⅰ）報酬等に関する方針
ａ. 経営の透明性・公正性、報酬の妥当性を確保し、企業価値向上と持続的な

成長を通じて経営意識を高めるものであること。
ｂ. 株主総会で承認された報酬総枠のなかで、役員間、従業員、同業他社、

地域水準等と比較してバランスに配慮したものであること。
ｃ. 取締役の報酬については、本規程に基づき報酬等に関する方針および内容

について取締役会において決定する。
　 なお、取締役会が取締役社長に決定を一任したときは、本規程に定める基

準に基づき取締役社長がこれを決定する。
ⅱ）常勤取締役の報酬支給基準

　常勤取締役の報酬は従業員給与の最高額を基準とし、その役職位に応じて
倍率範囲を定め、基準に乗じて算出する。

⑤取締役の個人別の報酬等の決定に係る委任に関する事項
　取締役会は、代表取締役社長吉田康氏に対し各取締役の報酬の額の決定を
一任しております。一任した理由は、当社全体の業績等を勘案しつつ各取締
役の担当部門について評価を行うには代表取締役社長が適していると判断し
たためであります。

⑥責任限定契約の内容の概要
　　当社と河端和雄、佐々木広介、尾関幸美、森邦雄、櫻井孝男および上杉奈

保美の社外取締役６氏ならびに川上悦男および宮本照雄の社外監査役２氏は、
会社法第427条第１項および当社定款の規定に基づき、会社法第423条第１項
の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任
限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額としております。

⑦当社の親会社または当社の親会社の子会社から当事業年度において役員とし
て受けた報酬等の総額

　　社外役員いずれも該当事項はありません。
⑧社外役員についての記載事項についての意見
　　該当事項はありません。



－ 17－

①当事業年度に係る報酬等の総額 

②当事業年度に支払った役員退職慰労金
　該当事項はありません。

③取締役および監査役の報酬についての株主総会の決議に関する事項
　当社の取締役および監査役の報酬額は2016年6月29日開催の第140期定時
株主総会において取締役については年額240百万円以内（うち社外取締役分30
百万円以内、また、使用人分給与は含まない）、監査役については年額50百
万円以内と決議いただき、当該定時株主総会終結時点の取締役は18名（うち
社外3名）、監査役は4名です。また、2020年6月26日開催の第144期定時株主
総会において、取締役の報酬限度額はそのままに、社外取締役分のみ年額50
百万円以内に改定との決議をいただきました。なお、当該定時株主総会終結
時点の取締役は15名（うち社外5名）、監査役4名です。

および宮本照雄の社外監査役２氏については該当事項はありません。
②他の法人等の社外役員等としての重要な兼任の状況および当社と当該他の

法人等との関係
・社外取締役尾関幸美氏は三井不動産株式会社の社外監査役を務めており

ますが、同社と当社は取引がありません。
・森邦雄氏は株式会社第四北越フィナンシャルグループの社外取締役（監査等

委員）を務めており、当該会社の子会社である株式会社第四北越銀行と当社
は取引がありますが、森邦雄氏は当社の定める独立性判断基準の要件を満た
しております。

・宮本照雄氏は東京国際空港ターミナル株式会社の常勤監査役を務めており
ますが、同社と当社は取引がありません。

・河端和雄、佐々木広介、櫻井孝男および上杉奈保美の社外取締役４氏ならび
に社外監査役川上悦男氏については該当事項はありません。

③主要取引先等特定関係事業者との関係
・当社の社外役員いずれも該当事項はありません。

④当事業年度における主な活動状況

⑤当社の不祥事等に関する対応の概要
　　社外役員８氏いずれも該当事項はありません。

①他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況および当社と当該他の法人
等との関係
・社外取締役佐々木広介氏は一般社団法人健康ビジネス協議会の代表理事会長

代行を務めており、同法人と当社は取引関係がありますが今期の取引金額は
当社連結売上高の0.0001％未満と僅少であります。

・社外取締役森邦雄氏は新潟県生産性本部会長および一般社団法人新潟県友会
理事長を務めており、そのいずれとも当社は取引関係がありません。

・社外取締役上杉奈保美氏はともにマーケティング株式会社の代表取締役社長
を務めており、同社と当社は取引がありません。

・河端和雄、尾関幸美および櫻井孝男の社外取締役３氏ならびに川上悦男

（3）社外役員に関する事項

④役員報酬等の内容の決定に関する方針等
　当社の役員報酬等は、基本報酬と役員退職慰労金で構成されております。
　当社は、2021年2月24日開催取締役会において、取締役の個人別の報酬等
の内容に係る決定方針を「役員報酬規程」として決議しており、取締役の報
酬等については、株主総会の決議による報酬総額の限度内において会社業
績、経済情勢等を考慮し「役員報酬規程」に定める方針および支給基準に基
づいて取締役会において決定するものとしております。
　取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等
の内容の決定方法および決定された報酬等の内容が当該「役員報酬規程」と
整合していることを確認しており、決定方針に沿うものであると判断してお
ります。
役員報酬規程の内容の概要は次のとおりであります。
ⅰ）報酬等に関する方針
ａ. 経営の透明性・公正性、報酬の妥当性を確保し、企業価値向上と持続的な

成長を通じて経営意識を高めるものであること。
ｂ. 株主総会で承認された報酬総枠のなかで、役員間、従業員、同業他社、

地域水準等と比較してバランスに配慮したものであること。
ｃ. 取締役の報酬については、本規程に基づき報酬等に関する方針および内容

について取締役会において決定する。
　 なお、取締役会が取締役社長に決定を一任したときは、本規程に定める基

準に基づき取締役社長がこれを決定する。
ⅱ）常勤取締役の報酬支給基準

　常勤取締役の報酬は従業員給与の最高額を基準とし、その役職位に応じて
倍率範囲を定め、基準に乗じて算出する。

⑤取締役の個人別の報酬等の決定に係る委任に関する事項
　取締役会は、代表取締役社長吉田康氏に対し各取締役の報酬の額の決定を
一任しております。一任した理由は、当社全体の業績等を勘案しつつ各取締
役の担当部門について評価を行うには代表取締役社長が適していると判断し
たためであります。

⑥責任限定契約の内容の概要
　　当社と河端和雄、佐々木広介、尾関幸美、森邦雄、櫻井孝男および上杉奈

保美の社外取締役６氏ならびに川上悦男および宮本照雄の社外監査役２氏は、
会社法第427条第１項および当社定款の規定に基づき、会社法第423条第１項
の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任
限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額としております。

⑦当社の親会社または当社の親会社の子会社から当事業年度において役員とし
て受けた報酬等の総額

　　社外役員いずれも該当事項はありません。
⑧社外役員についての記載事項についての意見
　　該当事項はありません。

および宮本照雄の社外監査役２氏については該当事項はありません。
②他の法人等の社外役員等としての重要な兼任の状況および当社と当該他の
法人等との関係
・社外取締役尾関幸美氏は三井不動産株式会社の社外監査役を務めており
ますが、同社と当社は取引がありません。
・森邦雄氏は株式会社第四北越フィナンシャルグループの社外取締役（監査等
委員）を務めており、当該会社の子会社である株式会社第四北越銀行と当社
は取引がありますが、森邦雄氏は当社の定める独立性判断基準の要件を満た
しております。
・宮本照雄氏は東京国際空港ターミナル株式会社の常勤監査役を務めており
ますが、同社と当社は取引がありません。
・河端和雄、佐々木広介、櫻井孝男および上杉奈保美の社外取締役４氏ならび
に社外監査役川上悦男氏については該当事項はありません。

③主要取引先等特定関係事業者との関係
・当社の社外役員いずれも該当事項はありません。

④当事業年度における主な活動状況

⑤当社の不祥事等に関する対応の概要
　　社外役員８氏いずれも該当事項はありません。

①他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況および当社と当該他の法人
等との関係
・社外取締役佐々木広介氏は一般社団法人健康ビジネス協議会の代表理事会長
代行を務めており、同法人と当社は取引関係がありますが今期の取引金額は
当社連結売上高の0.0001％未満と僅少であります。
・社外取締役森邦雄氏は新潟県生産性本部会長および一般社団法人新潟県友会
理事長を務めており、そのいずれとも当社は取引関係がありません。
・社外取締役上杉奈保美氏はともにマーケティング株式会社の代表取締役社長
を務めており、同社と当社は取引がありません。
・河端和雄、尾関幸美および櫻井孝男の社外取締役３氏ならびに川上悦男

河 端 和 雄

発言状況および社外取締役に
期待される役割に関して行った職務の概要社外取締役 取締役会

出席状況

12回中
12回

12回中
12回

企業経営者としての豊富な経験や実績に基づく幅広
い見識に基づき、当社の経営全般に関する有意義な
発言を行うことなどを通じて、社外取締役に期待され
る役割を適切に果たしております。
また、経営諮問委員会および役員人選検討委員会に
出席し、客観的・中立的立場から決定過程における監
督機能を担っております。

金融機関における豊富な経験と財務・会計に関する
幅広い見識を活かし、経営全般に関する有意義な発
言を積極的に行うことなどを通じて、社外取締役に期
待される役割を適切に果たしております。
また、経営諮問委員会および役員人選検討委員会に
出席し、客観的・中立的立場から決定過程における監
督機能を担っております。

佐々木広介

12回中
10回

会社法に関する専門的な知識およびコーポレートガ
バナンスの実務における知見を活かして助言・提言を
行っており、当社の中長期的な企業価値向上にも寄与
しております。
また、経営諮問委員会および役員人選検討委員会に
出席し、客観的・中立的立場から決定過程における監
督機能を担っております。

尾 関 幸 美

⑥責任限定契約の内容の概要
　　当社と河端和雄、佐々木広介、尾関幸美、森邦雄、櫻井孝男および上杉奈
保美の社外取締役６氏ならびに川上悦男および宮本照雄の社外監査役２氏は、
会社法第427条第１項および当社定款の規定に基づき、会社法第423条第１項
の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任
限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額としております。

⑦当社の親会社または当社の親会社の子会社から当事業年度において役員とし
て受けた報酬等の総額

　　社外役員いずれも該当事項はありません。
⑧社外役員についての記載事項についての意見
　　該当事項はありません。
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および宮本照雄の社外監査役２氏については該当事項はありません。
②他の法人等の社外役員等としての重要な兼任の状況および当社と当該他の
法人等との関係
・社外取締役尾関幸美氏は三井不動産株式会社の社外監査役を務めており
ますが、同社と当社は取引がありません。
・森邦雄氏は株式会社第四北越フィナンシャルグループの社外取締役（監査等
委員）を務めており、当該会社の子会社である株式会社第四北越銀行と当社
は取引がありますが、森邦雄氏は当社の定める独立性判断基準の要件を満た
しております。
・宮本照雄氏は東京国際空港ターミナル株式会社の常勤監査役を務めており
ますが、同社と当社は取引がありません。
・河端和雄、佐々木広介、櫻井孝男および上杉奈保美の社外取締役４氏ならび
に社外監査役川上悦男氏については該当事項はありません。

③主要取引先等特定関係事業者との関係
・当社の社外役員いずれも該当事項はありません。
④当事業年度における主な活動状況

⑤当社の不祥事等に関する対応の概要
　　社外役員８氏いずれも該当事項はありません。

①他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況および当社と当該他の法人
等との関係
・社外取締役佐々木広介氏は一般社団法人健康ビジネス協議会の代表理事会長
代行を務めており、同法人と当社は取引関係がありますが今期の取引金額は
当社連結売上高の0.0001％未満と僅少であります。
・社外取締役森邦雄氏は新潟県生産性本部会長および一般社団法人新潟県友会
理事長を務めており、そのいずれとも当社は取引関係がありません。
・社外取締役上杉奈保美氏はともにマーケティング株式会社の代表取締役社長
を務めており、同社と当社は取引がありません。
・河端和雄、尾関幸美および櫻井孝男の社外取締役３氏ならびに川上悦男

川 上 悦 男

発言状況社外監査役 取締役会
出席状況

12回中
12回

12回中
12回

監査役会
出席状況

11回中
11回

11回中
11回

税理士としての幅広い専門的見地から、
特に財務、会計等に関して適宜的確な発
言を行っております。
また、経営諮問委員会に出席し、客観的・
中立的立場から決定過程における監督機
能を担っております。

長年にわたる監査部門における豊富な経
験をもとに当社の経営に関して適宜的確
な発言を行っております。
また、経営諮問委員会に出席し、客観的・
中立的立場から決定過程における監督機
能を担っております。

宮 本 照 雄

森 　 邦 雄 12回中
12回

12回中
12回

地域行政に携わった豊富な経験と高い見識を有して
おり、地域の発展に資するとともに、七媒体と「響働」
する企業活動を推進するうえで有益な助言・提言を行
い社外取締役に期待される役割を適切に果たしてお
ります。
また、経営諮問委員会および役員人選検討委員会に
出席し、客観的・中立的立場から決定過程における監
督機能を担っております。

企業経営における経験や実績に基づく幅広い見識に
基づき当社の経営に関する的確な助言・提言を行うこ
となどを通じて社外取締役に期待される役割を適切
に果たしております。
また、経営諮問委員会および役員人選検討委員会に
出席し、客観的・中立的立場から決定過程における監
督機能を担っております。

櫻 井 孝 男

12回中
12回

企業経営における経験や実績に基づく幅広い見識に
基づき当社の経営に関する的確な助言・提言を行うこ
となどを通じて社外取締役に期待される役割を適切
に果たしております。
また、経営諮問委員会および役員人選検討委員会に
出席し、客観的・中立的立場から決定過程における監
督機能を担っております。

上杉奈保美

⑥責任限定契約の内容の概要
　　当社と河端和雄、佐々木広介、尾関幸美、森邦雄、櫻井孝男および上杉奈
保美の社外取締役６氏ならびに川上悦男および宮本照雄の社外監査役２氏は、
会社法第427条第１項および当社定款の規定に基づき、会社法第423条第１項
の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任
限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額としております。

⑦当社の親会社または当社の親会社の子会社から当事業年度において役員とし
て受けた報酬等の総額

　　社外役員いずれも該当事項はありません。
⑧社外役員についての記載事項についての意見
　　該当事項はありません。



－ 19－

および宮本照雄の社外監査役２氏については該当事項はありません。
②他の法人等の社外役員等としての重要な兼任の状況および当社と当該他の
法人等との関係
・社外取締役尾関幸美氏は三井不動産株式会社の社外監査役を務めており
ますが、同社と当社は取引がありません。
・森邦雄氏は株式会社第四北越フィナンシャルグループの社外取締役（監査等
委員）を務めており、当該会社の子会社である株式会社第四北越銀行と当社
は取引がありますが、森邦雄氏は当社の定める独立性判断基準の要件を満た
しております。
・宮本照雄氏は東京国際空港ターミナル株式会社の常勤監査役を務めており
ますが、同社と当社は取引がありません。
・河端和雄、佐々木広介、櫻井孝男および上杉奈保美の社外取締役４氏ならび
に社外監査役川上悦男氏については該当事項はありません。

③主要取引先等特定関係事業者との関係
・当社の社外役員いずれも該当事項はありません。

④当事業年度における主な活動状況

⑤当社の不祥事等に関する対応の概要
　　社外役員８氏いずれも該当事項はありません。

①他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況および当社と当該他の法人
等との関係
・社外取締役佐々木広介氏は一般社団法人健康ビジネス協議会の代表理事会長
代行を務めており、同法人と当社は取引関係がありますが今期の取引金額は
当社連結売上高の0.0001％未満と僅少であります。
・社外取締役森邦雄氏は新潟県生産性本部会長および一般社団法人新潟県友会
理事長を務めており、そのいずれとも当社は取引関係がありません。
・社外取締役上杉奈保美氏はともにマーケティング株式会社の代表取締役社長
を務めており、同社と当社は取引がありません。
・河端和雄、尾関幸美および櫻井孝男の社外取締役３氏ならびに川上悦男

川 上 悦 男

発言状況社外監査役 取締役会
出席状況

12回中
12回

12回中
12回

監査役会
出席状況

11回中
11回

11回中
11回

税理士としての幅広い専門的見地から、
特に財務、会計等に関して適宜的確な発
言を行っております。
また、経営諮問委員会に出席し、客観的・
中立的立場から決定過程における監督機
能を担っております。

長年にわたる監査部門における豊富な経
験をもとに当社の経営に関して適宜的確
な発言を行っております。
また、経営諮問委員会に出席し、客観的・
中立的立場から決定過程における監督機
能を担っております。

宮 本 照 雄

森 　 邦 雄 12回中
12回

12回中
12回

地域行政に携わった豊富な経験と高い見識を有して
おり、地域の発展に資するとともに、七媒体と「響働」
する企業活動を推進するうえで有益な助言・提言を行
い社外取締役に期待される役割を適切に果たしてお
ります。
また、経営諮問委員会および役員人選検討委員会に
出席し、客観的・中立的立場から決定過程における監
督機能を担っております。

企業経営における経験や実績に基づく幅広い見識に
基づき当社の経営に関する的確な助言・提言を行うこ
となどを通じて社外取締役に期待される役割を適切
に果たしております。
また、経営諮問委員会および役員人選検討委員会に
出席し、客観的・中立的立場から決定過程における監
督機能を担っております。

櫻 井 孝 男

12回中
12回

企業経営における経験や実績に基づく幅広い見識に
基づき当社の経営に関する的確な助言・提言を行うこ
となどを通じて社外取締役に期待される役割を適切
に果たしております。
また、経営諮問委員会および役員人選検討委員会に
出席し、客観的・中立的立場から決定過程における監
督機能を担っております。

上杉奈保美

⑥責任限定契約の内容の概要
　　当社と河端和雄、佐々木広介、尾関幸美、森邦雄、櫻井孝男および上杉奈
保美の社外取締役６氏ならびに川上悦男および宮本照雄の社外監査役２氏は、
会社法第427条第１項および当社定款の規定に基づき、会社法第423条第１項
の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任
限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額としております。
⑦当社の親会社または当社の親会社の子会社から当事業年度において役員とし
て受けた報酬等の総額
　　社外役員いずれも該当事項はありません。
⑧社外役員についての記載事項についての意見
　　該当事項はありません。

および宮本照雄の社外監査役２氏については該当事項はありません。
②他の法人等の社外役員等としての重要な兼任の状況および当社と当該他の

法人等との関係
・社外取締役尾関幸美氏は三井不動産株式会社の社外監査役を務めており

ますが、同社と当社は取引がありません。
・森邦雄氏は株式会社第四北越フィナンシャルグループの社外取締役（監査等

委員）を務めており、当該会社の子会社である株式会社第四北越銀行と当社
は取引がありますが、森邦雄氏は当社の定める独立性判断基準の要件を満た
しております。

・宮本照雄氏は東京国際空港ターミナル株式会社の常勤監査役を務めており
ますが、同社と当社は取引がありません。

・河端和雄、佐々木広介、櫻井孝男および上杉奈保美の社外取締役４氏ならび
に社外監査役川上悦男氏については該当事項はありません。

③主要取引先等特定関係事業者との関係
・当社の社外役員いずれも該当事項はありません。

④当事業年度における主な活動状況

⑤当社の不祥事等に関する対応の概要
　　社外役員８氏いずれも該当事項はありません。

（1）会計監査人の名称
太陽有限責任監査法人

（2）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

５．会計監査人の状況

35

35

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
当社および当社子会社が会計監査人に支払うべき金銭
その他の財産上の利益の合計額

支  払  額（百万円）

①他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況および当社と当該他の法人
等との関係
・社外取締役佐々木広介氏は一般社団法人健康ビジネス協議会の代表理事会長

代行を務めており、同法人と当社は取引関係がありますが今期の取引金額は
当社連結売上高の0.0001％未満と僅少であります。

・社外取締役森邦雄氏は新潟県生産性本部会長および一般社団法人新潟県友会
理事長を務めており、そのいずれとも当社は取引関係がありません。

・社外取締役上杉奈保美氏はともにマーケティング株式会社の代表取締役社長
を務めており、同社と当社は取引がありません。

・河端和雄、尾関幸美および櫻井孝男の社外取締役３氏ならびに川上悦男

（4）会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると
判断した場合に、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する
議案の内容を決定いたします。
　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当
すると認められる場合には、監査役全員の同意に基づき監査役会が会計監査人を

 当事業年度において、該当事項はありません。
（3）非監査業務の内容

当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品
取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、また、実質的
にも区分できませんので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を
記載しております。
監査役会は、監査項目別監査時間および監査報酬の推移ならびに過年度の監査
計画と実績の状況を勘案し、当事業年度の監査時間および報酬額の見積もり等
の妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第１項
の同意の判断をいたしました。

（注）1.

2.

⑥責任限定契約の内容の概要
　　当社と河端和雄、佐々木広介、尾関幸美、森邦雄、櫻井孝男および上杉奈

保美の社外取締役６氏ならびに川上悦男および宮本照雄の社外監査役２氏は、
会社法第427条第１項および当社定款の規定に基づき、会社法第423条第１項
の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任
限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額としております。

⑦当社の親会社または当社の親会社の子会社から当事業年度において役員とし
て受けた報酬等の総額

　　社外役員いずれも該当事項はありません。
⑧社外役員についての記載事項についての意見
　　該当事項はありません。

解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集され
る株主総会において、会計監査人を解任した旨および解任の理由を報告いたします。

招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

参
考
書
類
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　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると
判断した場合に、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する
議案の内容を決定いたします。
　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当
すると認められる場合には、監査役全員の同意に基づき監査役会が会計監査人を

（5）責任限定契約の内容の概要
該当事項はありません。

　当社は、持続的な企業価値の向上や、当社グループを取り巻く七媒体（株主、
消費者、流通、国・県・市町村、取引先、金融機関、従業員）との「響働」を実現
するため、法令、定款、社内規程等の遵守や、業務の有効性・効率性等の確保を
目的とする「内部統制システム構築の基本方針」を下記のとおり取締役会にて
決議しております。また、この内部統制システムを整備するとともに、定期的な
見直しや必要に応じた改善を行うことを通じて、適切な運用を図っております。

①当社およびグループ会社の取締役および使用人の職務の執行が法令および定款
に適合することを確保するための体制
ⅰ）当社およびグループ会社の取締役および使用人が、法令、定款を遵守し、

倫理を尊重する行動ができるように「コンプライアンス基本方針」「経営
理念」および「行動規範・指針」を定めます。そして、行動規範の基本原
則である法令を遵守し社会的倫理に即した企業活動を進めます。

ⅱ）コンプライアンスの推進のため、教育、研修を実施します。また、法令の
施行、改正情報などを調査し全社制策執行連絡会議において報告すること
で、各部署への周知徹底を図ります。

　　（注）「制策」は社内用語です。（以下、同じです。）
ⅲ）健全な会社経営のため、反社会的勢力および団体とは取引関係その他一切

の関わりを持たず、不当な要求に対しては組織全体として毅然とした態度
で対応いたします。

ⅳ）業務活動の改善提案およびコンプライアンスに関する疑問や違反行為等の
通報のため、社外を含めた複数の通報相談窓口「ヘルプライン」を設置い
たします。また、通報者の保護を徹底いたします。

ⅴ）当社は、代表取締役社長直轄の内部監査局を設置し、定期的に実施する内
部監査を通じて、業務実施状況の実態を把握し、当社およびグループ会社
の業務が法令、定款および社内諸規程に準拠して適正・妥当かつ合理的に
行われているか調査いたします。さらに、制度・組織・諸規程が適正・妥
当であるか確認することにより、財産の保全ならびに経営効率の向上に努
めるとともに、監査結果を監査役会および関係取締役に報告いたします。

ⅵ）金融商品取引法その他諸法令・諸基準に則り、財務報告の信頼性を確保す
るための内部統制システムを構築いたします。

《運用状況の概要》
・「コンプライアンス基本方針」をイントラネットに掲載するとともに、
「行動規範・指針－細則－」を全従業員に配布し、コンプライアンスに
対する意識を高める行動につながるよう周知、徹底を図っております。

・従業員のコンプライアンスに関する知識の向上と理解の促進を図るため
定期的に教育を行っております。

・女性活躍推進法や次世代育成支援対策推進法への対応として、行動計画を
策定・実施しております。

・ダイバーシティ&インクルージョン(D&I)推進の方針の下で部門横断プロ
ジェクトチームを結成し、「社内周知・意識改革」や「業務改善」というテーマ
の具体化に向けて検討し、施策を実行しました。その活動報告会には取締
役(社外含む)が参加し、社外協力機関からの助言を受けてその後の取組みに
つなげています。

・健康を重視した経営方針のもと、従業員への健康管理に係る教育を行い、
また、健康状況の相談のための機会を随時設けております。

・通報相談窓口「ヘルプライン」を従業員の誰もが利用できるように、「行動
規範・指針－細則－」に複数の相談先を記載し周知しております。また、
通報者が不利益を被らないよう、保護を徹底しております。

・内部監査局は財務報告の信頼性に係る内部統制の有効性の評価を行うほか、
グループ会社、製造工場、営業所等の事業拠点の監査を行ったうえ、その
結果を代表取締役社長や関係取締役、さらには監査役会へ報告を行って
おります。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
ⅰ）取締役会をはじめとする重要な会議の意思決定に係る記録や稟議書、取締

役の職務執行に係る情報について、文書管理規程を定め保存、管理いたし
ます。

ⅱ）文書の種類に応じ保管期間、管理責任部署、保管場所等を定めるとともに、
議事録等の重要文書類については、10年間閲覧可能な状態を維持いたし
ます。

《運用状況の概要》
・当事業年度は、方針に沿った体制を運用しております。

③損失の危険の管埋に関する規程その他の体制
ⅰ）当社は、業務執行に係る社会情勢の変化、販売および取引構造の変化、品

質保証関係、経済情勢等の変化、天変地異の災害・天候不順などの様々な
損失のリスクを認識し、それらの危険の大小や発生の可能性に応じ、事前
に適切な対応策を準備する等により、損失のリスクを最小限にすべく組織
的な対応を行います。具体的には、内部統制委員会の指示のもと、個々の
リスクごとに管理責任部署および責任者を定め体制を整えるとともに、リ
スク管理規程に基づき、定期的に対応策の見直し、教育の実施、周知徹底
を行います。

ⅱ）不測の事態が発生した場合には、代表取締役社長を本部長とする対策本部
を設置し、必要に応じ社外専門家の弁護士、公認会計士、税理士などにも

（1） 業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況
６．会社の体制および方針

随時連絡・相談し迅速な対応を行い、損失を最小限に止める体制を整えます。
《運用状況の概要》
・新型感染症の従業員への感染リスク防止のための諸施策をグループ全体で
取り組みました。

・内部統制委員会では、コンプライアンス教育の実施状況や全社的なリスク
の対応状況の確認のほか、社外文書の決裁手続の見直しを行いました。

・財務報告の信頼性に係る内部統制の自己評価を実施することで財務報告上
のリスクに対する統制の有効性の確認を行っております。

・サスティナビリティの取組みとして、サスティナブル原料（サスティナブル
カカオ、RSPO認証パーム油）の調達・使用や包装材料としてのプラスチック
の総使用量の削減等に取り組んでおります。

・大規模災害が発生した際に、従業員とその家族の安否確認を行うシステム
を運用しております。

・従業員がソーシャルメディアを適切に利用するための教育を実施しており
ます。

・情報システムのサイバーセキュリティ強化に取り組んでおります。

④当社およびグループ会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを
確保するための体制
ⅰ）取締役の職務権限と担当業務を明確にし、計画的に開催する取締役会の他、

必要に応じて臨時取締役会を開催し、また、書面決議により意思決定を
迅速に行っていくことで職務執行の効率化を図ります。

ⅱ）当社が随時開催する全社制策執行連絡会議には、当社およびグループ会社
の取締役も出席したうえで、業務執行に関する基本事項および施策の実施
状況の報告や必要事項の連絡を行います。

ⅲ）常勤監査役は取締役会と全社制策執行連絡会議に出席し、意見陳述および
取締役の業務執行に関する監査等を行います。

《運用状況の概要》
・取締役の職務執行の意思決定の迅速化を図るべく、当事業年度は取締役会
を12回開催しております。

・全社制策執行連絡会議を９回開催することでグループ全体の職務執行の効
率化に向けた情報の共有を図っております。

・常勤監査役はすべての取締役会および全社制策執行連絡会議に出席して
おります。

⑤その他当社およびグループ会社から成る企業集団における業務の適正を確保
するための体制
ⅰ）グループ会社は当社との連携・情報共有を保ちつつ、自社の規模、事業の

性質、機関の設計その他会社の個性および特質を踏まえ当社準拠の内部統
制システムを整備いたします。

ⅱ）グループ会社の経営につきましては、当社関係部署の支援のもと、自主性

を尊重しつつ、四半期ごとに当社取締役会にて経営状況についての報告を、
また随時、全社制策執行連絡会議にて業務執行報告を受けることといた
します。さらに、重要案件については、当社関係取締役を交えた事前協議
を行います。

ⅲ）主要なグループ会社につきましては、当社の監査役が定期的に監査を行い
業務の適正を確保する体制を整備いたします。

《運用状況の概要》
・主要なグループ会社の代表取締役社長は、四半期ごとの取締役会で経営
状況の報告を行っております。また全社制策執行連絡会議に出席し、業務
執行についての報告を行っております。

・監査役は主要なグループ会社に対して監査を行っております。

⑥監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該
使用人に関する事項
ⅰ）監査役の職務を補助すべき使用人に関する部署として、監査役会事務室
（職員２名）を設置しております。

《運用状況の概要》
・監査役会事務室（内部監査局を含む他部署との兼任職員２名）により、その
職務を補助する体制を整えております。

⑦監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項
ⅰ）監査役が、その職務を補助すべき使用人に指示・命令した業務については、

当社の取締役および使用人は指揮命令の権限を有しません。
ⅱ）監査役の職務を補助すべき使用人の適切な職務遂行のため、人事評価、人

事異動、懲罰等の決定については、事前に当社の監査役の同意を必要と
いたします。

《運用状況の概要》
・当事業年度は、方針に沿った体制を運用しております。

⑧監査役の職務を補助すべき使用人に対する監査役の指示の実効性の確保に関
する事項
ⅰ）監査役の職務を補助すべき使用人は、その指示・命令に従い行動いたします。
《運用状況の概要》
・当事業年度は、方針に沿った体制を運用しております。

⑨当社およびグループ会社の取締役および使用人等が当社の監査役に報告をする
ための体制、その他の監査役への報告に関する体制
ⅰ）監査役は、当社およびグループ会社の重要な意思決定の過程および業務の

執行状況を把握するため、取締役会や全社制策執行連絡会議に出席する
他、主要な稟議書、その他業務執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に

応じて当社およびグループ会社の取締役および使用人等から説明を求める
ことができることといたします。

ⅱ）当社およびグループ会社の取締役および使用人等は、重大なコンプライア
ンス違反や信用失墜を引き起こし会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事
実、あるいは業務に影響を与える重要な事項を発見した場合には、監査役
へ適時、適切な報告を行う体制を確保いたします。

ⅲ）通報相談窓口「ヘルプライン」の内部通報の運用状況やその内容について、
当社総務推進部担当取締役は適時、監査役会へ報告いたします。

《運用状況の概要》
・当事業年度は、方針に沿った体制を運用しております。
・総務推進部担当取締役は通報相談窓口「ヘルプライン」の内部通報の運用
状況やその内容を監査役会および取締役会へ適時報告しております。

⑩監査役へ前項の報告をしたことを理由として不利な取扱を受けないことを
確保するための体制
ⅰ）監査役へ前項の報告を行った当社およびグループ会社の取締役および使用

人等に対し、その報告の事実をもって不利な取扱はいたしません。
《運用状況の概要》
・当事業年度は、方針に沿った体制を運用しております。

⑪監査役の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還の手続その他の
当該職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
ⅰ）監査役の監査に係る費用は、その監査計画に応じて予算化することで、そ

の職務の円滑な執行を可能にいたします。
ⅱ）監査のために必要な費用の前払いまたは償還は、速やかに行います。
《運用状況の概要》
・当事業年度は、方針に沿った体制を運用しております。

⑫その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
ⅰ）監査役は、内部監査局および会計監査人と必要に応じ意見・情報の交換を

行い、またその判断により職務遂行に必要な調査、情報収集等が実施可能
な体制を構築いたします。

ⅱ）監査役は、内部監査局と緊密な連携を保つとともに、必要に応じて代表取
締役社長を通して内部監査局に調査を求めることといたします。

ⅲ）監査役会は、会計監査人である監査法人から会計監査の監査計画および監
査結果について説明を受けるとともに、情報交換を行うなど連携を図り効
果的な監査業務の遂行を図ります。

ⅳ）代表取締役と監査役会は、相互の意思疎通を図るため、定期的な会合をも
つことといたします。

《運用状況の概要》
・監査役は、定期的に内部監査局や会計監査人と情報・意見交換を行いまし
た。また、常勤監査役は内部統制委員会へ４回出席し議事を確認いたしま
した。

・当事業年度は、監査役会と代表取締役との協議の場を４回設けております。

解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集され
る株主総会において、会計監査人を解任した旨および解任の理由を報告いたします。
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　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると
判断した場合に、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する
議案の内容を決定いたします。
　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当
すると認められる場合には、監査役全員の同意に基づき監査役会が会計監査人を

（5）責任限定契約の内容の概要
該当事項はありません。

　当社は、持続的な企業価値の向上や、当社グループを取り巻く七媒体（株主、
消費者、流通、国・県・市町村、取引先、金融機関、従業員）との「響働」を実現
するため、法令、定款、社内規程等の遵守や、業務の有効性・効率性等の確保を
目的とする「内部統制システム構築の基本方針」を下記のとおり取締役会にて
決議しております。また、この内部統制システムを整備するとともに、定期的な
見直しや必要に応じた改善を行うことを通じて、適切な運用を図っております。

①当社およびグループ会社の取締役および使用人の職務の執行が法令および定款
に適合することを確保するための体制
ⅰ）当社およびグループ会社の取締役および使用人が、法令、定款を遵守し、

倫理を尊重する行動ができるように「コンプライアンス基本方針」「経営
理念」および「行動規範・指針」を定めます。そして、行動規範の基本原
則である法令を遵守し社会的倫理に即した企業活動を進めます。

ⅱ）コンプライアンスの推進のため、教育、研修を実施します。また、法令の
施行、改正情報などを調査し全社制策執行連絡会議において報告すること
で、各部署への周知徹底を図ります。

　　（注）「制策」は社内用語です。（以下、同じです。）
ⅲ）健全な会社経営のため、反社会的勢力および団体とは取引関係その他一切

の関わりを持たず、不当な要求に対しては組織全体として毅然とした態度
で対応いたします。

ⅳ）業務活動の改善提案およびコンプライアンスに関する疑問や違反行為等の
通報のため、社外を含めた複数の通報相談窓口「ヘルプライン」を設置い
たします。また、通報者の保護を徹底いたします。

ⅴ）当社は、代表取締役社長直轄の内部監査局を設置し、定期的に実施する内
部監査を通じて、業務実施状況の実態を把握し、当社およびグループ会社
の業務が法令、定款および社内諸規程に準拠して適正・妥当かつ合理的に
行われているか調査いたします。さらに、制度・組織・諸規程が適正・妥
当であるか確認することにより、財産の保全ならびに経営効率の向上に努
めるとともに、監査結果を監査役会および関係取締役に報告いたします。

ⅵ）金融商品取引法その他諸法令・諸基準に則り、財務報告の信頼性を確保す
るための内部統制システムを構築いたします。

《運用状況の概要》
・「コンプライアンス基本方針」をイントラネットに掲載するとともに、
「行動規範・指針－細則－」を全従業員に配布し、コンプライアンスに
対する意識を高める行動につながるよう周知、徹底を図っております。

・従業員のコンプライアンスに関する知識の向上と理解の促進を図るため
定期的に教育を行っております。

・女性活躍推進法や次世代育成支援対策推進法への対応として、行動計画を
策定・実施しております。

・ダイバーシティ&インクルージョン(D&I)推進の方針の下で部門横断プロ
ジェクトチームを結成し、「社内周知・意識改革」や「業務改善」というテーマ
の具体化に向けて検討し、施策を実行しました。その活動報告会には取締
役(社外含む)が参加し、社外協力機関からの助言を受けてその後の取組みに
つなげています。

・健康を重視した経営方針のもと、従業員への健康管理に係る教育を行い、
また、健康状況の相談のための機会を随時設けております。

・通報相談窓口「ヘルプライン」を従業員の誰もが利用できるように、「行動
規範・指針－細則－」に複数の相談先を記載し周知しております。また、
通報者が不利益を被らないよう、保護を徹底しております。

・内部監査局は財務報告の信頼性に係る内部統制の有効性の評価を行うほか、
グループ会社、製造工場、営業所等の事業拠点の監査を行ったうえ、その
結果を代表取締役社長や関係取締役、さらには監査役会へ報告を行って
おります。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
ⅰ）取締役会をはじめとする重要な会議の意思決定に係る記録や稟議書、取締

役の職務執行に係る情報について、文書管理規程を定め保存、管理いたし
ます。

ⅱ）文書の種類に応じ保管期間、管理責任部署、保管場所等を定めるとともに、
議事録等の重要文書類については、10年間閲覧可能な状態を維持いたし
ます。

《運用状況の概要》
・当事業年度は、方針に沿った体制を運用しております。

③損失の危険の管埋に関する規程その他の体制
ⅰ）当社は、業務執行に係る社会情勢の変化、販売および取引構造の変化、品

質保証関係、経済情勢等の変化、天変地異の災害・天候不順などの様々な
損失のリスクを認識し、それらの危険の大小や発生の可能性に応じ、事前
に適切な対応策を準備する等により、損失のリスクを最小限にすべく組織
的な対応を行います。具体的には、内部統制委員会の指示のもと、個々の
リスクごとに管理責任部署および責任者を定め体制を整えるとともに、リ
スク管理規程に基づき、定期的に対応策の見直し、教育の実施、周知徹底
を行います。

ⅱ）不測の事態が発生した場合には、代表取締役社長を本部長とする対策本部
を設置し、必要に応じ社外専門家の弁護士、公認会計士、税理士などにも

（1） 業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況
６．会社の体制および方針

随時連絡・相談し迅速な対応を行い、損失を最小限に止める体制を整えます。
《運用状況の概要》
・新型感染症の従業員への感染リスク防止のための諸施策をグループ全体で
取り組みました。

・内部統制委員会では、コンプライアンス教育の実施状況や全社的なリスク
の対応状況の確認のほか、社外文書の決裁手続の見直しを行いました。

・財務報告の信頼性に係る内部統制の自己評価を実施することで財務報告上
のリスクに対する統制の有効性の確認を行っております。

・サスティナビリティの取組みとして、サスティナブル原料（サスティナブル
カカオ、RSPO認証パーム油）の調達・使用や包装材料としてのプラスチック
の総使用量の削減等に取り組んでおります。

・大規模災害が発生した際に、従業員とその家族の安否確認を行うシステム
を運用しております。

・従業員がソーシャルメディアを適切に利用するための教育を実施しており
ます。

・情報システムのサイバーセキュリティ強化に取り組んでおります。

④当社およびグループ会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを
確保するための体制
ⅰ）取締役の職務権限と担当業務を明確にし、計画的に開催する取締役会の他、

必要に応じて臨時取締役会を開催し、また、書面決議により意思決定を
迅速に行っていくことで職務執行の効率化を図ります。

ⅱ）当社が随時開催する全社制策執行連絡会議には、当社およびグループ会社
の取締役も出席したうえで、業務執行に関する基本事項および施策の実施
状況の報告や必要事項の連絡を行います。

ⅲ）常勤監査役は取締役会と全社制策執行連絡会議に出席し、意見陳述および
取締役の業務執行に関する監査等を行います。

《運用状況の概要》
・取締役の職務執行の意思決定の迅速化を図るべく、当事業年度は取締役会
を12回開催しております。

・全社制策執行連絡会議を９回開催することでグループ全体の職務執行の効
率化に向けた情報の共有を図っております。

・常勤監査役はすべての取締役会および全社制策執行連絡会議に出席して
おります。

⑤その他当社およびグループ会社から成る企業集団における業務の適正を確保
するための体制
ⅰ）グループ会社は当社との連携・情報共有を保ちつつ、自社の規模、事業の

性質、機関の設計その他会社の個性および特質を踏まえ当社準拠の内部統
制システムを整備いたします。

ⅱ）グループ会社の経営につきましては、当社関係部署の支援のもと、自主性

を尊重しつつ、四半期ごとに当社取締役会にて経営状況についての報告を、
また随時、全社制策執行連絡会議にて業務執行報告を受けることといた
します。さらに、重要案件については、当社関係取締役を交えた事前協議
を行います。

ⅲ）主要なグループ会社につきましては、当社の監査役が定期的に監査を行い
業務の適正を確保する体制を整備いたします。

《運用状況の概要》
・主要なグループ会社の代表取締役社長は、四半期ごとの取締役会で経営
状況の報告を行っております。また全社制策執行連絡会議に出席し、業務
執行についての報告を行っております。

・監査役は主要なグループ会社に対して監査を行っております。

⑥監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該
使用人に関する事項
ⅰ）監査役の職務を補助すべき使用人に関する部署として、監査役会事務室
（職員２名）を設置しております。

《運用状況の概要》
・監査役会事務室（内部監査局を含む他部署との兼任職員２名）により、その
職務を補助する体制を整えております。

⑦監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項
ⅰ）監査役が、その職務を補助すべき使用人に指示・命令した業務については、

当社の取締役および使用人は指揮命令の権限を有しません。
ⅱ）監査役の職務を補助すべき使用人の適切な職務遂行のため、人事評価、人

事異動、懲罰等の決定については、事前に当社の監査役の同意を必要と
いたします。

《運用状況の概要》
・当事業年度は、方針に沿った体制を運用しております。

⑧監査役の職務を補助すべき使用人に対する監査役の指示の実効性の確保に関
する事項
ⅰ）監査役の職務を補助すべき使用人は、その指示・命令に従い行動いたします。
《運用状況の概要》
・当事業年度は、方針に沿った体制を運用しております。

⑨当社およびグループ会社の取締役および使用人等が当社の監査役に報告をする
ための体制、その他の監査役への報告に関する体制
ⅰ）監査役は、当社およびグループ会社の重要な意思決定の過程および業務の

執行状況を把握するため、取締役会や全社制策執行連絡会議に出席する
他、主要な稟議書、その他業務執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に

応じて当社およびグループ会社の取締役および使用人等から説明を求める
ことができることといたします。

ⅱ）当社およびグループ会社の取締役および使用人等は、重大なコンプライア
ンス違反や信用失墜を引き起こし会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事
実、あるいは業務に影響を与える重要な事項を発見した場合には、監査役
へ適時、適切な報告を行う体制を確保いたします。

ⅲ）通報相談窓口「ヘルプライン」の内部通報の運用状況やその内容について、
当社総務推進部担当取締役は適時、監査役会へ報告いたします。

《運用状況の概要》
・当事業年度は、方針に沿った体制を運用しております。
・総務推進部担当取締役は通報相談窓口「ヘルプライン」の内部通報の運用
状況やその内容を監査役会および取締役会へ適時報告しております。

⑩監査役へ前項の報告をしたことを理由として不利な取扱を受けないことを
確保するための体制
ⅰ）監査役へ前項の報告を行った当社およびグループ会社の取締役および使用

人等に対し、その報告の事実をもって不利な取扱はいたしません。
《運用状況の概要》
・当事業年度は、方針に沿った体制を運用しております。

⑪監査役の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還の手続その他の
当該職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
ⅰ）監査役の監査に係る費用は、その監査計画に応じて予算化することで、そ

の職務の円滑な執行を可能にいたします。
ⅱ）監査のために必要な費用の前払いまたは償還は、速やかに行います。
《運用状況の概要》
・当事業年度は、方針に沿った体制を運用しております。

⑫その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
ⅰ）監査役は、内部監査局および会計監査人と必要に応じ意見・情報の交換を

行い、またその判断により職務遂行に必要な調査、情報収集等が実施可能
な体制を構築いたします。

ⅱ）監査役は、内部監査局と緊密な連携を保つとともに、必要に応じて代表取
締役社長を通して内部監査局に調査を求めることといたします。

ⅲ）監査役会は、会計監査人である監査法人から会計監査の監査計画および監
査結果について説明を受けるとともに、情報交換を行うなど連携を図り効
果的な監査業務の遂行を図ります。

ⅳ）代表取締役と監査役会は、相互の意思疎通を図るため、定期的な会合をも
つことといたします。

《運用状況の概要》
・監査役は、定期的に内部監査局や会計監査人と情報・意見交換を行いまし
た。また、常勤監査役は内部統制委員会へ４回出席し議事を確認いたしま
した。

・当事業年度は、監査役会と代表取締役との協議の場を４回設けております。

解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集され
る株主総会において、会計監査人を解任した旨および解任の理由を報告いたします。

　当社は、持続的な企業価値の向上や、当社グループを取り巻く七媒体（株主、
消費者、流通、国・県・市町村、取引先、金融機関、従業員）との「響働」を実現
するため、法令、定款、社内規程等の遵守や、業務の有効性・効率性等の確保を
目的とする「内部統制システム構築の基本方針」を下記のとおり取締役会にて
決議しております。また、この内部統制システムを整備するとともに、定期的な
見直しや必要に応じた改善を行うことを通じて、適切な運用を図っております。

①当社およびグループ会社の取締役および使用人の職務の執行が法令および定款
に適合することを確保するための体制
ⅰ）当社およびグループ会社の取締役および使用人が、法令、定款を遵守し、

倫理を尊重する行動ができるように「コンプライアンス基本方針」「経営
理念」および「行動規範・指針」を定めます。そして、行動規範の基本原
則である法令を遵守し社会的倫理に即した企業活動を進めます。

ⅱ）コンプライアンスの推進のため、教育、研修を実施します。また、法令の
施行、改正情報などを調査し全社制策執行連絡会議において報告すること
で、各部署への周知徹底を図ります。

　　（注）「制策」は社内用語です。（以下、同じです。）
ⅲ）健全な会社経営のため、反社会的勢力および団体とは取引関係その他一切

の関わりを持たず、不当な要求に対しては組織全体として毅然とした態度
で対応いたします。

ⅳ）業務活動の改善提案およびコンプライアンスに関する疑問や違反行為等の
通報のため、社外を含めた複数の通報相談窓口「ヘルプライン」を設置い
たします。また、通報者の保護を徹底いたします。

ⅴ）当社は、代表取締役社長直轄の内部監査局を設置し、定期的に実施する内
部監査を通じて、業務実施状況の実態を把握し、当社およびグループ会社
の業務が法令、定款および社内諸規程に準拠して適正・妥当かつ合理的に
行われているか調査いたします。さらに、制度・組織・諸規程が適正・妥
当であるか確認することにより、財産の保全ならびに経営効率の向上に努
めるとともに、監査結果を監査役会および関係取締役に報告いたします。

ⅵ）金融商品取引法その他諸法令・諸基準に則り、財務報告の信頼性を確保す
るための内部統制システムを構築いたします。

《運用状況の概要》
・「コンプライアンス基本方針」をイントラネットに掲載するとともに、
「行動規範・指針－細則－」を全従業員に配布し、コンプライアンスに
対する意識を高める行動につながるよう周知、徹底を図っております。

・従業員のコンプライアンスに関する知識の向上と理解の促進を図るため
定期的に教育を行っております。

・女性活躍推進法や次世代育成支援対策推進法への対応として、行動計画を
策定・実施しております。

・ダイバーシティ&インクルージョン(D&I)推進の方針の下で部門横断プロ
ジェクトチームを結成し、「社内周知・意識改革」や「業務改善」というテーマ
の具体化に向けて検討し、施策を実行しました。その活動報告会には取締
役(社外含む)が参加し、社外協力機関からの助言を受けてその後の取組みに
つなげています。

・健康を重視した経営方針のもと、従業員への健康管理に係る教育を行い、
また、健康状況の相談のための機会を随時設けております。

・通報相談窓口「ヘルプライン」を従業員の誰もが利用できるように、「行動
規範・指針－細則－」に複数の相談先を記載し周知しております。また、
通報者が不利益を被らないよう、保護を徹底しております。

・内部監査局は財務報告の信頼性に係る内部統制の有効性の評価を行うほか、
グループ会社、製造工場、営業所等の事業拠点の監査を行ったうえ、その
結果を代表取締役社長や関係取締役、さらには監査役会へ報告を行って
おります。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
ⅰ）取締役会をはじめとする重要な会議の意思決定に係る記録や稟議書、取締

役の職務執行に係る情報について、文書管理規程を定め保存、管理いたし
ます。

ⅱ）文書の種類に応じ保管期間、管理責任部署、保管場所等を定めるとともに、
議事録等の重要文書類については、10年間閲覧可能な状態を維持いたし
ます。

《運用状況の概要》
・当事業年度は、方針に沿った体制を運用しております。

③損失の危険の管埋に関する規程その他の体制
ⅰ）当社は、業務執行に係る社会情勢の変化、販売および取引構造の変化、品

質保証関係、経済情勢等の変化、天変地異の災害・天候不順などの様々な
損失のリスクを認識し、それらの危険の大小や発生の可能性に応じ、事前
に適切な対応策を準備する等により、損失のリスクを最小限にすべく組織
的な対応を行います。具体的には、内部統制委員会の指示のもと、個々の
リスクごとに管理責任部署および責任者を定め体制を整えるとともに、リ
スク管理規程に基づき、定期的に対応策の見直し、教育の実施、周知徹底
を行います。

ⅱ）不測の事態が発生した場合には、代表取締役社長を本部長とする対策本部
を設置し、必要に応じ社外専門家の弁護士、公認会計士、税理士などにも

随時連絡・相談し迅速な対応を行い、損失を最小限に止める体制を整えます。
《運用状況の概要》
・新型感染症の従業員への感染リスク防止のための諸施策をグループ全体で
取り組みました。

・内部統制委員会では、コンプライアンス教育の実施状況や全社的なリスク
の対応状況の確認のほか、社外文書の決裁手続の見直しを行いました。

・財務報告の信頼性に係る内部統制の自己評価を実施することで財務報告上
のリスクに対する統制の有効性の確認を行っております。

・サスティナビリティの取組みとして、サスティナブル原料（サスティナブル
カカオ、RSPO認証パーム油）の調達・使用や包装材料としてのプラスチック
の総使用量の削減等に取り組んでおります。

・大規模災害が発生した際に、従業員とその家族の安否確認を行うシステム
を運用しております。

・従業員がソーシャルメディアを適切に利用するための教育を実施しており
ます。

・情報システムのサイバーセキュリティ強化に取り組んでおります。

④当社およびグループ会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを
確保するための体制
ⅰ）取締役の職務権限と担当業務を明確にし、計画的に開催する取締役会の他、

必要に応じて臨時取締役会を開催し、また、書面決議により意思決定を
迅速に行っていくことで職務執行の効率化を図ります。

ⅱ）当社が随時開催する全社制策執行連絡会議には、当社およびグループ会社
の取締役も出席したうえで、業務執行に関する基本事項および施策の実施
状況の報告や必要事項の連絡を行います。

ⅲ）常勤監査役は取締役会と全社制策執行連絡会議に出席し、意見陳述および
取締役の業務執行に関する監査等を行います。

《運用状況の概要》
・取締役の職務執行の意思決定の迅速化を図るべく、当事業年度は取締役会
を12回開催しております。

・全社制策執行連絡会議を９回開催することでグループ全体の職務執行の効
率化に向けた情報の共有を図っております。

・常勤監査役はすべての取締役会および全社制策執行連絡会議に出席して
おります。

⑤その他当社およびグループ会社から成る企業集団における業務の適正を確保
するための体制
ⅰ）グループ会社は当社との連携・情報共有を保ちつつ、自社の規模、事業の

性質、機関の設計その他会社の個性および特質を踏まえ当社準拠の内部統
制システムを整備いたします。

ⅱ）グループ会社の経営につきましては、当社関係部署の支援のもと、自主性

を尊重しつつ、四半期ごとに当社取締役会にて経営状況についての報告を、
また随時、全社制策執行連絡会議にて業務執行報告を受けることといた
します。さらに、重要案件については、当社関係取締役を交えた事前協議
を行います。

ⅲ）主要なグループ会社につきましては、当社の監査役が定期的に監査を行い
業務の適正を確保する体制を整備いたします。

《運用状況の概要》
・主要なグループ会社の代表取締役社長は、四半期ごとの取締役会で経営
状況の報告を行っております。また全社制策執行連絡会議に出席し、業務
執行についての報告を行っております。

・監査役は主要なグループ会社に対して監査を行っております。

⑥監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該
使用人に関する事項
ⅰ）監査役の職務を補助すべき使用人に関する部署として、監査役会事務室
（職員２名）を設置しております。

《運用状況の概要》
・監査役会事務室（内部監査局を含む他部署との兼任職員２名）により、その
職務を補助する体制を整えております。

⑦監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項
ⅰ）監査役が、その職務を補助すべき使用人に指示・命令した業務については、

当社の取締役および使用人は指揮命令の権限を有しません。
ⅱ）監査役の職務を補助すべき使用人の適切な職務遂行のため、人事評価、人

事異動、懲罰等の決定については、事前に当社の監査役の同意を必要と
いたします。

《運用状況の概要》
・当事業年度は、方針に沿った体制を運用しております。

⑧監査役の職務を補助すべき使用人に対する監査役の指示の実効性の確保に関
する事項
ⅰ）監査役の職務を補助すべき使用人は、その指示・命令に従い行動いたします。
《運用状況の概要》
・当事業年度は、方針に沿った体制を運用しております。

⑨当社およびグループ会社の取締役および使用人等が当社の監査役に報告をする
ための体制、その他の監査役への報告に関する体制
ⅰ）監査役は、当社およびグループ会社の重要な意思決定の過程および業務の

執行状況を把握するため、取締役会や全社制策執行連絡会議に出席する
他、主要な稟議書、その他業務執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に

応じて当社およびグループ会社の取締役および使用人等から説明を求める
ことができることといたします。

ⅱ）当社およびグループ会社の取締役および使用人等は、重大なコンプライア
ンス違反や信用失墜を引き起こし会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事
実、あるいは業務に影響を与える重要な事項を発見した場合には、監査役
へ適時、適切な報告を行う体制を確保いたします。

ⅲ）通報相談窓口「ヘルプライン」の内部通報の運用状況やその内容について、
当社総務推進部担当取締役は適時、監査役会へ報告いたします。

《運用状況の概要》
・当事業年度は、方針に沿った体制を運用しております。
・総務推進部担当取締役は通報相談窓口「ヘルプライン」の内部通報の運用
状況やその内容を監査役会および取締役会へ適時報告しております。

⑩監査役へ前項の報告をしたことを理由として不利な取扱を受けないことを
確保するための体制
ⅰ）監査役へ前項の報告を行った当社およびグループ会社の取締役および使用

人等に対し、その報告の事実をもって不利な取扱はいたしません。
《運用状況の概要》
・当事業年度は、方針に沿った体制を運用しております。

⑪監査役の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還の手続その他の
当該職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
ⅰ）監査役の監査に係る費用は、その監査計画に応じて予算化することで、そ

の職務の円滑な執行を可能にいたします。
ⅱ）監査のために必要な費用の前払いまたは償還は、速やかに行います。
《運用状況の概要》
・当事業年度は、方針に沿った体制を運用しております。

⑫その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
ⅰ）監査役は、内部監査局および会計監査人と必要に応じ意見・情報の交換を

行い、またその判断により職務遂行に必要な調査、情報収集等が実施可能
な体制を構築いたします。

ⅱ）監査役は、内部監査局と緊密な連携を保つとともに、必要に応じて代表取
締役社長を通して内部監査局に調査を求めることといたします。

ⅲ）監査役会は、会計監査人である監査法人から会計監査の監査計画および監
査結果について説明を受けるとともに、情報交換を行うなど連携を図り効
果的な監査業務の遂行を図ります。

ⅳ）代表取締役と監査役会は、相互の意思疎通を図るため、定期的な会合をも
つことといたします。

《運用状況の概要》
・監査役は、定期的に内部監査局や会計監査人と情報・意見交換を行いまし
た。また、常勤監査役は内部統制委員会へ４回出席し議事を確認いたしま
した。

・当事業年度は、監査役会と代表取締役との協議の場を４回設けております。
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　当社は、持続的な企業価値の向上や、当社グループを取り巻く七媒体（株主、
消費者、流通、国・県・市町村、取引先、金融機関、従業員）との「響働」を実現
するため、法令、定款、社内規程等の遵守や、業務の有効性・効率性等の確保を
目的とする「内部統制システム構築の基本方針」を下記のとおり取締役会にて
決議しております。また、この内部統制システムを整備するとともに、定期的な
見直しや必要に応じた改善を行うことを通じて、適切な運用を図っております。

①当社およびグループ会社の取締役および使用人の職務の執行が法令および定款
に適合することを確保するための体制
ⅰ）当社およびグループ会社の取締役および使用人が、法令、定款を遵守し、

倫理を尊重する行動ができるように「コンプライアンス基本方針」「経営
理念」および「行動規範・指針」を定めます。そして、行動規範の基本原
則である法令を遵守し社会的倫理に即した企業活動を進めます。

ⅱ）コンプライアンスの推進のため、教育、研修を実施します。また、法令の
施行、改正情報などを調査し全社制策執行連絡会議において報告すること
で、各部署への周知徹底を図ります。

　　（注）「制策」は社内用語です。（以下、同じです。）
ⅲ）健全な会社経営のため、反社会的勢力および団体とは取引関係その他一切

の関わりを持たず、不当な要求に対しては組織全体として毅然とした態度
で対応いたします。

ⅳ）業務活動の改善提案およびコンプライアンスに関する疑問や違反行為等の
通報のため、社外を含めた複数の通報相談窓口「ヘルプライン」を設置い
たします。また、通報者の保護を徹底いたします。

ⅴ）当社は、代表取締役社長直轄の内部監査局を設置し、定期的に実施する内
部監査を通じて、業務実施状況の実態を把握し、当社およびグループ会社
の業務が法令、定款および社内諸規程に準拠して適正・妥当かつ合理的に
行われているか調査いたします。さらに、制度・組織・諸規程が適正・妥
当であるか確認することにより、財産の保全ならびに経営効率の向上に努
めるとともに、監査結果を監査役会および関係取締役に報告いたします。

ⅵ）金融商品取引法その他諸法令・諸基準に則り、財務報告の信頼性を確保す
るための内部統制システムを構築いたします。

《運用状況の概要》
・「コンプライアンス基本方針」をイントラネットに掲載するとともに、
「行動規範・指針－細則－」を全従業員に配布し、コンプライアンスに
対する意識を高める行動につながるよう周知、徹底を図っております。

・従業員のコンプライアンスに関する知識の向上と理解の促進を図るため
定期的に教育を行っております。

・女性活躍推進法や次世代育成支援対策推進法への対応として、行動計画を
策定・実施しております。

・ダイバーシティ&インクルージョン(D&I)推進の方針の下で部門横断プロ
ジェクトチームを結成し、「社内周知・意識改革」や「業務改善」というテーマ
の具体化に向けて検討し、施策を実行しました。その活動報告会には取締
役(社外含む)が参加し、社外協力機関からの助言を受けてその後の取組みに
つなげています。

・健康を重視した経営方針のもと、従業員への健康管理に係る教育を行い、
また、健康状況の相談のための機会を随時設けております。

・通報相談窓口「ヘルプライン」を従業員の誰もが利用できるように、「行動
規範・指針－細則－」に複数の相談先を記載し周知しております。また、
通報者が不利益を被らないよう、保護を徹底しております。

・内部監査局は財務報告の信頼性に係る内部統制の有効性の評価を行うほか、
グループ会社、製造工場、営業所等の事業拠点の監査を行ったうえ、その
結果を代表取締役社長や関係取締役、さらには監査役会へ報告を行って
おります。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
ⅰ）取締役会をはじめとする重要な会議の意思決定に係る記録や稟議書、取締

役の職務執行に係る情報について、文書管理規程を定め保存、管理いたし
ます。

ⅱ）文書の種類に応じ保管期間、管理責任部署、保管場所等を定めるとともに、
議事録等の重要文書類については、10年間閲覧可能な状態を維持いたし
ます。

《運用状況の概要》
・当事業年度は、方針に沿った体制を運用しております。

③損失の危険の管埋に関する規程その他の体制
ⅰ）当社は、業務執行に係る社会情勢の変化、販売および取引構造の変化、品

質保証関係、経済情勢等の変化、天変地異の災害・天候不順などの様々な
損失のリスクを認識し、それらの危険の大小や発生の可能性に応じ、事前
に適切な対応策を準備する等により、損失のリスクを最小限にすべく組織
的な対応を行います。具体的には、内部統制委員会の指示のもと、個々の
リスクごとに管理責任部署および責任者を定め体制を整えるとともに、リ
スク管理規程に基づき、定期的に対応策の見直し、教育の実施、周知徹底
を行います。

ⅱ）不測の事態が発生した場合には、代表取締役社長を本部長とする対策本部
を設置し、必要に応じ社外専門家の弁護士、公認会計士、税理士などにも

随時連絡・相談し迅速な対応を行い、損失を最小限に止める体制を整えます。
《運用状況の概要》
・新型感染症の従業員への感染リスク防止のための諸施策をグループ全体で
取り組みました。

・内部統制委員会では、コンプライアンス教育の実施状況や全社的なリスク
の対応状況の確認のほか、社外文書の決裁手続の見直しを行いました。

・財務報告の信頼性に係る内部統制の自己評価を実施することで財務報告上
のリスクに対する統制の有効性の確認を行っております。

・サスティナビリティの取組みとして、サスティナブル原料（サスティナブル
カカオ、RSPO認証パーム油）の調達・使用や包装材料としてのプラスチック
の総使用量の削減等に取り組んでおります。

・大規模災害が発生した際に、従業員とその家族の安否確認を行うシステム
を運用しております。

・従業員がソーシャルメディアを適切に利用するための教育を実施しており
ます。

・情報システムのサイバーセキュリティ強化に取り組んでおります。

④当社およびグループ会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを
確保するための体制
ⅰ）取締役の職務権限と担当業務を明確にし、計画的に開催する取締役会の他、

必要に応じて臨時取締役会を開催し、また、書面決議により意思決定を
迅速に行っていくことで職務執行の効率化を図ります。

ⅱ）当社が随時開催する全社制策執行連絡会議には、当社およびグループ会社
の取締役も出席したうえで、業務執行に関する基本事項および施策の実施
状況の報告や必要事項の連絡を行います。

ⅲ）常勤監査役は取締役会と全社制策執行連絡会議に出席し、意見陳述および
取締役の業務執行に関する監査等を行います。

《運用状況の概要》
・取締役の職務執行の意思決定の迅速化を図るべく、当事業年度は取締役会
を12回開催しております。

・全社制策執行連絡会議を９回開催することでグループ全体の職務執行の効
率化に向けた情報の共有を図っております。

・常勤監査役はすべての取締役会および全社制策執行連絡会議に出席して
おります。

⑤その他当社およびグループ会社から成る企業集団における業務の適正を確保
するための体制
ⅰ）グループ会社は当社との連携・情報共有を保ちつつ、自社の規模、事業の

性質、機関の設計その他会社の個性および特質を踏まえ当社準拠の内部統
制システムを整備いたします。

ⅱ）グループ会社の経営につきましては、当社関係部署の支援のもと、自主性

を尊重しつつ、四半期ごとに当社取締役会にて経営状況についての報告を、
また随時、全社制策執行連絡会議にて業務執行報告を受けることといた
します。さらに、重要案件については、当社関係取締役を交えた事前協議
を行います。

ⅲ）主要なグループ会社につきましては、当社の監査役が定期的に監査を行い
業務の適正を確保する体制を整備いたします。

《運用状況の概要》
・主要なグループ会社の代表取締役社長は、四半期ごとの取締役会で経営
状況の報告を行っております。また全社制策執行連絡会議に出席し、業務
執行についての報告を行っております。

・監査役は主要なグループ会社に対して監査を行っております。

⑥監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該
使用人に関する事項
ⅰ）監査役の職務を補助すべき使用人に関する部署として、監査役会事務室
（職員２名）を設置しております。

《運用状況の概要》
・監査役会事務室（内部監査局を含む他部署との兼任職員２名）により、その
職務を補助する体制を整えております。

⑦監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項
ⅰ）監査役が、その職務を補助すべき使用人に指示・命令した業務については、

当社の取締役および使用人は指揮命令の権限を有しません。
ⅱ）監査役の職務を補助すべき使用人の適切な職務遂行のため、人事評価、人

事異動、懲罰等の決定については、事前に当社の監査役の同意を必要と
いたします。

《運用状況の概要》
・当事業年度は、方針に沿った体制を運用しております。

⑧監査役の職務を補助すべき使用人に対する監査役の指示の実効性の確保に関
する事項
ⅰ）監査役の職務を補助すべき使用人は、その指示・命令に従い行動いたします。
《運用状況の概要》
・当事業年度は、方針に沿った体制を運用しております。

⑨当社およびグループ会社の取締役および使用人等が当社の監査役に報告をする
ための体制、その他の監査役への報告に関する体制
ⅰ）監査役は、当社およびグループ会社の重要な意思決定の過程および業務の

執行状況を把握するため、取締役会や全社制策執行連絡会議に出席する
他、主要な稟議書、その他業務執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に

応じて当社およびグループ会社の取締役および使用人等から説明を求める
ことができることといたします。

ⅱ）当社およびグループ会社の取締役および使用人等は、重大なコンプライア
ンス違反や信用失墜を引き起こし会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事
実、あるいは業務に影響を与える重要な事項を発見した場合には、監査役
へ適時、適切な報告を行う体制を確保いたします。

ⅲ）通報相談窓口「ヘルプライン」の内部通報の運用状況やその内容について、
当社総務推進部担当取締役は適時、監査役会へ報告いたします。

《運用状況の概要》
・当事業年度は、方針に沿った体制を運用しております。
・総務推進部担当取締役は通報相談窓口「ヘルプライン」の内部通報の運用
状況やその内容を監査役会および取締役会へ適時報告しております。

⑩監査役へ前項の報告をしたことを理由として不利な取扱を受けないことを
確保するための体制
ⅰ）監査役へ前項の報告を行った当社およびグループ会社の取締役および使用

人等に対し、その報告の事実をもって不利な取扱はいたしません。
《運用状況の概要》
・当事業年度は、方針に沿った体制を運用しております。

⑪監査役の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還の手続その他の
当該職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
ⅰ）監査役の監査に係る費用は、その監査計画に応じて予算化することで、そ

の職務の円滑な執行を可能にいたします。
ⅱ）監査のために必要な費用の前払いまたは償還は、速やかに行います。
《運用状況の概要》
・当事業年度は、方針に沿った体制を運用しております。

⑫その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
ⅰ）監査役は、内部監査局および会計監査人と必要に応じ意見・情報の交換を

行い、またその判断により職務遂行に必要な調査、情報収集等が実施可能
な体制を構築いたします。

ⅱ）監査役は、内部監査局と緊密な連携を保つとともに、必要に応じて代表取
締役社長を通して内部監査局に調査を求めることといたします。

ⅲ）監査役会は、会計監査人である監査法人から会計監査の監査計画および監
査結果について説明を受けるとともに、情報交換を行うなど連携を図り効
果的な監査業務の遂行を図ります。

ⅳ）代表取締役と監査役会は、相互の意思疎通を図るため、定期的な会合をも
つことといたします。

《運用状況の概要》
・監査役は、定期的に内部監査局や会計監査人と情報・意見交換を行いまし
た。また、常勤監査役は内部統制委員会へ４回出席し議事を確認いたしま
した。

・当事業年度は、監査役会と代表取締役との協議の場を４回設けております。
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　当社は、持続的な企業価値の向上や、当社グループを取り巻く七媒体（株主、
消費者、流通、国・県・市町村、取引先、金融機関、従業員）との「響働」を実現
するため、法令、定款、社内規程等の遵守や、業務の有効性・効率性等の確保を
目的とする「内部統制システム構築の基本方針」を下記のとおり取締役会にて
決議しております。また、この内部統制システムを整備するとともに、定期的な
見直しや必要に応じた改善を行うことを通じて、適切な運用を図っております。

①当社およびグループ会社の取締役および使用人の職務の執行が法令および定款
に適合することを確保するための体制
ⅰ）当社およびグループ会社の取締役および使用人が、法令、定款を遵守し、

倫理を尊重する行動ができるように「コンプライアンス基本方針」「経営
理念」および「行動規範・指針」を定めます。そして、行動規範の基本原
則である法令を遵守し社会的倫理に即した企業活動を進めます。

ⅱ）コンプライアンスの推進のため、教育、研修を実施します。また、法令の
施行、改正情報などを調査し全社制策執行連絡会議において報告すること
で、各部署への周知徹底を図ります。

　　（注）「制策」は社内用語です。（以下、同じです。）
ⅲ）健全な会社経営のため、反社会的勢力および団体とは取引関係その他一切

の関わりを持たず、不当な要求に対しては組織全体として毅然とした態度
で対応いたします。

ⅳ）業務活動の改善提案およびコンプライアンスに関する疑問や違反行為等の
通報のため、社外を含めた複数の通報相談窓口「ヘルプライン」を設置い
たします。また、通報者の保護を徹底いたします。

ⅴ）当社は、代表取締役社長直轄の内部監査局を設置し、定期的に実施する内
部監査を通じて、業務実施状況の実態を把握し、当社およびグループ会社
の業務が法令、定款および社内諸規程に準拠して適正・妥当かつ合理的に
行われているか調査いたします。さらに、制度・組織・諸規程が適正・妥
当であるか確認することにより、財産の保全ならびに経営効率の向上に努
めるとともに、監査結果を監査役会および関係取締役に報告いたします。

ⅵ）金融商品取引法その他諸法令・諸基準に則り、財務報告の信頼性を確保す
るための内部統制システムを構築いたします。

《運用状況の概要》
・「コンプライアンス基本方針」をイントラネットに掲載するとともに、
「行動規範・指針－細則－」を全従業員に配布し、コンプライアンスに
対する意識を高める行動につながるよう周知、徹底を図っております。

・従業員のコンプライアンスに関する知識の向上と理解の促進を図るため
定期的に教育を行っております。

・女性活躍推進法や次世代育成支援対策推進法への対応として、行動計画を
策定・実施しております。

・ダイバーシティ&インクルージョン(D&I)推進の方針の下で部門横断プロ
ジェクトチームを結成し、「社内周知・意識改革」や「業務改善」というテーマ
の具体化に向けて検討し、施策を実行しました。その活動報告会には取締
役(社外含む)が参加し、社外協力機関からの助言を受けてその後の取組みに
つなげています。

・健康を重視した経営方針のもと、従業員への健康管理に係る教育を行い、
また、健康状況の相談のための機会を随時設けております。

・通報相談窓口「ヘルプライン」を従業員の誰もが利用できるように、「行動
規範・指針－細則－」に複数の相談先を記載し周知しております。また、
通報者が不利益を被らないよう、保護を徹底しております。

・内部監査局は財務報告の信頼性に係る内部統制の有効性の評価を行うほか、
グループ会社、製造工場、営業所等の事業拠点の監査を行ったうえ、その
結果を代表取締役社長や関係取締役、さらには監査役会へ報告を行って
おります。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
ⅰ）取締役会をはじめとする重要な会議の意思決定に係る記録や稟議書、取締

役の職務執行に係る情報について、文書管理規程を定め保存、管理いたし
ます。

ⅱ）文書の種類に応じ保管期間、管理責任部署、保管場所等を定めるとともに、
議事録等の重要文書類については、10年間閲覧可能な状態を維持いたし
ます。

《運用状況の概要》
・当事業年度は、方針に沿った体制を運用しております。

③損失の危険の管埋に関する規程その他の体制
ⅰ）当社は、業務執行に係る社会情勢の変化、販売および取引構造の変化、品

質保証関係、経済情勢等の変化、天変地異の災害・天候不順などの様々な
損失のリスクを認識し、それらの危険の大小や発生の可能性に応じ、事前
に適切な対応策を準備する等により、損失のリスクを最小限にすべく組織
的な対応を行います。具体的には、内部統制委員会の指示のもと、個々の
リスクごとに管理責任部署および責任者を定め体制を整えるとともに、リ
スク管理規程に基づき、定期的に対応策の見直し、教育の実施、周知徹底
を行います。

ⅱ）不測の事態が発生した場合には、代表取締役社長を本部長とする対策本部
を設置し、必要に応じ社外専門家の弁護士、公認会計士、税理士などにも

随時連絡・相談し迅速な対応を行い、損失を最小限に止める体制を整えます。
《運用状況の概要》
・新型感染症の従業員への感染リスク防止のための諸施策をグループ全体で
取り組みました。

・内部統制委員会では、コンプライアンス教育の実施状況や全社的なリスク
の対応状況の確認のほか、社外文書の決裁手続の見直しを行いました。

・財務報告の信頼性に係る内部統制の自己評価を実施することで財務報告上
のリスクに対する統制の有効性の確認を行っております。

・サスティナビリティの取組みとして、サスティナブル原料（サスティナブル
カカオ、RSPO認証パーム油）の調達・使用や包装材料としてのプラスチック
の総使用量の削減等に取り組んでおります。

・大規模災害が発生した際に、従業員とその家族の安否確認を行うシステム
を運用しております。

・従業員がソーシャルメディアを適切に利用するための教育を実施しており
ます。

・情報システムのサイバーセキュリティ強化に取り組んでおります。

④当社およびグループ会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを
確保するための体制
ⅰ）取締役の職務権限と担当業務を明確にし、計画的に開催する取締役会の他、

必要に応じて臨時取締役会を開催し、また、書面決議により意思決定を
迅速に行っていくことで職務執行の効率化を図ります。

ⅱ）当社が随時開催する全社制策執行連絡会議には、当社およびグループ会社
の取締役も出席したうえで、業務執行に関する基本事項および施策の実施
状況の報告や必要事項の連絡を行います。

ⅲ）常勤監査役は取締役会と全社制策執行連絡会議に出席し、意見陳述および
取締役の業務執行に関する監査等を行います。

《運用状況の概要》
・取締役の職務執行の意思決定の迅速化を図るべく、当事業年度は取締役会
を12回開催しております。

・全社制策執行連絡会議を９回開催することでグループ全体の職務執行の効
率化に向けた情報の共有を図っております。

・常勤監査役はすべての取締役会および全社制策執行連絡会議に出席して
おります。

⑤その他当社およびグループ会社から成る企業集団における業務の適正を確保
するための体制
ⅰ）グループ会社は当社との連携・情報共有を保ちつつ、自社の規模、事業の

性質、機関の設計その他会社の個性および特質を踏まえ当社準拠の内部統
制システムを整備いたします。

ⅱ）グループ会社の経営につきましては、当社関係部署の支援のもと、自主性

を尊重しつつ、四半期ごとに当社取締役会にて経営状況についての報告を、
また随時、全社制策執行連絡会議にて業務執行報告を受けることといた
します。さらに、重要案件については、当社関係取締役を交えた事前協議
を行います。

ⅲ）主要なグループ会社につきましては、当社の監査役が定期的に監査を行い
業務の適正を確保する体制を整備いたします。

《運用状況の概要》
・主要なグループ会社の代表取締役社長は、四半期ごとの取締役会で経営
状況の報告を行っております。また全社制策執行連絡会議に出席し、業務
執行についての報告を行っております。

・監査役は主要なグループ会社に対して監査を行っております。

⑥監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該
使用人に関する事項
ⅰ）監査役の職務を補助すべき使用人に関する部署として、監査役会事務室
（職員２名）を設置しております。

《運用状況の概要》
・監査役会事務室（内部監査局を含む他部署との兼任職員２名）により、その
職務を補助する体制を整えております。

⑦監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項
ⅰ）監査役が、その職務を補助すべき使用人に指示・命令した業務については、

当社の取締役および使用人は指揮命令の権限を有しません。
ⅱ）監査役の職務を補助すべき使用人の適切な職務遂行のため、人事評価、人

事異動、懲罰等の決定については、事前に当社の監査役の同意を必要と
いたします。

《運用状況の概要》
・当事業年度は、方針に沿った体制を運用しております。

⑧監査役の職務を補助すべき使用人に対する監査役の指示の実効性の確保に関
する事項
ⅰ）監査役の職務を補助すべき使用人は、その指示・命令に従い行動いたします。
《運用状況の概要》
・当事業年度は、方針に沿った体制を運用しております。

⑨当社およびグループ会社の取締役および使用人等が当社の監査役に報告をする
ための体制、その他の監査役への報告に関する体制
ⅰ）監査役は、当社およびグループ会社の重要な意思決定の過程および業務の

執行状況を把握するため、取締役会や全社制策執行連絡会議に出席する
他、主要な稟議書、その他業務執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に

応じて当社およびグループ会社の取締役および使用人等から説明を求める
ことができることといたします。

ⅱ）当社およびグループ会社の取締役および使用人等は、重大なコンプライア
ンス違反や信用失墜を引き起こし会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事
実、あるいは業務に影響を与える重要な事項を発見した場合には、監査役
へ適時、適切な報告を行う体制を確保いたします。

ⅲ）通報相談窓口「ヘルプライン」の内部通報の運用状況やその内容について、
当社総務推進部担当取締役は適時、監査役会へ報告いたします。

《運用状況の概要》
・当事業年度は、方針に沿った体制を運用しております。
・総務推進部担当取締役は通報相談窓口「ヘルプライン」の内部通報の運用
状況やその内容を監査役会および取締役会へ適時報告しております。

⑩監査役へ前項の報告をしたことを理由として不利な取扱を受けないことを
確保するための体制
ⅰ）監査役へ前項の報告を行った当社およびグループ会社の取締役および使用

人等に対し、その報告の事実をもって不利な取扱はいたしません。
《運用状況の概要》
・当事業年度は、方針に沿った体制を運用しております。

⑪監査役の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還の手続その他の
当該職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
ⅰ）監査役の監査に係る費用は、その監査計画に応じて予算化することで、そ

の職務の円滑な執行を可能にいたします。
ⅱ）監査のために必要な費用の前払いまたは償還は、速やかに行います。
《運用状況の概要》
・当事業年度は、方針に沿った体制を運用しております。

⑫その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
ⅰ）監査役は、内部監査局および会計監査人と必要に応じ意見・情報の交換を

行い、またその判断により職務遂行に必要な調査、情報収集等が実施可能
な体制を構築いたします。

ⅱ）監査役は、内部監査局と緊密な連携を保つとともに、必要に応じて代表取
締役社長を通して内部監査局に調査を求めることといたします。

ⅲ）監査役会は、会計監査人である監査法人から会計監査の監査計画および監
査結果について説明を受けるとともに、情報交換を行うなど連携を図り効
果的な監査業務の遂行を図ります。

ⅳ）代表取締役と監査役会は、相互の意思疎通を図るため、定期的な会合をも
つことといたします。

《運用状況の概要》
・監査役は、定期的に内部監査局や会計監査人と情報・意見交換を行いまし
た。また、常勤監査役は内部統制委員会へ４回出席し議事を確認いたしま
した。

・当事業年度は、監査役会と代表取締役との協議の場を４回設けております。

　当社は、持続的な企業価値の向上や、当社グループを取り巻く七媒体（株主、
消費者、流通、国・県・市町村、取引先、金融機関、従業員）との「響働」を実現
するため、法令、定款、社内規程等の遵守や、業務の有効性・効率性等の確保を
目的とする「内部統制システム構築の基本方針」を下記のとおり取締役会にて
決議しております。また、この内部統制システムを整備するとともに、定期的な
見直しや必要に応じた改善を行うことを通じて、適切な運用を図っております。

①当社およびグループ会社の取締役および使用人の職務の執行が法令および定款
に適合することを確保するための体制
ⅰ）当社およびグループ会社の取締役および使用人が、法令、定款を遵守し、

倫理を尊重する行動ができるように「コンプライアンス基本方針」「経営
理念」および「行動規範・指針」を定めます。そして、行動規範の基本原
則である法令を遵守し社会的倫理に即した企業活動を進めます。

ⅱ）コンプライアンスの推進のため、教育、研修を実施します。また、法令の
施行、改正情報などを調査し全社制策執行連絡会議において報告すること
で、各部署への周知徹底を図ります。

　　（注）「制策」は社内用語です。（以下、同じです。）
ⅲ）健全な会社経営のため、反社会的勢力および団体とは取引関係その他一切

の関わりを持たず、不当な要求に対しては組織全体として毅然とした態度
で対応いたします。

ⅳ）業務活動の改善提案およびコンプライアンスに関する疑問や違反行為等の
通報のため、社外を含めた複数の通報相談窓口「ヘルプライン」を設置い
たします。また、通報者の保護を徹底いたします。

ⅴ）当社は、代表取締役社長直轄の内部監査局を設置し、定期的に実施する内
部監査を通じて、業務実施状況の実態を把握し、当社およびグループ会社
の業務が法令、定款および社内諸規程に準拠して適正・妥当かつ合理的に
行われているか調査いたします。さらに、制度・組織・諸規程が適正・妥
当であるか確認することにより、財産の保全ならびに経営効率の向上に努
めるとともに、監査結果を監査役会および関係取締役に報告いたします。

ⅵ）金融商品取引法その他諸法令・諸基準に則り、財務報告の信頼性を確保す
るための内部統制システムを構築いたします。

《運用状況の概要》
・「コンプライアンス基本方針」をイントラネットに掲載するとともに、
「行動規範・指針－細則－」を全従業員に配布し、コンプライアンスに
対する意識を高める行動につながるよう周知、徹底を図っております。

・従業員のコンプライアンスに関する知識の向上と理解の促進を図るため
定期的に教育を行っております。

・女性活躍推進法や次世代育成支援対策推進法への対応として、行動計画を
策定・実施しております。

・ダイバーシティ&インクルージョン(D&I)推進の方針の下で部門横断プロ
ジェクトチームを結成し、「社内周知・意識改革」や「業務改善」というテーマ
の具体化に向けて検討し、施策を実行しました。その活動報告会には取締
役(社外含む)が参加し、社外協力機関からの助言を受けてその後の取組みに
つなげています。

・健康を重視した経営方針のもと、従業員への健康管理に係る教育を行い、
また、健康状況の相談のための機会を随時設けております。

・通報相談窓口「ヘルプライン」を従業員の誰もが利用できるように、「行動
規範・指針－細則－」に複数の相談先を記載し周知しております。また、
通報者が不利益を被らないよう、保護を徹底しております。

・内部監査局は財務報告の信頼性に係る内部統制の有効性の評価を行うほか、
グループ会社、製造工場、営業所等の事業拠点の監査を行ったうえ、その
結果を代表取締役社長や関係取締役、さらには監査役会へ報告を行って
おります。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
ⅰ）取締役会をはじめとする重要な会議の意思決定に係る記録や稟議書、取締

役の職務執行に係る情報について、文書管理規程を定め保存、管理いたし
ます。

ⅱ）文書の種類に応じ保管期間、管理責任部署、保管場所等を定めるとともに、
議事録等の重要文書類については、10年間閲覧可能な状態を維持いたし
ます。

《運用状況の概要》
・当事業年度は、方針に沿った体制を運用しております。

③損失の危険の管埋に関する規程その他の体制
ⅰ）当社は、業務執行に係る社会情勢の変化、販売および取引構造の変化、品

質保証関係、経済情勢等の変化、天変地異の災害・天候不順などの様々な
損失のリスクを認識し、それらの危険の大小や発生の可能性に応じ、事前
に適切な対応策を準備する等により、損失のリスクを最小限にすべく組織
的な対応を行います。具体的には、内部統制委員会の指示のもと、個々の
リスクごとに管理責任部署および責任者を定め体制を整えるとともに、リ
スク管理規程に基づき、定期的に対応策の見直し、教育の実施、周知徹底
を行います。

ⅱ）不測の事態が発生した場合には、代表取締役社長を本部長とする対策本部
を設置し、必要に応じ社外専門家の弁護士、公認会計士、税理士などにも

随時連絡・相談し迅速な対応を行い、損失を最小限に止める体制を整えます。
《運用状況の概要》
・新型感染症の従業員への感染リスク防止のための諸施策をグループ全体で
取り組みました。

・内部統制委員会では、コンプライアンス教育の実施状況や全社的なリスク
の対応状況の確認のほか、社外文書の決裁手続の見直しを行いました。

・財務報告の信頼性に係る内部統制の自己評価を実施することで財務報告上
のリスクに対する統制の有効性の確認を行っております。

・サスティナビリティの取組みとして、サスティナブル原料（サスティナブル
カカオ、RSPO認証パーム油）の調達・使用や包装材料としてのプラスチック
の総使用量の削減等に取り組んでおります。

・大規模災害が発生した際に、従業員とその家族の安否確認を行うシステム
を運用しております。

・従業員がソーシャルメディアを適切に利用するための教育を実施しており
ます。

・情報システムのサイバーセキュリティ強化に取り組んでおります。

④当社およびグループ会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを
確保するための体制
ⅰ）取締役の職務権限と担当業務を明確にし、計画的に開催する取締役会の他、

必要に応じて臨時取締役会を開催し、また、書面決議により意思決定を
迅速に行っていくことで職務執行の効率化を図ります。

ⅱ）当社が随時開催する全社制策執行連絡会議には、当社およびグループ会社
の取締役も出席したうえで、業務執行に関する基本事項および施策の実施
状況の報告や必要事項の連絡を行います。

ⅲ）常勤監査役は取締役会と全社制策執行連絡会議に出席し、意見陳述および
取締役の業務執行に関する監査等を行います。

《運用状況の概要》
・取締役の職務執行の意思決定の迅速化を図るべく、当事業年度は取締役会
を12回開催しております。

・全社制策執行連絡会議を９回開催することでグループ全体の職務執行の効
率化に向けた情報の共有を図っております。

・常勤監査役はすべての取締役会および全社制策執行連絡会議に出席して
おります。

⑤その他当社およびグループ会社から成る企業集団における業務の適正を確保
するための体制
ⅰ）グループ会社は当社との連携・情報共有を保ちつつ、自社の規模、事業の

性質、機関の設計その他会社の個性および特質を踏まえ当社準拠の内部統
制システムを整備いたします。

ⅱ）グループ会社の経営につきましては、当社関係部署の支援のもと、自主性

を尊重しつつ、四半期ごとに当社取締役会にて経営状況についての報告を、
また随時、全社制策執行連絡会議にて業務執行報告を受けることといた
します。さらに、重要案件については、当社関係取締役を交えた事前協議
を行います。

ⅲ）主要なグループ会社につきましては、当社の監査役が定期的に監査を行い
業務の適正を確保する体制を整備いたします。

《運用状況の概要》
・主要なグループ会社の代表取締役社長は、四半期ごとの取締役会で経営
状況の報告を行っております。また全社制策執行連絡会議に出席し、業務
執行についての報告を行っております。

・監査役は主要なグループ会社に対して監査を行っております。

⑥監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該
使用人に関する事項
ⅰ）監査役の職務を補助すべき使用人に関する部署として、監査役会事務室
（職員２名）を設置しております。

《運用状況の概要》
・監査役会事務室（内部監査局を含む他部署との兼任職員２名）により、その
職務を補助する体制を整えております。

⑦監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項
ⅰ）監査役が、その職務を補助すべき使用人に指示・命令した業務については、

当社の取締役および使用人は指揮命令の権限を有しません。
ⅱ）監査役の職務を補助すべき使用人の適切な職務遂行のため、人事評価、人

事異動、懲罰等の決定については、事前に当社の監査役の同意を必要と
いたします。

《運用状況の概要》
・当事業年度は、方針に沿った体制を運用しております。

⑧監査役の職務を補助すべき使用人に対する監査役の指示の実効性の確保に関
する事項
ⅰ）監査役の職務を補助すべき使用人は、その指示・命令に従い行動いたします。
《運用状況の概要》
・当事業年度は、方針に沿った体制を運用しております。

⑨当社およびグループ会社の取締役および使用人等が当社の監査役に報告をする
ための体制、その他の監査役への報告に関する体制
ⅰ）監査役は、当社およびグループ会社の重要な意思決定の過程および業務の

執行状況を把握するため、取締役会や全社制策執行連絡会議に出席する
他、主要な稟議書、その他業務執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に

応じて当社およびグループ会社の取締役および使用人等から説明を求める
ことができることといたします。

ⅱ）当社およびグループ会社の取締役および使用人等は、重大なコンプライア
ンス違反や信用失墜を引き起こし会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事
実、あるいは業務に影響を与える重要な事項を発見した場合には、監査役
へ適時、適切な報告を行う体制を確保いたします。

ⅲ）通報相談窓口「ヘルプライン」の内部通報の運用状況やその内容について、
当社総務推進部担当取締役は適時、監査役会へ報告いたします。

《運用状況の概要》
・当事業年度は、方針に沿った体制を運用しております。
・総務推進部担当取締役は通報相談窓口「ヘルプライン」の内部通報の運用
状況やその内容を監査役会および取締役会へ適時報告しております。

⑩監査役へ前項の報告をしたことを理由として不利な取扱を受けないことを
確保するための体制
ⅰ）監査役へ前項の報告を行った当社およびグループ会社の取締役および使用

人等に対し、その報告の事実をもって不利な取扱はいたしません。
《運用状況の概要》
・当事業年度は、方針に沿った体制を運用しております。

⑪監査役の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還の手続その他の
当該職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
ⅰ）監査役の監査に係る費用は、その監査計画に応じて予算化することで、そ

の職務の円滑な執行を可能にいたします。
ⅱ）監査のために必要な費用の前払いまたは償還は、速やかに行います。
《運用状況の概要》
・当事業年度は、方針に沿った体制を運用しております。

⑫その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
ⅰ）監査役は、内部監査局および会計監査人と必要に応じ意見・情報の交換を

行い、またその判断により職務遂行に必要な調査、情報収集等が実施可能
な体制を構築いたします。

ⅱ）監査役は、内部監査局と緊密な連携を保つとともに、必要に応じて代表取
締役社長を通して内部監査局に調査を求めることといたします。

ⅲ）監査役会は、会計監査人である監査法人から会計監査の監査計画および監
査結果について説明を受けるとともに、情報交換を行うなど連携を図り効
果的な監査業務の遂行を図ります。

ⅳ）代表取締役と監査役会は、相互の意思疎通を図るため、定期的な会合をも
つことといたします。

《運用状況の概要》
・監査役は、定期的に内部監査局や会計監査人と情報・意見交換を行いまし
た。また、常勤監査役は内部統制委員会へ４回出席し議事を確認いたしま
した。

・当事業年度は、監査役会と代表取締役との協議の場を４回設けております。
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　当社は、持続的な企業価値の向上や、当社グループを取り巻く七媒体（株主、
消費者、流通、国・県・市町村、取引先、金融機関、従業員）との「響働」を実現
するため、法令、定款、社内規程等の遵守や、業務の有効性・効率性等の確保を
目的とする「内部統制システム構築の基本方針」を下記のとおり取締役会にて
決議しております。また、この内部統制システムを整備するとともに、定期的な
見直しや必要に応じた改善を行うことを通じて、適切な運用を図っております。

①当社およびグループ会社の取締役および使用人の職務の執行が法令および定款
に適合することを確保するための体制
ⅰ）当社およびグループ会社の取締役および使用人が、法令、定款を遵守し、

倫理を尊重する行動ができるように「コンプライアンス基本方針」「経営
理念」および「行動規範・指針」を定めます。そして、行動規範の基本原
則である法令を遵守し社会的倫理に即した企業活動を進めます。

ⅱ）コンプライアンスの推進のため、教育、研修を実施します。また、法令の
施行、改正情報などを調査し全社制策執行連絡会議において報告すること
で、各部署への周知徹底を図ります。

　　（注）「制策」は社内用語です。（以下、同じです。）
ⅲ）健全な会社経営のため、反社会的勢力および団体とは取引関係その他一切

の関わりを持たず、不当な要求に対しては組織全体として毅然とした態度
で対応いたします。

ⅳ）業務活動の改善提案およびコンプライアンスに関する疑問や違反行為等の
通報のため、社外を含めた複数の通報相談窓口「ヘルプライン」を設置い
たします。また、通報者の保護を徹底いたします。

ⅴ）当社は、代表取締役社長直轄の内部監査局を設置し、定期的に実施する内
部監査を通じて、業務実施状況の実態を把握し、当社およびグループ会社
の業務が法令、定款および社内諸規程に準拠して適正・妥当かつ合理的に
行われているか調査いたします。さらに、制度・組織・諸規程が適正・妥
当であるか確認することにより、財産の保全ならびに経営効率の向上に努
めるとともに、監査結果を監査役会および関係取締役に報告いたします。

ⅵ）金融商品取引法その他諸法令・諸基準に則り、財務報告の信頼性を確保す
るための内部統制システムを構築いたします。

《運用状況の概要》
・「コンプライアンス基本方針」をイントラネットに掲載するとともに、
「行動規範・指針－細則－」を全従業員に配布し、コンプライアンスに
対する意識を高める行動につながるよう周知、徹底を図っております。

・従業員のコンプライアンスに関する知識の向上と理解の促進を図るため
定期的に教育を行っております。

・女性活躍推進法や次世代育成支援対策推進法への対応として、行動計画を
策定・実施しております。

・ダイバーシティ&インクルージョン(D&I)推進の方針の下で部門横断プロ
ジェクトチームを結成し、「社内周知・意識改革」や「業務改善」というテーマ
の具体化に向けて検討し、施策を実行しました。その活動報告会には取締
役(社外含む)が参加し、社外協力機関からの助言を受けてその後の取組みに
つなげています。

・健康を重視した経営方針のもと、従業員への健康管理に係る教育を行い、
また、健康状況の相談のための機会を随時設けております。

・通報相談窓口「ヘルプライン」を従業員の誰もが利用できるように、「行動
規範・指針－細則－」に複数の相談先を記載し周知しております。また、
通報者が不利益を被らないよう、保護を徹底しております。

・内部監査局は財務報告の信頼性に係る内部統制の有効性の評価を行うほか、
グループ会社、製造工場、営業所等の事業拠点の監査を行ったうえ、その
結果を代表取締役社長や関係取締役、さらには監査役会へ報告を行って
おります。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
ⅰ）取締役会をはじめとする重要な会議の意思決定に係る記録や稟議書、取締

役の職務執行に係る情報について、文書管理規程を定め保存、管理いたし
ます。

ⅱ）文書の種類に応じ保管期間、管理責任部署、保管場所等を定めるとともに、
議事録等の重要文書類については、10年間閲覧可能な状態を維持いたし
ます。

《運用状況の概要》
・当事業年度は、方針に沿った体制を運用しております。

③損失の危険の管埋に関する規程その他の体制
ⅰ）当社は、業務執行に係る社会情勢の変化、販売および取引構造の変化、品

質保証関係、経済情勢等の変化、天変地異の災害・天候不順などの様々な
損失のリスクを認識し、それらの危険の大小や発生の可能性に応じ、事前
に適切な対応策を準備する等により、損失のリスクを最小限にすべく組織
的な対応を行います。具体的には、内部統制委員会の指示のもと、個々の
リスクごとに管理責任部署および責任者を定め体制を整えるとともに、リ
スク管理規程に基づき、定期的に対応策の見直し、教育の実施、周知徹底
を行います。

ⅱ）不測の事態が発生した場合には、代表取締役社長を本部長とする対策本部
を設置し、必要に応じ社外専門家の弁護士、公認会計士、税理士などにも

随時連絡・相談し迅速な対応を行い、損失を最小限に止める体制を整えます。
《運用状況の概要》
・新型感染症の従業員への感染リスク防止のための諸施策をグループ全体で
取り組みました。

・内部統制委員会では、コンプライアンス教育の実施状況や全社的なリスク
の対応状況の確認のほか、社外文書の決裁手続の見直しを行いました。

・財務報告の信頼性に係る内部統制の自己評価を実施することで財務報告上
のリスクに対する統制の有効性の確認を行っております。

・サスティナビリティの取組みとして、サスティナブル原料（サスティナブル
カカオ、RSPO認証パーム油）の調達・使用や包装材料としてのプラスチック
の総使用量の削減等に取り組んでおります。

・大規模災害が発生した際に、従業員とその家族の安否確認を行うシステム
を運用しております。

・従業員がソーシャルメディアを適切に利用するための教育を実施しており
ます。

・情報システムのサイバーセキュリティ強化に取り組んでおります。

④当社およびグループ会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを
確保するための体制
ⅰ）取締役の職務権限と担当業務を明確にし、計画的に開催する取締役会の他、

必要に応じて臨時取締役会を開催し、また、書面決議により意思決定を
迅速に行っていくことで職務執行の効率化を図ります。

ⅱ）当社が随時開催する全社制策執行連絡会議には、当社およびグループ会社
の取締役も出席したうえで、業務執行に関する基本事項および施策の実施
状況の報告や必要事項の連絡を行います。

ⅲ）常勤監査役は取締役会と全社制策執行連絡会議に出席し、意見陳述および
取締役の業務執行に関する監査等を行います。

《運用状況の概要》
・取締役の職務執行の意思決定の迅速化を図るべく、当事業年度は取締役会
を12回開催しております。

・全社制策執行連絡会議を９回開催することでグループ全体の職務執行の効
率化に向けた情報の共有を図っております。

・常勤監査役はすべての取締役会および全社制策執行連絡会議に出席して
おります。

⑤その他当社およびグループ会社から成る企業集団における業務の適正を確保
するための体制
ⅰ）グループ会社は当社との連携・情報共有を保ちつつ、自社の規模、事業の

性質、機関の設計その他会社の個性および特質を踏まえ当社準拠の内部統
制システムを整備いたします。

ⅱ）グループ会社の経営につきましては、当社関係部署の支援のもと、自主性

を尊重しつつ、四半期ごとに当社取締役会にて経営状況についての報告を、
また随時、全社制策執行連絡会議にて業務執行報告を受けることといた
します。さらに、重要案件については、当社関係取締役を交えた事前協議
を行います。

ⅲ）主要なグループ会社につきましては、当社の監査役が定期的に監査を行い
業務の適正を確保する体制を整備いたします。

《運用状況の概要》
・主要なグループ会社の代表取締役社長は、四半期ごとの取締役会で経営
状況の報告を行っております。また全社制策執行連絡会議に出席し、業務
執行についての報告を行っております。

・監査役は主要なグループ会社に対して監査を行っております。

⑥監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該
使用人に関する事項
ⅰ）監査役の職務を補助すべき使用人に関する部署として、監査役会事務室
（職員２名）を設置しております。

《運用状況の概要》
・監査役会事務室（内部監査局を含む他部署との兼任職員２名）により、その
職務を補助する体制を整えております。

⑦監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項
ⅰ）監査役が、その職務を補助すべき使用人に指示・命令した業務については、

当社の取締役および使用人は指揮命令の権限を有しません。
ⅱ）監査役の職務を補助すべき使用人の適切な職務遂行のため、人事評価、人

事異動、懲罰等の決定については、事前に当社の監査役の同意を必要と
いたします。

《運用状況の概要》
・当事業年度は、方針に沿った体制を運用しております。

⑧監査役の職務を補助すべき使用人に対する監査役の指示の実効性の確保に関
する事項
ⅰ）監査役の職務を補助すべき使用人は、その指示・命令に従い行動いたします。
《運用状況の概要》
・当事業年度は、方針に沿った体制を運用しております。

⑨当社およびグループ会社の取締役および使用人等が当社の監査役に報告をする
ための体制、その他の監査役への報告に関する体制
ⅰ）監査役は、当社およびグループ会社の重要な意思決定の過程および業務の

執行状況を把握するため、取締役会や全社制策執行連絡会議に出席する
他、主要な稟議書、その他業務執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に

応じて当社およびグループ会社の取締役および使用人等から説明を求める
ことができることといたします。

ⅱ）当社およびグループ会社の取締役および使用人等は、重大なコンプライア
ンス違反や信用失墜を引き起こし会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事
実、あるいは業務に影響を与える重要な事項を発見した場合には、監査役
へ適時、適切な報告を行う体制を確保いたします。

ⅲ）通報相談窓口「ヘルプライン」の内部通報の運用状況やその内容について、
当社総務推進部担当取締役は適時、監査役会へ報告いたします。

《運用状況の概要》
・当事業年度は、方針に沿った体制を運用しております。
・総務推進部担当取締役は通報相談窓口「ヘルプライン」の内部通報の運用
状況やその内容を監査役会および取締役会へ適時報告しております。

⑩監査役へ前項の報告をしたことを理由として不利な取扱を受けないことを
確保するための体制
ⅰ）監査役へ前項の報告を行った当社およびグループ会社の取締役および使用

人等に対し、その報告の事実をもって不利な取扱はいたしません。
《運用状況の概要》
・当事業年度は、方針に沿った体制を運用しております。

⑪監査役の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還の手続その他の
当該職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
ⅰ）監査役の監査に係る費用は、その監査計画に応じて予算化することで、そ

の職務の円滑な執行を可能にいたします。
ⅱ）監査のために必要な費用の前払いまたは償還は、速やかに行います。
《運用状況の概要》
・当事業年度は、方針に沿った体制を運用しております。

⑫その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
ⅰ）監査役は、内部監査局および会計監査人と必要に応じ意見・情報の交換を

行い、またその判断により職務遂行に必要な調査、情報収集等が実施可能
な体制を構築いたします。

ⅱ）監査役は、内部監査局と緊密な連携を保つとともに、必要に応じて代表取
締役社長を通して内部監査局に調査を求めることといたします。

ⅲ）監査役会は、会計監査人である監査法人から会計監査の監査計画および監
査結果について説明を受けるとともに、情報交換を行うなど連携を図り効
果的な監査業務の遂行を図ります。

ⅳ）代表取締役と監査役会は、相互の意思疎通を図るため、定期的な会合をも
つことといたします。

《運用状況の概要》
・監査役は、定期的に内部監査局や会計監査人と情報・意見交換を行いまし
た。また、常勤監査役は内部統制委員会へ４回出席し議事を確認いたしま
した。

・当事業年度は、監査役会と代表取締役との協議の場を４回設けております。
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　当社は、持続的な企業価値の向上や、当社グループを取り巻く七媒体（株主、
消費者、流通、国・県・市町村、取引先、金融機関、従業員）との「響働」を実現
するため、法令、定款、社内規程等の遵守や、業務の有効性・効率性等の確保を
目的とする「内部統制システム構築の基本方針」を下記のとおり取締役会にて
決議しております。また、この内部統制システムを整備するとともに、定期的な
見直しや必要に応じた改善を行うことを通じて、適切な運用を図っております。

①当社およびグループ会社の取締役および使用人の職務の執行が法令および定款
に適合することを確保するための体制
ⅰ）当社およびグループ会社の取締役および使用人が、法令、定款を遵守し、

倫理を尊重する行動ができるように「コンプライアンス基本方針」「経営
理念」および「行動規範・指針」を定めます。そして、行動規範の基本原
則である法令を遵守し社会的倫理に即した企業活動を進めます。

ⅱ）コンプライアンスの推進のため、教育、研修を実施します。また、法令の
施行、改正情報などを調査し全社制策執行連絡会議において報告すること
で、各部署への周知徹底を図ります。

　　（注）「制策」は社内用語です。（以下、同じです。）
ⅲ）健全な会社経営のため、反社会的勢力および団体とは取引関係その他一切

の関わりを持たず、不当な要求に対しては組織全体として毅然とした態度
で対応いたします。

ⅳ）業務活動の改善提案およびコンプライアンスに関する疑問や違反行為等の
通報のため、社外を含めた複数の通報相談窓口「ヘルプライン」を設置い
たします。また、通報者の保護を徹底いたします。

ⅴ）当社は、代表取締役社長直轄の内部監査局を設置し、定期的に実施する内
部監査を通じて、業務実施状況の実態を把握し、当社およびグループ会社
の業務が法令、定款および社内諸規程に準拠して適正・妥当かつ合理的に
行われているか調査いたします。さらに、制度・組織・諸規程が適正・妥
当であるか確認することにより、財産の保全ならびに経営効率の向上に努
めるとともに、監査結果を監査役会および関係取締役に報告いたします。

ⅵ）金融商品取引法その他諸法令・諸基準に則り、財務報告の信頼性を確保す
るための内部統制システムを構築いたします。

《運用状況の概要》
・「コンプライアンス基本方針」をイントラネットに掲載するとともに、
「行動規範・指針－細則－」を全従業員に配布し、コンプライアンスに
対する意識を高める行動につながるよう周知、徹底を図っております。

・従業員のコンプライアンスに関する知識の向上と理解の促進を図るため
定期的に教育を行っております。

・女性活躍推進法や次世代育成支援対策推進法への対応として、行動計画を
策定・実施しております。

・ダイバーシティ&インクルージョン(D&I)推進の方針の下で部門横断プロ
ジェクトチームを結成し、「社内周知・意識改革」や「業務改善」というテーマ
の具体化に向けて検討し、施策を実行しました。その活動報告会には取締
役(社外含む)が参加し、社外協力機関からの助言を受けてその後の取組みに
つなげています。

・健康を重視した経営方針のもと、従業員への健康管理に係る教育を行い、
また、健康状況の相談のための機会を随時設けております。

・通報相談窓口「ヘルプライン」を従業員の誰もが利用できるように、「行動
規範・指針－細則－」に複数の相談先を記載し周知しております。また、
通報者が不利益を被らないよう、保護を徹底しております。

・内部監査局は財務報告の信頼性に係る内部統制の有効性の評価を行うほか、
グループ会社、製造工場、営業所等の事業拠点の監査を行ったうえ、その
結果を代表取締役社長や関係取締役、さらには監査役会へ報告を行って
おります。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
ⅰ）取締役会をはじめとする重要な会議の意思決定に係る記録や稟議書、取締

役の職務執行に係る情報について、文書管理規程を定め保存、管理いたし
ます。

ⅱ）文書の種類に応じ保管期間、管理責任部署、保管場所等を定めるとともに、
議事録等の重要文書類については、10年間閲覧可能な状態を維持いたし
ます。

《運用状況の概要》
・当事業年度は、方針に沿った体制を運用しております。

③損失の危険の管埋に関する規程その他の体制
ⅰ）当社は、業務執行に係る社会情勢の変化、販売および取引構造の変化、品

質保証関係、経済情勢等の変化、天変地異の災害・天候不順などの様々な
損失のリスクを認識し、それらの危険の大小や発生の可能性に応じ、事前
に適切な対応策を準備する等により、損失のリスクを最小限にすべく組織
的な対応を行います。具体的には、内部統制委員会の指示のもと、個々の
リスクごとに管理責任部署および責任者を定め体制を整えるとともに、リ
スク管理規程に基づき、定期的に対応策の見直し、教育の実施、周知徹底
を行います。

ⅱ）不測の事態が発生した場合には、代表取締役社長を本部長とする対策本部
を設置し、必要に応じ社外専門家の弁護士、公認会計士、税理士などにも

随時連絡・相談し迅速な対応を行い、損失を最小限に止める体制を整えます。
《運用状況の概要》
・新型感染症の従業員への感染リスク防止のための諸施策をグループ全体で
取り組みました。

・内部統制委員会では、コンプライアンス教育の実施状況や全社的なリスク
の対応状況の確認のほか、社外文書の決裁手続の見直しを行いました。

・財務報告の信頼性に係る内部統制の自己評価を実施することで財務報告上
のリスクに対する統制の有効性の確認を行っております。

・サスティナビリティの取組みとして、サスティナブル原料（サスティナブル
カカオ、RSPO認証パーム油）の調達・使用や包装材料としてのプラスチック
の総使用量の削減等に取り組んでおります。

・大規模災害が発生した際に、従業員とその家族の安否確認を行うシステム
を運用しております。

・従業員がソーシャルメディアを適切に利用するための教育を実施しており
ます。

・情報システムのサイバーセキュリティ強化に取り組んでおります。

④当社およびグループ会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを
確保するための体制
ⅰ）取締役の職務権限と担当業務を明確にし、計画的に開催する取締役会の他、

必要に応じて臨時取締役会を開催し、また、書面決議により意思決定を
迅速に行っていくことで職務執行の効率化を図ります。

ⅱ）当社が随時開催する全社制策執行連絡会議には、当社およびグループ会社
の取締役も出席したうえで、業務執行に関する基本事項および施策の実施
状況の報告や必要事項の連絡を行います。

ⅲ）常勤監査役は取締役会と全社制策執行連絡会議に出席し、意見陳述および
取締役の業務執行に関する監査等を行います。

《運用状況の概要》
・取締役の職務執行の意思決定の迅速化を図るべく、当事業年度は取締役会
を12回開催しております。

・全社制策執行連絡会議を９回開催することでグループ全体の職務執行の効
率化に向けた情報の共有を図っております。

・常勤監査役はすべての取締役会および全社制策執行連絡会議に出席して
おります。

⑤その他当社およびグループ会社から成る企業集団における業務の適正を確保
するための体制
ⅰ）グループ会社は当社との連携・情報共有を保ちつつ、自社の規模、事業の

性質、機関の設計その他会社の個性および特質を踏まえ当社準拠の内部統
制システムを整備いたします。

ⅱ）グループ会社の経営につきましては、当社関係部署の支援のもと、自主性

を尊重しつつ、四半期ごとに当社取締役会にて経営状況についての報告を、
また随時、全社制策執行連絡会議にて業務執行報告を受けることといた
します。さらに、重要案件については、当社関係取締役を交えた事前協議
を行います。

ⅲ）主要なグループ会社につきましては、当社の監査役が定期的に監査を行い
業務の適正を確保する体制を整備いたします。

《運用状況の概要》
・主要なグループ会社の代表取締役社長は、四半期ごとの取締役会で経営
状況の報告を行っております。また全社制策執行連絡会議に出席し、業務
執行についての報告を行っております。

・監査役は主要なグループ会社に対して監査を行っております。

⑥監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該
使用人に関する事項
ⅰ）監査役の職務を補助すべき使用人に関する部署として、監査役会事務室
（職員２名）を設置しております。

《運用状況の概要》
・監査役会事務室（内部監査局を含む他部署との兼任職員２名）により、その
職務を補助する体制を整えております。

⑦監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項
ⅰ）監査役が、その職務を補助すべき使用人に指示・命令した業務については、

当社の取締役および使用人は指揮命令の権限を有しません。
ⅱ）監査役の職務を補助すべき使用人の適切な職務遂行のため、人事評価、人

事異動、懲罰等の決定については、事前に当社の監査役の同意を必要と
いたします。

《運用状況の概要》
・当事業年度は、方針に沿った体制を運用しております。

⑧監査役の職務を補助すべき使用人に対する監査役の指示の実効性の確保に関
する事項
ⅰ）監査役の職務を補助すべき使用人は、その指示・命令に従い行動いたします。
《運用状況の概要》
・当事業年度は、方針に沿った体制を運用しております。

⑨当社およびグループ会社の取締役および使用人等が当社の監査役に報告をする
ための体制、その他の監査役への報告に関する体制
ⅰ）監査役は、当社およびグループ会社の重要な意思決定の過程および業務の

執行状況を把握するため、取締役会や全社制策執行連絡会議に出席する
他、主要な稟議書、その他業務執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に

応じて当社およびグループ会社の取締役および使用人等から説明を求める
ことができることといたします。

ⅱ）当社およびグループ会社の取締役および使用人等は、重大なコンプライア
ンス違反や信用失墜を引き起こし会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事
実、あるいは業務に影響を与える重要な事項を発見した場合には、監査役
へ適時、適切な報告を行う体制を確保いたします。

ⅲ）通報相談窓口「ヘルプライン」の内部通報の運用状況やその内容について、
当社総務推進部担当取締役は適時、監査役会へ報告いたします。

《運用状況の概要》
・当事業年度は、方針に沿った体制を運用しております。
・総務推進部担当取締役は通報相談窓口「ヘルプライン」の内部通報の運用
状況やその内容を監査役会および取締役会へ適時報告しております。

⑩監査役へ前項の報告をしたことを理由として不利な取扱を受けないことを
確保するための体制
ⅰ）監査役へ前項の報告を行った当社およびグループ会社の取締役および使用

人等に対し、その報告の事実をもって不利な取扱はいたしません。
《運用状況の概要》
・当事業年度は、方針に沿った体制を運用しております。

⑪監査役の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還の手続その他の
当該職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
ⅰ）監査役の監査に係る費用は、その監査計画に応じて予算化することで、そ

の職務の円滑な執行を可能にいたします。
ⅱ）監査のために必要な費用の前払いまたは償還は、速やかに行います。
《運用状況の概要》
・当事業年度は、方針に沿った体制を運用しております。

⑫その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
ⅰ）監査役は、内部監査局および会計監査人と必要に応じ意見・情報の交換を

行い、またその判断により職務遂行に必要な調査、情報収集等が実施可能
な体制を構築いたします。

ⅱ）監査役は、内部監査局と緊密な連携を保つとともに、必要に応じて代表取
締役社長を通して内部監査局に調査を求めることといたします。

ⅲ）監査役会は、会計監査人である監査法人から会計監査の監査計画および監
査結果について説明を受けるとともに、情報交換を行うなど連携を図り効
果的な監査業務の遂行を図ります。

ⅳ）代表取締役と監査役会は、相互の意思疎通を図るため、定期的な会合をも
つことといたします。

《運用状況の概要》
・監査役は、定期的に内部監査局や会計監査人と情報・意見交換を行いまし
た。また、常勤監査役は内部統制委員会へ４回出席し議事を確認いたしま
した。

・当事業年度は、監査役会と代表取締役との協議の場を４回設けております。

（2）株式会社の支配に関する基本方針
　当社は、財務および事業の方針の決定を支配する者は、安定的な成長を目指
し、企業価値を高め、株主共同の利益の増強に経営資源の集中を図るべきと考
えております。
　現時点では特別な方針は定めておりませんが、今後も引き続き社会情勢等の
変化を注視しつつ弾力的な検討を行ってまいります。
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連　結　貸　借　対　照　表
（2023年３月31日現在）

（単位：百万円）
資  産  の  部 負  債  の  部

40,416
16,183

76
13,684
4,370
614

4,624
866
△4

47,214
38,922
17,228
10,765
385

6,766
605

3,171
1,289
478
748
63

7,002
4,178
2,414
409

24,555
10,913
2,000
310
214

2,629
6,196
491

1,308
490

9,534
100

2,676
451
509
286

5,500
11

53,600
1,036
6,790
46,715
△941

△60
607

△753
86

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

ソ フ ト ウ エ ア

の れ ん

そ の 他

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
自 己 株 式

その他有価証券評価差額金
為 替換算調整勘定
退職給付に係る調整累計額

支払手形及び買掛金
短 期 借 入 金
１年内返済予定の長期借入金
リ ー ス 債 務
未 払 金
未 払 費 用
未 払 法 人 税 等
賞 与 引 当 金
そ の 他

社 債
長 期 借 入 金
リ ー ス 債 務
繰 延 税 金 負 債
役員退職慰労引当金
退職給付に係る負債
負 の の れ ん

資 　 産 　 合 　 計

純 　 資 　 産 　 の 　 部

負 債 純 資 産 合 計 87,630
純　資　産　合　計 53,540

負 　 債 　 合 　 計 34,090

87,630

流  動  資  産

固  定  資  産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

流  動  負  債

固  定  負  債

株  主  資  本

その他の包括利益累計額

　連結計算書類
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連　結　貸　借　対　照　表
（2023年３月31日現在）

（単位：百万円）
資  産  の  部 負  債  の  部

40,416
16,183

76
13,684
4,370
614

4,624
866
△4

47,214
38,922
17,228
10,765
385

6,766
605

3,171
1,289
478
748
63

7,002
4,178
2,414
409

24,555
10,913
2,000
310
214

2,629
6,196
491

1,308
490

9,534
100

2,676
451
509
286

5,500
11

53,600
1,036
6,790
46,715
△941

△60
607

△753
86

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

ソ フ ト ウ エ ア

の れ ん

そ の 他

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
自 己 株 式

その他有価証券評価差額金
為 替換算調整勘定
退職給付に係る調整累計額

支払手形及び買掛金
短 期 借 入 金
１年内返済予定の長期借入金
リ ー ス 債 務
未 払 金
未 払 費 用
未 払 法 人 税 等
賞 与 引 当 金
そ の 他

社 債
長 期 借 入 金
リ ー ス 債 務
繰 延 税 金 負 債
役員退職慰労引当金
退職給付に係る負債
負 の の れ ん

資 　 産 　 合 　 計

純 　 資 　 産 　 の 　 部

負 債 純 資 産 合 計 87,630
純　資　産　合　計 53,540

負 　 債 　 合 　 計 34,090

87,630

流  動  資  産

固  定  資  産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

流  動  負  債

固  定  負  債

株  主  資  本

その他の包括利益累計額

　連結計算書類

（2022年４月１日から2023年３月31日まで）
（単位：百万円）

 

6
78
15
42
52

1
72

8
27

8
0

118

6
111

4
55

0

602
78

97,383
75,420
21,963
20,349

1,613

270

46
1,838

118

178
1,778

681
1,096
1,096

売 上 総 利 益

営 業 利 益

受 取 利 息
受 取 配 当 金
受 取 賃 貸 料
助 成 金 収 入
為 替 差 益
負 の の れ ん 償 却 額
そ の 他

支 払 利 息
減 価 償 却 費
賃 貸 収 入 原 価
そ の 他

経　  常　  利　  益

投 資 有 価 証 券 売 却 益

固 定 資 産 処 分 損
減 損 損 失
投 資 有 価 証 券 売 却 損
投 資 有 価 証 券 評 価 損
そ の 他

売 上 高
売 上 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 　 業 　 外 　 収 　 益

営 　 業 　 外 　 費 　 用

特　  別　  利　  益

特　  別　  損　  失

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税
法 人 税 等 調 整 額
当 期 純 利 益
親会社株主に帰属する当期純利益

連　結　損　益　計　算　書

招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

参
考
書
類
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本

独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書
　2023年5月12日

株式会社  ブ ル ボ ン
　取 締 役 会　御中

太陽有限責任監査法人
　東京事務所

丸 田 力 也

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士

田 尻 慶 太

監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ブルボンの2022年４月１
日から2023年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連
結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠して、株式会社ブルボン及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に
係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行
った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」
に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び
連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載
内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の
報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、
当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程
において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に
重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内
容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場
合には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽
表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成

㊞
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することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する
責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執
行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は
誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において
独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬
により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影
響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。 
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を
通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示
リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断
による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものでは
ないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案する
ために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた
会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又
は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関す
る重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注
意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場
合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の
結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の
表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示して
いるかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する
十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督
及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施
過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求め
られているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関す
る規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及
び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告
を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により
記載すべき利害関係はない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本

独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書
　2023年5月12日

株式会社  ブ ル ボ ン
　取 締 役 会　御中

太陽有限責任監査法人
　東京事務所

丸 田 力 也

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士

田 尻 慶 太

監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ブルボンの2022年４月１
日から2023年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連
結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠して、株式会社ブルボン及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に
係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行
った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」
に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び
連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載
内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の
報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、
当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程
において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に
重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内
容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場
合には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽
表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成
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することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する
責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執
行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は
誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において
独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬
により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影
響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。 
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を
通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示
リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断
による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものでは
ないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案する
ために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた
会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又
は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関す
る重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注
意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場
合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の
結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の
表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示して
いるかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する
十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督
及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施
過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求め
られているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関す
る規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及
び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告
を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により
記載すべき利害関係はない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上

監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ブルボンの2022年４月１
日から2023年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連
結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠して、株式会社ブルボン及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に
係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行
った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」
に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び
連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載
内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の
報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、
当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程
において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に
重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内
容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場
合には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽
表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成

することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する
責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執
行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は
誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において
独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬
により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影
響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。 
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を
通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示
リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断
による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものでは
ないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案する
ために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた
会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又
は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関す
る重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注
意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場
合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の
結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の
表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示して
いるかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する
十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督
及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施
過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求め
られているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関す
る規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及
び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告
を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により
記載すべき利害関係はない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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－ 30－

監査役会の監査報告書　謄本

監　査　報　告　書
　当監査役会は、2022年４月１日から2023年３月31日までの第147期事業年度の取締
役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査
報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
⑴　監査役会は、監査方針、監査計画、職務分担等を定め、各監査役から監査の
実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその
職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

⑵　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査方針、監査
計画、職務分担等に従い、web会議システムも活用しながら取締役、内部監
査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備
に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執
行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲
覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査しました。ま
た、子会社については、子会社の取締役及び使用人等と意思疎通及び情報の交
換を図り、子会社に対し事業の報告を求め、その業務及び財産の状況を調査し
ました。

②　事業報告に記載されている、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合する
ことを確保するための体制、その他株式会社及びその子会社から成る企業集団
の業務の適正を確保するために必要なものとして、会社法施行規則第100条第
１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議
に基づき整備されている体制(内部統制システム)について、取締役及び使用人等
からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明
を求め、意見を表明しました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監
視するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必
要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行
われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事
項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）
等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類
（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明
細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計
算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく
示しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重
大な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。
また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務
の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認め
ます。

⑶　連結計算書類の監査結果
会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認め
ます。

　　　2023年5月22日



－ 31－

監査役会の監査報告書　謄本

監　査　報　告　書
　当監査役会は、2022年４月１日から2023年３月31日までの第147期事業年度の取締
役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査
報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
⑴　監査役会は、監査方針、監査計画、職務分担等を定め、各監査役から監査の
実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその
職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
⑵　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査方針、監査
計画、職務分担等に従い、web会議システムも活用しながら取締役、内部監
査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備
に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執
行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲
覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査しました。ま
た、子会社については、子会社の取締役及び使用人等と意思疎通及び情報の交
換を図り、子会社に対し事業の報告を求め、その業務及び財産の状況を調査し
ました。
②　事業報告に記載されている、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合する
ことを確保するための体制、その他株式会社及びその子会社から成る企業集団
の業務の適正を確保するために必要なものとして、会社法施行規則第100条第
１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議
に基づき整備されている体制(内部統制システム)について、取締役及び使用人等
からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明
を求め、意見を表明しました。
③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監
視するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必
要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行
われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事
項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）
等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類
（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明
細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計
算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく
示しているものと認めます。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重
大な事実は認められません。
③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。
また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務
の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認め
ます。
⑶　連結計算書類の監査結果
会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認め
ます。

　　　2023年5月22日

　当監査役会は、2022年４月１日から2023年３月31日までの第147期事業年度の取締
役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査
報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
⑴　監査役会は、監査方針、監査計画、職務分担等を定め、各監査役から監査の
実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその
職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
⑵　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査方針、監査
計画、職務分担等に従い、web会議システムも活用しながら取締役、内部監
査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備
に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執
行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲
覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査しました。ま
た、子会社については、子会社の取締役及び使用人等と意思疎通及び情報の交
換を図り、子会社に対し事業の報告を求め、その業務及び財産の状況を調査し
ました。
②　事業報告に記載されている、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合する
ことを確保するための体制、その他株式会社及びその子会社から成る企業集団
の業務の適正を確保するために必要なものとして、会社法施行規則第100条第
１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議
に基づき整備されている体制(内部統制システム)について、取締役及び使用人等
からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明
を求め、意見を表明しました。
③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監
視するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必
要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行
われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事
項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）
等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類
（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明
細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計
算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく
示しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重
大な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。
また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務
の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認め
ます。

⑶　連結計算書類の監査結果
会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認め
ます。

　　　2023年5月22日

株式会社ブルボン　監査役会

常勤監査役 佐 藤 一 也
常勤監査役 植 木 敏 彦

社外監査役 宮 本 照 雄
社外監査役 川 上 悦 男

㊞

㊞

㊞

㊞
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貸　借　対　照　表
（2023年３月31日現在）

（単位：百万円）
資  産  の  部 負  債  の  部

38,924
14,831

76
13,441
4,195
595

4,368
257

1,578
1,012
81

△1,513
47,265
38,723
16,102
1,109
10,616

30
364

6,747
587

3,165
1,217
676
478
62

7,324
3,047
1,121

2
0

2,613
46

2,446
317

△2,269

23,824
10,589
2,000
299
207

2,559
5,948
476
447

1,273
22

9,063
100

2,608
437

5,618
286
11

52,700
1,036

10,064
52

10,012
43,137
259

25,030
17,848

△1,538
601
601

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原材料及び貯蔵品
前 払 費 用
短 期 貸 付 金
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工具、器具及び備品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

の れ ん
ソ フ ト ウ エ ア
そ の 他

投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
出 資 金
関 係 会 社 出 資 金
関係会社長期貸付金
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

資 本 準 備 金
その他資本剰余金

利 益 準 備 金
その他利益剰余金
別 途 積 立 金
繰 越 利 益 剰 余 金

その他有価証券評価差額金

買 掛 金
短 期 借 入 金
1年内返済予定の長期借入金
リ ー ス 債 務
未 払 金
未 払 費 用
未 払 法 人 税 等
預 り 金
賞 与 引 当 金
そ の 他

社 債
長 期 借 入 金
リ ー ス 債 務
退 職 給 付 引 当 金
役員退職慰労引当金
負 の の れ ん

資 　 産 　 合 　 計

純 　 資 　 産 　 の 　 部

負 債 純 資 産 合 計 86,189
純　資　産　合　計 53,302

負 　 債 　 合 　 計 32,887

86,189

流  動  資  産

固  定  資  産
有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

流  動  負  債

固  定  負  債

株  主  資  本
資 本 金
資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式
評 価 ・ 換 算 差 額 等

　計算書類
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貸　借　対　照　表
（2023年３月31日現在）

（単位：百万円）
資  産  の  部 負  債  の  部

38,924
14,831

76
13,441
4,195
595

4,368
257

1,578
1,012
81

△1,513
47,265
38,723
16,102
1,109
10,616

30
364

6,747
587

3,165
1,217
676
478
62

7,324
3,047
1,121

2
0

2,613
46

2,446
317

△2,269

23,824
10,589
2,000
299
207

2,559
5,948
476
447

1,273
22

9,063
100

2,608
437

5,618
286
11

52,700
1,036

10,064
52

10,012
43,137
259

25,030
17,848

△1,538
601
601

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原材料及び貯蔵品
前 払 費 用
短 期 貸 付 金
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工具、器具及び備品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

の れ ん
ソ フ ト ウ エ ア
そ の 他

投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
出 資 金
関 係 会 社 出 資 金
関係会社長期貸付金
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

資 本 準 備 金
その他資本剰余金

利 益 準 備 金
その他利益剰余金
別 途 積 立 金
繰 越 利 益 剰 余 金

その他有価証券評価差額金

買 掛 金
短 期 借 入 金
1年内返済予定の長期借入金
リ ー ス 債 務
未 払 金
未 払 費 用
未 払 法 人 税 等
預 り 金
賞 与 引 当 金
そ の 他

社 債
長 期 借 入 金
リ ー ス 債 務
退 職 給 付 引 当 金
役員退職慰労引当金
負 の の れ ん

資 　 産 　 合 　 計

純 　 資 　 産 　 の 　 部

負 債 純 資 産 合 計 86,189
純　資　産　合　計 53,302

負 　 債 　 合 　 計 32,887

86,189

流  動  資  産

固  定  資  産
有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

流  動  負  債

固  定  負  債

株  主  資  本
資 本 金
資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式
評 価 ・ 換 算 差 額 等

　計算書類
損　益　計　算　書

（2022年４月１日から2023年３月31日まで）
（単位：百万円）

 

76
76
84

228
1

151

8
74

223
28

118
376

6
111

4
55

0

561
79

93,775
72,842
20,932
19,494

1,438

619

335
1,721

494

178
2,038

640
1,397

売 上 総 利 益

営 業 利 益

受 取 利 息
受 取 配 当 金
受 取 賃 貸 料
為 替 差 益
負 の の れ ん 償 却 額
そ の 他

支 払 利 息
賃 貸 収 入 原 価
貸 倒 引 当 金 繰 入 額
そ の 他

経　  常　  利　  益

投 資 有 価 証 券 売 却 益
抱 合 せ 株 式 消 滅 差 益

固 定 資 産 処 分 損
減 損 損 失
投 資 有 価 証 券 売 却 損
投 資 有 価 証 券 評 価 損
そ の 他

売 上 高
売 上 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 　 業 　 外 　 収 　 益

営 　 業 　 外 　 費 　 用

特　  別　  利　  益

特　  別　  損　  失

税 引 前 当 期 純 利 益
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税
法 人 税 等 調 整 額
当 期 純 利 益
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集
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知
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計
算
書
類

参
考
書
類
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会計監査人の監査報告書　謄本

独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書
2023年5月12日

株式会社  ブ ル ボ ン
　取 締 役 会　御中

太陽有限責任監査法人
　東京事務所

丸 田 力 也

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士

田 尻 慶 太

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ブルボンの2022年
４月１日から2023年３月31日までの第147期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」
という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点にお
いて適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行
った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に
記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独
立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意
見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載
内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の
報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、
当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程に
おいて、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要
な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に
重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場
合には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
 
計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計
算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示
のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び
運用することが含まれる。

㊞

㊞

　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成する
ことが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任
がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執
行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤
謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独
立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬によ
り発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与
えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を
通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示
リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断
による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな
いが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するた
めに、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた
会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又
は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関す
る重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意
を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合
は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論
は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、
企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表
示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示している
かどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施
過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求め
られているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関す
る規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及
び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告
を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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会計監査人の監査報告書　謄本

独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書
2023年5月12日

株式会社  ブ ル ボ ン
　取 締 役 会　御中

太陽有限責任監査法人
　東京事務所

丸 田 力 也

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士

田 尻 慶 太

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ブルボンの2022年
４月１日から2023年３月31日までの第147期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」
という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点にお
いて適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行
った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に
記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独
立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意
見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載
内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の
報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、
当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程に
おいて、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要
な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に
重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場
合には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
 
計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計
算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示
のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び
運用することが含まれる。

㊞

㊞

　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成する
ことが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任
がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執
行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤
謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独
立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬によ
り発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与
えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を
通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示
リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断
による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな
いが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するた
めに、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた
会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又
は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関す
る重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意
を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合
は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論
は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、
企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表
示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示している
かどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施
過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求め
られているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関す
る規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及
び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告
を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上

以　上

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ブルボンの2022年
４月１日から2023年３月31日までの第147期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」
という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点にお
いて適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行
った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に
記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独
立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意
見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載
内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の
報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、
当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程に
おいて、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要
な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に
重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場
合には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
 
計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計
算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示
のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び
運用することが含まれる。

　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成する
ことが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任
がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執
行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤
謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独
立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬によ
り発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与
えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を
通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示
リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断
による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな
いが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するた
めに、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた
会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又
は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関す
る重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意
を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合
は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論
は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、
企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表
示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示している
かどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施
過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求め
られているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関す
る規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及
び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告
を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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議案および参考事項
第１号議案　剰余金処分の件

　当社は株主の皆様への利益還元を経営上の重要課題として安定配当の維持を
基本と考え、また内部留保については経営体質の強化と今後の事業展開等を勘
案して、第147期の期末配当は以下のとおりとさせていただきたいと存じます。

１．期末配当に関する事項
（1） 配当財産の種類

　　　金銭といたします。
（2） 株主に対する配当財産の割当に関する事項およびその総額

　当社普通株式１株当たり　　　 金13円
　総額　　　　　　　　312,317,031円
なお、中間配当金として1株当たり13円をお支払いしておりますので、
当期の年間配当金は1株当たり26円となります。

（3） 剰余金の配当が効力を生じる日
　　2023年 6 月30日

２．その他の剰余金の処分に関する事項
該当事項はありません。

〔株主総会参考書類〕
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議案および参考事項
第１号議案　剰余金処分の件

　当社は株主の皆様への利益還元を経営上の重要課題として安定配当の維持を
基本と考え、また内部留保については経営体質の強化と今後の事業展開等を勘
案して、第147期の期末配当は以下のとおりとさせていただきたいと存じます。

１．期末配当に関する事項
（1） 配当財産の種類

　　　金銭といたします。
（2） 株主に対する配当財産の割当に関する事項およびその総額

　当社普通株式１株当たり　　　 金13円
　総額　　　　　　　　312,317,031円
なお、中間配当金として1株当たり13円をお支払いしておりますので、
当期の年間配当金は1株当たり26円となります。

（3） 剰余金の配当が効力を生じる日
　　2023年 6 月30日

２．その他の剰余金の処分に関する事項
該当事項はありません。

〔株主総会参考書類〕
第２号議案　取締役16名選任の件

　取締役17名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となります。
　つきましては、取締役会において戦略的かつ機動的に意思決定が行えるよう
１名減員し、取締役16名の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番号

１

２

３

４

５

６

７

８

９

１０

１１

１２

１３

１４

１５

１６

代表取締役社長

代表取締役専務

社外取締役

社外取締役

社外取締役

社外取締役

社外取締役

常務取締役
執行役員

12/12回

12/12回

12/12回

12/12回

12/12回

12/12回

12/12回

12/12回

12/12回

11/12回

10/10回

12/12回

12/12回

10/12回

12/12回

12/12回

再任

再任

再任

再任

再任

再任

再任

再任

再任

再任

再任

再任

再任

再任

再任

再任

36年

21年

19年

29年

11年

6年

5年

5年

5年

4年

1年

7年

4年

4年

2年

2年

吉 田 　 　 康

山 﨑 　 幸 治

浅 野 　 和 男

大 竹 　 一 弘

吉 川 　 　 実

横 田 　 　 昇

諸 橋 　 文 弘

坂 井 　 裕 次

井 手 　 規 秀

中 野 　 　 隆

吉 田 　 匡 慶

河 端 　 和 雄

佐 々 木 広 介

尾 関 　 幸 美

櫻 井 　 孝 男

上 杉 奈 保 美

よし だ　　　   やすし

やまざき　　こう  じ

あさ の　　　かず お

おおたけ　　かずひろ

きっかわ　　　  みのる

よこ た　　　　 のぼる

もろはし　　ふみひろ

さか い　　　ゆう じ

 い　で　　  のりひで

なか の　　　　 たかし

よし だ　　  まさよし

かわばた　 　 かず お

 さ　さ　き  こうすけ

 お  ぜき　 　 ゆき み

 さくらい　　 たか お

うえすぎ な   お  み

氏　名 現在の当社における
地位および担当

在任
年数

取締役会
出席回数

常務取締役
執行役員
常務取締役
執行役員国際営業部長

取締役
執行役員人事企画部長
取締役
執行役員設備開発管理部長
取締役
執行役員第二兼第三製品開発部長
取締役　執行役員
　　　　マーケティング部長
　　兼　エリア営業部長

取締役　執行役員
　　　　統合企画部長
　　兼　デジタル推進部長

取締役
執行役員総務推進部長

在任年数は就任より本株主総会終結の時までの年数です。（注）
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候補者
番　号

氏　名
（生年月日） 略歴、当社における地位、担当および重要な兼職の状況

〔取締役候補者とした理由〕
　吉田康氏は、入社以来、主に開発、製造関連業務に携わり、1987年取締役に就任し、開発担当役員などを
経て、1996年に社長に就任して現在に至るまで、社長を務めております。経営者としての豊富な経験に基
づき、企業価値向上を目指し強い指導力を発揮し、経営理念とする「集団の生存性」を高めております。
　今後もグローバルな事業経営を推進し持続的な企業価値の向上を目指すに適切な人材と判断し、引き続き
取締役として選任をお願いするものであります。

1

当社入社
当社第二製造企画部長
当社取締役第二製造企画部長
当社常務取締役
当社専務取締役
当社常務取締役
当社代表取締役社長
現在に至る

1979年
1986年
1987年
1989年
1990年
1992年
1996年

４月
12月
２月
７月
２月
10月
１月

〔重要な兼職の状況〕
　　　公益財団法人ブルボン吉田記念財団代表理事
　　　吉田興産株式会社取締役
　　　北日本興産株式会社取締役
　　　株式会社ブルボン再生医科学研究所代表取締役

吉 田  　康
（1955年５月24日生）

よし だ 　 やすし

1,173,002株
所有する当社株式数

4,900株
所有する当社株式数

2

当社入社
当社財務管理部会計管理課課長代理
当社財務管理部次長
当社財務管理部長
当社取締役財務管理部長
当社常務取締役財務管理部長
当社代表取締役専務財務管理部長
当社代表取締役専務
現在に至る

1973年
2000年
2001年
2002年
2002年
2007年
2018年
2023年

３月
11月
３月
６月
６月
６月
６月
３月

〔取締役候補者とした理由〕
　山﨑幸治氏は、入社以来、財務・会計業務などに携わり、2002年に取締役に就任し2007年から現在に至
るまで人智財本部長として、財務、人事、総務部署を統括し、業務システムの改革やガバナンス強化に貢献し
ております。
　今後も豊富な経験と事業経営に関する知見を有していることから適切な人材と判断し、引き続き取締役と
して選任をお願いするものであります。

山 﨑 幸 治
（1954年６月９日生）

やま ざき こう じ
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候補者
番　号

氏　名
（生年月日） 略歴、当社における地位、担当および重要な兼職の状況

〔取締役候補者とした理由〕
　吉田康氏は、入社以来、主に開発、製造関連業務に携わり、1987年取締役に就任し、開発担当役員などを
経て、1996年に社長に就任して現在に至るまで、社長を務めております。経営者としての豊富な経験に基
づき、企業価値向上を目指し強い指導力を発揮し、経営理念とする「集団の生存性」を高めております。
　今後もグローバルな事業経営を推進し持続的な企業価値の向上を目指すに適切な人材と判断し、引き続き
取締役として選任をお願いするものであります。

1

当社入社
当社第二製造企画部長
当社取締役第二製造企画部長
当社常務取締役
当社専務取締役
当社常務取締役
当社代表取締役社長
現在に至る

1979年
1986年
1987年
1989年
1990年
1992年
1996年

４月
12月
２月
７月
２月
10月
１月

〔重要な兼職の状況〕
　　　公益財団法人ブルボン吉田記念財団代表理事
　　　吉田興産株式会社取締役
　　　北日本興産株式会社取締役
　　　株式会社ブルボン再生医科学研究所代表取締役

吉 田  　康
（1955年５月24日生）

よし だ 　 やすし

1,173,002株
所有する当社株式数

4,900株
所有する当社株式数

2

当社入社
当社財務管理部会計管理課課長代理
当社財務管理部次長
当社財務管理部長
当社取締役財務管理部長
当社常務取締役財務管理部長
当社代表取締役専務財務管理部長
当社代表取締役専務
現在に至る

1973年
2000年
2001年
2002年
2002年
2007年
2018年
2023年

３月
11月
３月
６月
６月
６月
６月
３月

〔取締役候補者とした理由〕
　山﨑幸治氏は、入社以来、財務・会計業務などに携わり、2002年に取締役に就任し2007年から現在に至
るまで人智財本部長として、財務、人事、総務部署を統括し、業務システムの改革やガバナンス強化に貢献し
ております。
　今後も豊富な経験と事業経営に関する知見を有していることから適切な人材と判断し、引き続き取締役と
して選任をお願いするものであります。

山 﨑 幸 治
（1954年６月９日生）

やま ざき こう じ

候補者
番　号

氏　名
（生年月日） 略歴、当社における地位、担当および重要な兼職の状況

4

当社入社
当社販売計測部長兼総務部庶務課長
当社取締役販売計測部長兼総務部庶務課長
当社取締役販売企画部長
当社取締役第三営業部長兼営業管理部長
当社取締役営業管理部長
当社取締役西日本営業部長
当社取締役西日本営業部長
　　　　兼業務用販売部長
当社取締役営業部長
当社取締役中国事業部長
当社取締役国際営業部長
当社常務取締役国際営業部長
当社常務取締役執行役員国際営業部長
現在に至る

1977年
1994年
1994年
1996年
2000年
2002年
2004年
2009年

2014年
2015年
2017年
2017年
2020年

４月
５月
６月
４月
11月
３月
３月
３月

６月
６月
３月
５月
６月

〔重要な兼職の状況〕
　　　波路梦（長興）食品有限公司董事長
　　　波路梦（上海）商貿有限公司董事長

〔取締役候補者とした理由〕
　大竹一弘氏は、入社以来、営業関連業務に携わり、1994年に取締役販売計測部長に就任し、2017年か
らは常務取締役国際営業部長として、グループ会社である中国２法人の董事長を兼務し、経営基盤の強化に
貢献するとともに、2018年より開発開拓本部長として、製品開発をはじめ国内外の営業組織を統括し開発
開拓体制の強化に取り組んでおります。
　今後も国内外の業績拡大に向け、豊富な経験・知見を有していることから適切な人材と判断し、引き続き
取締役として選任をお願いするものであります。

当社入社
当社製造企画部次長
当社第二製造企画部次長
当社品質保証部次長
当社品質保証部長
当社取締役品質保証部長
当社常務取締役品質保証部長
当社常務取締役
当社常務取締役執行役員
当社常務取締役執行役員統合企画部長
当社常務取締役執行役員
現在に至る

1975年
1996年
1999年
2000年
2004年
2004年
2007年
2012年
2020年
2021年
2022年

４月
４月
３月
８月
５月
６月
６月
３月
６月
３月
６月

3

〔取締役候補者とした理由〕
　浅野和男氏は、入社以来、開発、製造関連業務に携わり、2004年に取締役に就任し、2012年からは製造
保証本部長として工場管理、品質保証、原材料調達業務、品質管理システム等を統括して、「品質保証第一
主義」の徹底と工場再構築計画策定に貢献し、現在では経営企画研究本部長としてSDGs推進による問題解決
が企業の成長につながるように取り組んでおります。
　今後も製造関連知識および多方面にわたる豊富な経験を有していることから適切な人材と判断し、引き続き
取締役として選任をお願いするものであります。

あさ の かず お

浅 野 和 男
（1951年９月５日生）

6,100株
所有する当社株式数

8,400株
所有する当社株式数

おお たけ かず ひろ

大 竹 一 弘
（1953年４月12日生）
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候補者
番　号

氏　名
（生年月日） 略歴、当社における地位、担当および重要な兼職の状況

横 田 　 昇
（1961年３月24日生）

よこ た のぼる

〔取締役候補者とした理由〕
　横田昇氏は、入社以来、工場の労務管理、人事関連業務に携わり、2017年に取締役人事企画部長に就任し、
現在は従業員が活き活きと働くことのできる職場環境の構築や働き方改革を推進しております。
　今後も豊富な業務経験と人事・労務管理に関する知見を有していることから適切な人材と判断し、引き続き
取締役として選任をお願いするものであります。

6

500株
所有する当社株式数

当社入社
当社製造管理部労務管理課課長代理
当社人事企画部次長兼労務企画課長
当社人事企画部長兼安全衛生管理室室長代理
当社人事企画部長
当社取締役人事企画部長
当社取締役執行役員人事企画部長
現在に至る

1979年
2003年
2011年
2015年
2017年
2017年
2020年

３月
６月
５月
６月
３月
６月
６月

〔取締役候補者とした理由〕
　吉川実氏は、入社以来、開発、品質保証など製造関連業務に携わり、2012年に取締役品質保証部長に就任し、
ＣＳ顧客満足度向上に努め、さらに現在では製造保証本部長として工場管理、品質保証、原材料調達業務、
品質管理システム等を統括して「品質保証第一主義」の徹底と工場再構築計画策定に貢献しております。
　今後も豊富な業務経験による知見を有していることから適切な人材と判断し、引き続き取締役として選任を
お願いするものであります。

当社入社
当社製品開発部製品開発二課長
当社品質保証部次長兼製造監査課長
当社品質保証部部長代理兼製造監査課長
当社品質保証部長
当社取締役品質保証部長
当社常務取締役執行役員品質保証部長
当社常務取締役執行役員
現在に至る

1983年
2005年
2007年
2010年
2012年
2012年
2020年
2022年

４月
２月
３月
３月
３月
６月
６月
３月

5
吉 川 　 実

（1960年10月28日生）

きっ かわ 　 みのる

〔重要な兼職の状況〕
　　　波路梦（長興）食品有限公司副董事長2,200株

所有する当社株式数
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候補者
番　号

氏　名
（生年月日） 略歴、当社における地位、担当および重要な兼職の状況

〔取締役候補者とした理由〕
　坂井裕次氏は、入社以来、開発、製造関連業務に携わり、2018年に取締役第二製品開発部長に就任し、現在は
取締役第二製品開発部長兼第三製品開発部長として、チョコレート、焼菓子、糖菓・デザート、米菓・スナック・
豆菓子、機能性食品、飲料・食品、酒類・自販機専用商品、冷蔵・冷凍商品などのカテゴリーにおいて、顧客ニーズ
に応えた新製品開発を継続して主導し売上に貢献しております。
　今後も豊富な業務経験による知見を有していることから適切な人材と判断し、引き続き取締役として選任を
お願いするものであります。

坂 井 裕 次
（1971年11月21日生）

さか い じゆう8

700株
所有する当社株式数

諸 橋 文 弘
（1962年11月３日生）

もろ はし ひろふみ

〔取締役候補者とした理由〕
　諸橋文弘氏は、入社以来、生産ラインの製造機械の開発・保守管理および工場長など製造関連業務に携わり、
2018年に取締役施設管理部長に就任し生産設備関係をはじめ工場棟建築や製造設備の外部調達など、継続
して工場再構築の推進に貢献しております。
　今後も豊富な業務経験と建築・製造設備に関する知見を有していることから適切な人材と判断し、引き続き
取締役として選任をお願いするものであります。

7

1,600株
所有する当社株式数

当社入社
北日本羽黒食品株式会社羽黒工場工務管理課課長代理
北日本五泉食品株式会社五泉工場長
当社製造管理部次長兼工務管理二課長
当社施設管理部次長兼建築課長
当社施設管理部部長代理
当社施設管理部長
当社取締役施設管理部長
当社取締役設備開発管理部長 
当社取締役執行役員設備開発管理部長
現在に至る

1983年
2001年
2004年
2007年
2014年
2016年
2018年
2018年
2020年
2020年

４月
５月
５月
１月
５月
３月
５月
６月
３月
６月

当社入社
当社製品開発部製品開発六課課長代理
当社製品開発部製品開発十課長
当社製品開発部次長兼海外製品開発課長
当社第一製品開発部部長代理
当社第二製品開発部長
当社取締役第二製品開発部長
当社取締役第一製品開発部長
当社取締役執行役員第一製品開発部長
当社取締役執行役員第二製品開発部長
　　　　　　　　兼第三製品開発部長
現在に至る

1995年
2007年
2009年
2012年
2017年
2018年
2018年
2019年
2020年
2021年

４月
３月
３月
３月
３月
３月
６月
３月
６月
３月
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候補者
番　号

氏　名
（生年月日） 略歴、当社における地位、担当および重要な兼職の状況

〔取締役候補者とした理由〕
　中野隆氏は、入社以来、開発、製造関連で経験を積んだ後、2004年に豊浦工場長に就任し、複数の工場長を歴
任し製造関連業務全般に携わり、2019年に取締役総務推進部長に就任し、会社法をはじめとする法務対応、
庶務管理、広報・ＩＲ関連業務や地域のスポーツ、文化・芸術・福祉活動の支援を通して地域社会の活性化に貢献
しております。
　今後も豊富な業務経験による知見を有していることから適切な人材と判断し、引き続き取締役として選任を
お願いするものであります。

中 野 　 隆
（1967年１月１日生）

なか の たかし
10

600株
所有する当社株式数

井 手 規 秀
（1973年12月12日生）

い で ひでのり

〔取締役候補者とした理由〕
　井手規秀氏は、入社以来、営業の第一線で経験を積み重ね、2018年には取締役西日本営業部長に就任し、
現在は取締役エリア営業部長として量販店、ＣＶＳをはじめとする営業関連の責任者として売上に継続して貢献
しております。
　今後も豊富な業務経験による知見と流通における幅広い人脈を有していることから適切な人材と判断し、引き
続き取締役として選任をお願いするものであります。

9

400株
所有する当社株式数

当社入社
北日本豊浦食品株式会社豊浦工場長
当社本社工場長
株式会社レーマン和光工場長（出向）
当社上越工場長
当社総務推進部部長代理
当社取締役総務推進部長
当社取締役執行役員総務推進部長
現在に至る

1987年
2004年
2007年
2010年
2015年
2019年
2019年
2020年

３月
３月
１月
３月
３月
４月
６月
６月

当社入社
当社大分出張所所長代理
当社西日本営業部地域営業二課課長代理
当社西日本営業部営業二課長
当社西日本営業部次長兼営業二課長
当社西日本営業部部長代理
当社西日本営業部長
当社取締役西日本営業部長
当社取締役東日本営業部長
　　　　兼西日本営業部長
当社取締役エリア営業部長
当社取締役執行役員エリア営業部長
当社取締役執行役員マーケティング部長
　　　　　　　　　　兼エリア営業部長
現在に至る

1996年
2003年
2008年
2010年
2016年
2017年
2018年
2018年
2019年

2020年
2020年
2023年

４月
11月
３月
３月
３月
３月
３月
６月
４月

３月
６月
３月
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候補者
番　号

氏　名
（生年月日） 略歴、当社における地位、担当および重要な兼職の状況

〔取締役候補者とした理由〕
　中野隆氏は、入社以来、開発、製造関連で経験を積んだ後、2004年に豊浦工場長に就任し、複数の工場長を歴
任し製造関連業務全般に携わり、2019年に取締役総務推進部長に就任し、会社法をはじめとする法務対応、
庶務管理、広報・ＩＲ関連業務や地域のスポーツ、文化・芸術・福祉活動の支援を通して地域社会の活性化に貢献
しております。
　今後も豊富な業務経験による知見を有していることから適切な人材と判断し、引き続き取締役として選任を
お願いするものであります。

中 野 　 隆
（1967年１月１日生）

なか の たかし
10

600株
所有する当社株式数

井 手 規 秀
（1973年12月12日生）

い で ひでのり

〔取締役候補者とした理由〕
　井手規秀氏は、入社以来、営業の第一線で経験を積み重ね、2018年には取締役西日本営業部長に就任し、
現在は取締役エリア営業部長として量販店、ＣＶＳをはじめとする営業関連の責任者として売上に継続して貢献
しております。
　今後も豊富な業務経験による知見と流通における幅広い人脈を有していることから適切な人材と判断し、引き
続き取締役として選任をお願いするものであります。

9

400株
所有する当社株式数

当社入社
北日本豊浦食品株式会社豊浦工場長
当社本社工場長
株式会社レーマン和光工場長（出向）
当社上越工場長
当社総務推進部部長代理
当社取締役総務推進部長
当社取締役執行役員総務推進部長
現在に至る

1987年
2004年
2007年
2010年
2015年
2019年
2019年
2020年

３月
３月
１月
３月
３月
４月
６月
６月

当社入社
当社大分出張所所長代理
当社西日本営業部地域営業二課課長代理
当社西日本営業部営業二課長
当社西日本営業部次長兼営業二課長
当社西日本営業部部長代理
当社西日本営業部長
当社取締役西日本営業部長
当社取締役東日本営業部長
　　　　兼西日本営業部長
当社取締役エリア営業部長
当社取締役執行役員エリア営業部長
当社取締役執行役員マーケティング部長
　　　　　　　　　　兼エリア営業部長
現在に至る

1996年
2003年
2008年
2010年
2016年
2017年
2018年
2018年
2019年

2020年
2020年
2023年

４月
11月
３月
３月
３月
３月
３月
６月
４月

３月
６月
３月

候補者
番　号

氏　名
（生年月日） 略歴、当社における地位、担当および重要な兼職の状況

11

日本アジア投資株式会社入社
日本アジア投資株式会社退社
株式会社北海道銀行入社
株式会社北海道銀行退社
当社入社
当社製造管理部製造業務推進課長
当社製造管理部次長
当社統合企画部部長代理
当社統合企画部長
当社執行役員統合企画部長
当社執行役員デジタル推進部長
当社取締役執行役員統合企画部長
　　　　　　兼デジタル推進部長
現在に至る

2005年
2007年
2008年 
2014年
2014年
2017年
2018年
2019年
2020年
2020年
2021年
2022年

４月
12月
４月
９月
10月
３月
３月
３月
３月
６月
３月
６月

〔取締役候補者とした理由〕
　吉田匡慶氏は、入社以来、本社および工場にて製造管理関連で経験を積んだ後、2020年には統合企画部長と
して商品開発、ＣＳＲおよび企業ＣＭ活動等を統括し、2022年には当社取締役統合企画部長兼デジタル推進
部長に就任しております。財務・会計に関する知見、工場製造に係る経験および経営企画等に関する知識を有し、
幅広く適切に対応できる人材と判断し引き続き取締役として選任をお願いするものであります。

吉 田 匡 慶
（1981年12月22日生）

よし だ まさ よし

686,278株
所有する当社株式数

12

住友商事株式会社入社
住友商事株式会社油脂部長
住友商事株式会社油脂部長
　兼株式会社J-オイルミルズ取締役
住友商事株式会社退社
株式会社Ｊ-オイルミルズ取締役常務執行役員
株式会社Ｊ-オイルミルズ代表取締役専務執行役員
　兼豊年リーバ株式会社代表取締役社長
株式会社Ｊ-オイルミルズ代表取締役副社長
株式会社Ｊ-オイルミルズ特別顧問
株式会社Ｊ-オイルミルズ特別顧問退任
当社社外取締役
現在に至る

1973年
1997年
2002年

2004年
2004年
2007年

2010年
2012年
2014年
2016年

４月
４月
12月

６月
６月
６月

６月
６月
６月
６月

〔社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要〕
　河端和雄氏は、長年にわたる総合商社での世界の食糧事情や国際間取引にも精通した経験や、製油業界3社に
よる経営統合・再編を主導し、設立会社の取締役に就任してから10年間再建に携わる等、企業経営に関する幅広
い見識を有しており、それらに基づく有益な意見や率直な指摘を当社経営意思決定の健全性の確保・経営監督の
強化に活かしていただくことを期待し、引き続き社外取締役として選任をお願いするものであります。
　さらに、経営諮問委員会に出席し、客観的・中立的立場で当社の経営計画、後継者群育成計画等を検討いただき、
また役員人選検討委員会に出席し、当社役員候補者推薦に関与、監督等いただくことを期待し社外取締役候補
者といたしました。

河 端 和 雄
（1947年９月21日生）

かわ ばた かず お

0株
所有する当社株式数

〔重要な兼職の状況〕
　　　北日本興産株式会社取締役

社　  外
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〔社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要〕
　　尾関幸美氏は、会社法務に関する専門的な知識と大学における豊富な経験に基づき、当社が持続的な企業
価値、コンプライアンスの向上を目指すにあたり適切な助言提言を行い、コーポレート・ガバナンスの実務におけ
る知見を活かし、また、女性の視点から新鮮な視点で当社の経営を監督し、当社のステークホルダーの皆様のご
意見を取締役会に反映していただくことを期待し、引き続き社外取締役として選任をお願いするものであります。
さらに、経営諮問委員会に出席し、客観的・中立的立場で当社の経営計画、後継者群育成計画等を検討いただき、
また役員人選検討委員会に出席し、当社役員候補者推薦に関与、監督等いただくことを期待し社外取締役候補
者といたしました。
　なお、同氏は、社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与した経験はありませんが、上記の理由によ
り社外役員としての職務を適切に遂行できることができるものと判断しております。

尾 関 幸 美
（1970年９月13日生）

お ぜき ゆき み
14

0株
所有する当社株式数

長崎大学経済学部総合経済学科専任講師
ミシガン大学ロースクール客員研究員（2001年7月まで）
駒澤大学法学部法律学科准教授
成蹊大学法科大学院教授（2021年３月まで）
カリフォルニア州立大学バークレー校ロースクール客員研究員（2016年７月まで）
三井不動産株式会社社外監査役
現在に至る
横浜市入札等監視委員会委員（2020年３月まで）
当社社外取締役
現在に至る
中央大学大学院法務研究科教授
現在に至る

1999年
2000年
2004年
2010年
2015年
2016年

2017年
2019年

2021年

４月
８月
４月
４月
９月
６月

４月
６月

４月

候補者
番　号

氏　名
（生年月日） 略歴、当社における地位、担当および重要な兼職の状況

〔社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要〕
　佐々木広介氏は、長年にわたる金融機関の豊富な経験に加え、国内外の経済政策に精通し幅広い見識を有して
おり、これらの経験と知見を当社の企業価値向上に活かし、かつ、独立した立場から取締役会の意思決定の妥当
性、適正性を確保するための助言・提言をいただける当社のコーポレート・ガバナンス強化に資する人材である
と判断し、またそれを期待して、引き続き社外取締役として選任をお願いするものであります。
　さらに、経営諮問委員会に出席し、客観的・中立的立場で当社の経営計画、後継者群育成計画等を検討いた
だき、また役員人選検討委員会に出席し、当社役員候補者推薦に関与、監督等いただくことを期待し社外取締役
候補者といたしました。

佐々木広介
（1955年12月１日生）

さ さ き こうすけ13

0株
所有する当社株式数

株式会社第四銀行入行
同行取締役総合企画部長
同行常務取締役長岡ブロック営業本部長
同行常務取締役事務本部長
同行代表取締役専務
同行代表取締役副頭取
同行代表取締役副頭取退任
第四リース株式会社代表取締役会長（2020年6月まで）
当社社外取締役
現在に至る
一般社団法人健康ビジネス協議会代表理事
現在に至る

1978年
2006年
2009年
2011年
2013年
2016年
2018年
2018年
2019年

2020年

４月
６月
６月
６月
６月
６月
６月
６月
６月

６月

〔重要な兼職の状況〕
　　　一般社団法人健康ビジネス協議会代表理事会長代行

〔重要な兼職の状況〕
　　　中央大学大学院法務研究科教授
　　　三井不動産株式会社社外監査役社　  外

社　  外
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〔社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要〕
　　尾関幸美氏は、会社法務に関する専門的な知識と大学における豊富な経験に基づき、当社が持続的な企業
価値、コンプライアンスの向上を目指すにあたり適切な助言提言を行い、コーポレート・ガバナンスの実務におけ
る知見を活かし、また、女性の視点から新鮮な視点で当社の経営を監督し、当社のステークホルダーの皆様のご
意見を取締役会に反映していただくことを期待し、引き続き社外取締役として選任をお願いするものであります。
さらに、経営諮問委員会に出席し、客観的・中立的立場で当社の経営計画、後継者群育成計画等を検討いただき、
また役員人選検討委員会に出席し、当社役員候補者推薦に関与、監督等いただくことを期待し社外取締役候補
者といたしました。
　なお、同氏は、社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与した経験はありませんが、上記の理由によ
り社外役員としての職務を適切に遂行できることができるものと判断しております。

尾 関 幸 美
（1970年９月13日生）

お ぜき ゆき み
14

0株
所有する当社株式数

長崎大学経済学部総合経済学科専任講師
ミシガン大学ロースクール客員研究員（2001年7月まで）
駒澤大学法学部法律学科准教授
成蹊大学法科大学院教授（2021年３月まで）
カリフォルニア州立大学バークレー校ロースクール客員研究員（2016年７月まで）
三井不動産株式会社社外監査役
現在に至る
横浜市入札等監視委員会委員（2020年３月まで）
当社社外取締役
現在に至る
中央大学大学院法務研究科教授
現在に至る

1999年
2000年
2004年
2010年
2015年
2016年

2017年
2019年

2021年

４月
８月
４月
４月
９月
６月

４月
６月

４月

候補者
番　号

氏　名
（生年月日） 略歴、当社における地位、担当および重要な兼職の状況

〔社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要〕
　佐々木広介氏は、長年にわたる金融機関の豊富な経験に加え、国内外の経済政策に精通し幅広い見識を有して
おり、これらの経験と知見を当社の企業価値向上に活かし、かつ、独立した立場から取締役会の意思決定の妥当
性、適正性を確保するための助言・提言をいただける当社のコーポレート・ガバナンス強化に資する人材である
と判断し、またそれを期待して、引き続き社外取締役として選任をお願いするものであります。
　さらに、経営諮問委員会に出席し、客観的・中立的立場で当社の経営計画、後継者群育成計画等を検討いた
だき、また役員人選検討委員会に出席し、当社役員候補者推薦に関与、監督等いただくことを期待し社外取締役
候補者といたしました。

佐々木広介
（1955年12月１日生）

さ さ き こうすけ13

0株
所有する当社株式数

株式会社第四銀行入行
同行取締役総合企画部長
同行常務取締役長岡ブロック営業本部長
同行常務取締役事務本部長
同行代表取締役専務
同行代表取締役副頭取
同行代表取締役副頭取退任
第四リース株式会社代表取締役会長（2020年6月まで）
当社社外取締役
現在に至る
一般社団法人健康ビジネス協議会代表理事
現在に至る

1978年
2006年
2009年
2011年
2013年
2016年
2018年
2018年
2019年

2020年

４月
６月
６月
６月
６月
６月
６月
６月
６月

６月

〔重要な兼職の状況〕
　　　一般社団法人健康ビジネス協議会代表理事会長代行

〔重要な兼職の状況〕
　　　中央大学大学院法務研究科教授
　　　三井不動産株式会社社外監査役社　  外

社　  外

候補者
番　号

氏　名
（生年月日） 略歴、当社における地位、担当および重要な兼職の状況

〔社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要〕
　上杉奈保美氏は一貫して、日用品消費財メーカー（化粧品、日用品）においてマーケティング（商品企画、ブラン
ド開発・管理、消費者コミュニケーション）と商品開発（研究・技術）に携わってこられました。これら豊富な経験
と高い見識を当社の企業価値向上に活かし、かつ、独立した立場から取締役会の意思決定の妥当性、適正性を確
保するための助言・提言をいただける人材であると判断し、また直近に在籍した企業においては企業ダイバーシテ
ィの推進役として社員の育児と仕事の両立に関する支援策の普及にも携わってこられた経験から企業文化の改革
にも有用・適切な助言をいただくことを期待して、引き続き社外取締役として選任をお願いするものであります。
　さらに、経営諮問委員会に出席し、客観的・中立的立場で当社の経営計画、後継者群育成計画等を検討いただき、
また役員人選検討委員会に出席し、当社役員候補者推薦に関与、監督等いただくことを期待し社外取締役候補
者といたしました。

上杉奈保美
（1964年８月５日生）

うえすぎ な お み

16
0株

所有する当社株式数

ライオン株式会社入社
ライオン株式会社ビューティケア事業部ブランドマネージャー
ライオン株式会社退社
株式会社ファンケル入社（2004年5月まで）
日本アムウェイ合同会社入社
パーソナルケアブランドマーケティング部シニアマネージャー
日本アムウェイ合同会社
ビューティブランド・プロダクトマーケティング部長
日本アムウェイ合同会社退社
王子ネピア株式会社入社
パーソナルケア・イノベーションセンター長
王子ネピア株式会社取締役　同センター長
王子ネピア株式会社取締役　同センター長退任
当社社外取締役
現在に至る
ともにマーケティング株式会社代表取締役社長
現在に至る

1988年
1999年
2003年
2003年
2004年

2010年

2012年
2014年

2015年
2020年
2021年

2022年

４月
４月
９月
10月
６月

10月

９月
２月

４月
３月
６月

４月

〔社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要〕
　櫻井孝男氏は味の素グループにて研究職・海外営業・事業統括の経験の後、会社経営に携わり電子材料・化粧
品・化学品・医薬品製造受託等を担当してこられ執行役員およびグループ関係会社の代表取締役の業務を通じ、
食品も含めたグループ全体の経営に関与してこられました。これら豊富な経験と高い見識を当社の企業価値向上
に活かし、かつ、独立した立場から取締役会の意思決定の妥当性、適正性を確保するための助言・提言をいただ
ける人材であると判断し、また、それを期待し、引き続き社外取締役として選任をお願いするものであります。
　さらに、経営諮問委員会に出席し、客観的・中立的立場で当社の経営計画、後継者群育成計画等を検討いただき、
また役員人選検討委員会に出席し、当社役員候補者推薦に関与、監督等いただくことを期待し社外取締役候補
者といたしました。

櫻 井 孝 男
（1955年11月２日生）

さくら い たか お
15

0株
所有する当社株式数

味の素株式会社入社
味の素株式会社本社化成品部長
味の素株式会社執行役員化成品部長
味の素株式会社執行役員オムニ班長
味の素株式会社執行役員製薬カスタムサービス部長
味の素ファインテクノ株式会社代表取締役社長
味の素ファインテクノ株式会社取締役会長
味の素ファインテクノ株式会社取締役会長退任
当社社外取締役
現在に至る

1982年
2005年
2009年
2011年
2012年
2013年
2017年
2019年
2021年

４月
７月
６月
７月
７月
６月
６月
６月
６月

社　  外

社　  外
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各候補者と当社との間には、特別な利害関係はありません。
河端和雄、佐々木広介、尾関幸美、櫻井孝男および上杉奈保美の５氏は会社法第２条
第15号に定める社外取締役の候補者であります。なお、５氏は現在当社の社外取締役
であり、社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって河端和雄氏は７年、
佐々木広介および尾関幸美の２氏は４年、櫻井孝男および上杉奈保美の２氏は２年と
なります。
佐々木広介氏は一般社団法人健康ビジネス協議会代表理事会長代行を務めており、
同法人と当社は取引関係がありますがその取引額は当社第147期連結売上高の0.0001
％未満と僅少であります。
尾関幸美氏は三井不動産株式会社の社外監査役を務めておりますが、同社と当社は
取引がありません。
上杉奈保美氏は、ともにマーケティング株式会社の代表取締役を務めておりますが、
同社と当社は取引がありません。
当社は社外取締役候補者の河端和雄、佐々木広介、尾関幸美、櫻井孝男および上杉
奈保美の５氏との間で、会社法第427条第１項および当社定款の規定に基づき会社法
第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく
賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額としております。
各氏の再任が承認された場合には当該契約を継続する予定であります。
当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項の規定に基づく役員等賠償責任
保険契約を締結しており、当社取締役を含む被保険者が会社の役員等の地位に基づき
行った行為に起因して損害賠償請求がなされたことにより被保険者が被る損害賠償金や
訴訟費用等を填補することとしており、各候補者が取締役に選任され就任した場合は
当該保険契約の被保険者となります。また、当該保険契約は次回更新時においても
同内容での更新を予定しております。
当社は河端和雄、佐々木広介、尾関幸美、櫻井孝男および上杉奈保美の５氏を東京
証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ており、本議案が原案どおり承認
された場合には引き続き独立役員とする予定であります。

（注）1.
2.

3.

4.

5.

6.

7.

8.
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各候補者と当社との間には、特別な利害関係はありません。
河端和雄、佐々木広介、尾関幸美、櫻井孝男および上杉奈保美の５氏は会社法第２条
第15号に定める社外取締役の候補者であります。なお、５氏は現在当社の社外取締役
であり、社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって河端和雄氏は７年、
佐々木広介および尾関幸美の２氏は４年、櫻井孝男および上杉奈保美の２氏は２年と
なります。
佐々木広介氏は一般社団法人健康ビジネス協議会代表理事会長代行を務めており、
同法人と当社は取引関係がありますがその取引額は当社第147期連結売上高の0.0001
％未満と僅少であります。
尾関幸美氏は三井不動産株式会社の社外監査役を務めておりますが、同社と当社は
取引がありません。
上杉奈保美氏は、ともにマーケティング株式会社の代表取締役を務めておりますが、
同社と当社は取引がありません。
当社は社外取締役候補者の河端和雄、佐々木広介、尾関幸美、櫻井孝男および上杉
奈保美の５氏との間で、会社法第427条第１項および当社定款の規定に基づき会社法
第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく
賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額としております。
各氏の再任が承認された場合には当該契約を継続する予定であります。
当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項の規定に基づく役員等賠償責任
保険契約を締結しており、当社取締役を含む被保険者が会社の役員等の地位に基づき
行った行為に起因して損害賠償請求がなされたことにより被保険者が被る損害賠償金や
訴訟費用等を填補することとしており、各候補者が取締役に選任され就任した場合は
当該保険契約の被保険者となります。また、当該保険契約は次回更新時においても
同内容での更新を予定しております。
当社は河端和雄、佐々木広介、尾関幸美、櫻井孝男および上杉奈保美の５氏を東京
証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ており、本議案が原案どおり承認
された場合には引き続き独立役員とする予定であります。

（注）1.
2.

3.

4.

5.

6.

7.

8.

候補者
番　号

氏　名
（生年月日） 略歴、当社における地位および重要な兼職の状況

第３号議案　監査役２名選任の件
　現任監査役４名のうち、佐藤一也および宮本照雄の２氏は本総会終結の時を
もって任期が満了となりますので、監査役２名の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は次のとおりであります。

〔監査役候補者とした理由〕
　佐藤一也氏は入社以来、出張所で営業の経験を積んだ後、グループ会社の代表や当社重要部門の責任者を
歴任し、当社における豊富な業務経験と知見を有し、当社および当社グループの事業に精通していることから
引き続き監査役として選任をお願いするものであります。

佐 藤 一 也
（1956年７月２日生）

さ とう かず や

再　  任

1

3,000株
所有する当社株式数

当社入社
当社第一営業部営業二課長
エチゴビール株式会社（出向）取締役
当社第一営業部食品営業課長
当社西日本営業部次長
　兼量販二課長兼地域営業二課長
当社企画部部長代理
当社直販営業部部長代理
株式会社BFEG（出向）代表取締役社長
当社広域営業部部長代理
当社広域営業部長
当社開発開拓本部部長
当社常勤監査役
現在に至る

1979年
1997年
2000年
2001年
2004年

2005年
2006年
2008年
2011年
2014年
2019年
2019年

４月
３月
５月
12月
３月

２月
７月
２月
10月
５月
４月
６月

〔社外監査役候補者とした理由〕
　今井賢一郎氏は鉄鋼業界において、総務部等で長期にわたり管理職役員を務め、また、海外事業会社での勤務
も経験され、2017年にはJFEコンテイナー株式会社の常勤監査役も務めておられます。
　幅広い見識を有しており、また、取締役会においても経営全般について適宜有益な助言・提言をいただけるこ
とを期待しており、持続的な企業価値の向上を目指すにあたり適切な人材と判断し、新たに社外監査役として選
任をお願いするものであります。

今井賢一郎
（1960年１月24日生）

いま い けんいちろう

新任候補者

2

0株
所有する当社株式数

日本鋼管株式会社入社
JFEスチール株式会社輸出営業部輸出企画室長
同社物流統括部輸出出荷室長
JFEコンテイナー株式会社総務部長
　　　　　　　　兼　内部監査室長
同社総務部長　兼　内部監査室長
　　　　　　　兼　海外事業推進部長
同社常勤監査役
同社常勤監査役退任
同社顧問
現在に至る

1983年
2006年
2006年
2008年

2012年

2017年
2023年
2023年

４月
４月
11月
４月

６月

６月
４月
４月

社　  外
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各候補者と当社との間には、特別な利害関係はありません。
今井賢一郎氏は会社法第２条第16号に定める社外監査役の新任候補者であります。
今井賢一郎氏はJFEコンテイナー株式会社の顧問を務めておりますが、同社と当社は
取引がありません。 
当社は今井賢一郎氏が監査役に就任された場合には、社外監査役として当社との間で
会社法第427条第１項および当社定款の規定に基づき会社法第423条第１項の損害賠償
責任を限定する契約を締結する予定であり、当該契約に基づく賠償責任限度額は、
会社法第425条第１項に定める最低責任限度額としております。
今井賢一郎氏は東京証券取引所の定める独立性の要件を満たしており、同氏が原案
どおり監査役に選任された場合には、新たに独立役員となる予定であります。
当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項の規定に基づく役員等賠償責任
保険契約を締結しており、当社監査役を含む被保険者が会社の役員等の地位に基づき
行った行為に起因して損害賠償請求がなされたことにより被保険者が被る損害賠償金
や訴訟費用等を填補することとしており、各候補者が監査役に選任され就任した場合
は当該保険契約の被保険者となります。また、当該保険契約は次回更新時においても
同内容での更新を予定しております。

（注）1.
2.
3.

4.

5.

6.

企業
経営

財務
会計

法務
リスクマ
ネジメント グローバル デジタル

人事
労務
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研究
開発

製造
供給

海外 I T

吉 田 　 康
山 﨑 幸 治
浅 野 和 男
大 竹 一 弘
吉 川 　 実
横 田 　 昇
諸 橋 文 弘
坂 井 裕 次
井 手 規 秀
中 野 　 隆
吉 田 匡 慶
河 端 和 雄
佐々木広介
尾 関 幸 美
櫻 井 孝 男
上杉奈保美
植 木 敏 彦
佐 藤 一 也
川 上 悦 男
今井賢一郎
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《ご参考》第２号議案および第３号議案が原案どおり承認可決された場合
取締役・監査役の専門性と経験（スキルマトリックス）

第４号議案　退任取締役および退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件
　本総会終結の時をもって、任期満了により取締役を退任されます森邦雄氏および
監査役を退任されます宮本照雄氏に対し、在任中の功労に報いるため、当社の内規
における一定の基準に従い、相当額の範囲内において退職慰労金を贈呈することと
いたしたく存じます。
　なお、その具体的金額、贈呈の時期、方法等は退任取締役については取締役会
に、退任監査役については監査役の協議にご一任願いたいと存じます。
　退職慰労金の贈呈を相当とする理由は、経営全般について適宜有益な助言や指
摘により社外取締役としての責務を発揮してきたためであり、本議案は当社取締
役会が決定した取締役会の報酬等の決定方針に沿って、上記のとおり退職慰労金
を支給するものであります。
　退任取締役および退任監査役の略歴は、次のとおりであります。

以　上

略　歴

もり くに お

森 　 邦 雄
2020年６月　当社社外取締役
　　　　　　  現在に至る

みや もと てる お

宮 本 照 雄
2019年６月　当社社外監査役
　　　　　　  現在に至る
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第４号議案　退任取締役および退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件
　本総会終結の時をもって、任期満了により取締役を退任されます森邦雄氏および
監査役を退任されます宮本照雄氏に対し、在任中の功労に報いるため、当社の内規
における一定の基準に従い、相当額の範囲内において退職慰労金を贈呈することと
いたしたく存じます。
　なお、その具体的金額、贈呈の時期、方法等は退任取締役については取締役会
に、退任監査役については監査役の協議にご一任願いたいと存じます。
　退職慰労金の贈呈を相当とする理由は、経営全般について適宜有益な助言や指
摘により社外取締役としての責務を発揮してきたためであり、本議案は当社取締
役会が決定した取締役会の報酬等の決定方針に沿って、上記のとおり退職慰労金
を支給するものであります。
　退任取締役および退任監査役の略歴は、次のとおりであります。

以　上

略　歴

もり くに お

森 　 邦 雄
2020年６月　当社社外取締役
　　　　　　  現在に至る

みや もと てる お

宮 本 照 雄
2019年６月　当社社外監査役
　　　　　　  現在に至る

氏　名

招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

参
考
書
類



－ a－

第147期定時株主総会
招集ご通知

株主総会資料の電子提供制度が導入されましたが、
当社では、本株主総会につきましては、書面交付請求
の有無にかかわらず、一律に電子提供措置事項を
記載した書面もお届けいたします。
なお、本制度の導入趣旨を踏まえ、次回以降の株主
総会資料につきましては、ウェブサイト上でのご提供
とし通知書面には簡易なお知らせのみを掲載して
お届けする予定です。

おいしさ、思いやり、いつもいっしょに。

株主総会会場のご案内

新 潟 県 柏 崎 市 駅 前 １ 丁 目 ３ 番 １ 号

株式会社ブルボン本社ビル  10階  大ホール

電話 （0257）23 － 2333
※ＪＲ柏崎駅より徒歩１分
＊高速道路をご利用の方は、柏崎Ｉ.Ｃから、柏崎市街地方
面にお進みください。直進後、国道８号線との日吉町交
差点を通り過ぎた最初の信号のある交差点を左折し、直
進約1.5km、駅前通交差点を左折、直進約300m右前方
にございます。

日本海
柏崎市立
　図書館

至長岡
至西山

 I.C

柏崎 I.C
至米山 I.C

至上越

北陸自動車道

国道8号線

国道353号線 国道252号線

ケーズデンキ

ドナルド・キーン・
センター柏崎

柏崎駅

　警察署

大光銀行

柏崎市市民プラザ

ブルボン
本社ビル

柏崎市文化会館
アルフォーレ

駅前通

日吉町

見やすく読みまちがえにくいユニバーサル
デザインフォントを採用しています。

環境に配慮した植物油インキを
使用しています。

柏崎市役所

柏崎市産業文化会館　

㈱ブルボンは持続可能な開発目標（SDGs）を支援しています。


